
平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費 10款教育費
1項教育総務費 6項社会教育費
4目 教育連絡調整費 1目 社会教育総務費
事業名

本年度 前年度 比較
国主克卦金

財源

起債

小中学校課(内線 :7512)
(単位:千円)

内 訳

備考
その他 ---ilt財源

(新)小中学校土

躍授業等実施支援 15， 081 。15， 081 3， 850 11， 231 
事業

トータルコスト 21， 272千円(前年度O千円) [正職員:O. 8人〕
主な業務内容 土曜授業実施経費等支援、市町村との連絡調整、補助金交付事務、国への申請・

打ち合わせ等

工程表の政策目標(指標)特色ある学校運営の推進、学力向上の推進、社会全体で取り組む教育の推進

事業内容の説明

事業の概要
子どもたちの土曜日における教育活動の充実を図るため、学校・家庭・地域が連携・協力して行う学
校における授業、地域における多様な学習や体験活動の機会の充実などの取組を推進する。

2 事業内容 (単位.千円)

区分 予算額 事 業 内 '$ ・

土曜授業等実施の支援 3，961 0教育課程内
(国事業:年間10回程 地域の実情に応じて、土曜日ならではの特色を生かした
度の実施が対象) 質の高い土曜授業を実施しようとする市町村を支援。

(国10/10)
0教育課程外
地域の人材や企業等との連携による体系的・継続的な取
組を支援。
(国1/3、県1/3、市町村1/3)

土曜授業等実施の支援 「 5， 000 子どもたちの土曜日における教育環境の充実を図るため土
(国事業封象外) 曜授業等を実施しようとする市町村のうち、国事業の対象

とならない市町村を、県独自で支援。

土曜授業等実施に係るコ 5， 500 土曜授業等の取組を推進するためのコーディネータ一等を
ーディネータ一等配置支 市町村教育委員会に配置する取組を支援。

援

連絡協議会等の開催 620 土曜授業等の実践事例及び成果・課題を共有し、その後の
取組に生かす。 (国10/10)

言十 15， 081 

3 これまでの取組状況、改善点など
-全国の状況として、平成22年度に東京都において、学校週5日制の趣旨を踏まえた月 2回までの
土曜授業実施が可能とされたことを一つのきっかけとして、全国で土曜授業実施の動きが広がりつ
つある。
-平成25年11月に学校教育法施行規則が一部改正され、設置者の主体的な判断で土曜日に授業を
実施することが可能であることが明確となった。
-平成26年度からの土曜授業実施を検討する市町村を支援するため、先進事例を学ぶための研修会
を平成25年12月に開催。(教職員、市町村教育委員会関係は者なないど、約130人が参加)
-県内の状況としては、現在土曜授業を実施している市町村 が、一部の市町村において、平成
26年度からの土曜授業の実施について検討が進められている。
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鳥取県における土曜授業等の実施・支援

|【予算額合計 18.081干円】

<小中学校>

国事業 県事業

【2，5∞千円】
(3)土曜授業等等支実援施(国に事
対する経費

業対象外)

《土曜日ならではの特色を生 【5，000千円】
かした質の高い土曜授業の
実施を支援》
(教育課程内) (( (1)、(2)の事業に対象と

ならない市町村への支援))
0補助 10/10 (教育課程内外を問わない)

00年1地間域10×回2程，5度0実0千施円
0 補助 10/10

0カリキュラム開発経費、 0 計5，000千円
外部講師等の謝金・ (10市町村分)
旅費、アンケート処理 0 学期に1，2回程度実施
経費など 0 カリキュラム開発経費、

源育(2を支)地活援域用体のし制た豊等土か構曜な築社日の会の支教資援

外部講師等の謝金・
旅費、アンケート処理
経費、
土曜教育推進員等の謝

【1.461千円】 金、土曜教育実施に伴う

《地域と連携した土曜日の教
教材費

育支援体制等構築支援》
(教育課程外)

0 補助 2/3
(国1/3、県1/3、町村1/3)

れ0。31地域X1，461千円
年間10回程度実施
0 土曜教育推進員等の
謝金、土曜教育実施に
伴う教材費など

(5)土曜授業等実施に係るコーディネータ一等配置支援

【5，5∞干円】

O 補助 1/2 (県1/2、市町村1/2)
0 フqログ、ラム開発や地域との調整等を行うコーディネータ一等
を市町村教育委員会に配置する人件費

0 所要額 5，500千円(1，100千円X5市町村)

[土曜授業等の実施例】
-家庭や地域の協力・参画を得て実施する授業や学校行事
.保護者や地域住民等への公開授業

<高等学校>

蝶事業

(4)土曜授業等実施
【3，000千円】

《実施重点校への支援》
(教育課程内)

0 県立高等学校 1校
0 月2回程度実施
(土曜日午前)

0 授業時間数増への対応

《実施モデル校への支援》
(教育課程外)
0 県立高等学校 3校程度
(東・中・西で各1校)
o 3校程度計3，000千円
0 講師謝礼、旅費、パス運行
委託料、活動備品費など

(6)連絡協議会等の開催
【620千円】

0 時期年3回(フォーラム1回)
O 対象実施小・中学校・市町村

教委代表等

O 内容取組状況の情報共有、

[期待される効果1
.土曜日ならではの体験的活動可て専丙雨志
指導を受けることで、学習に対する興味、意
欲、関心が向上するとともに、より充実した体験・小中連携で行う、小学生の部活動体験や小中交流

.保護者や地域住民とのふれあい活動
・補充学習、発展的学習
-大学生、退職教員等を活用した土曜学習会
.企業技術者による講演会

。により学的滑化
|多様な知識や経験を持つ地域の大人とふれ
合う機会が増加し、社会性や規範意識、コミュ
ニケーション能力が向上

・地域学習を兼ねた観光ガイド
-生徒・保護者がともに進路を考える集い
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費

5目教育振興費
高等学校課(内線 :7515)

(単位:千円)

財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)巣立高校土曜授

業等実施事業 3， 000 。3，000 3， 000 

トータルコスト 3，000千円(前年度 O千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容 企画、講師依頼

工程表の政策目標指標) 学力向上の推進

事業内容の説明

事業の概要

土曜日において、生徒にこれまで以上に豊かな教育環境を提供し、その成長を支えるため、

土曜授業の実施に取り組むとともに、土曜日を活用して、学校と地域が連携した多様な学習や

体験活動等の機会の充実に取り組む。

2 事業内容
(1)実施重点校への支援(定数)

土曜授業を実施する県立高等学校に対し、授業の実施に必要となる教職員の配置を行う。

実施校:県立高等学校 1校
回 数.月 2回程度(土曜日の午前中に実施)
土曜授業対応教員:3人(平成28年度まで)
養護担当非常勤職員:授業を行う土曜日のみ養護担当非常勤職員を配置し、生徒の突

発的なケガや病気に対応

(2)実施モデル校への支援
地域の多様な経験や技能を持つ人材や、企業・関係機関等と連携し、土曜日の利点を活か

した教育活動をモデル的に行う県立高等学校に対し、必要な経費を支援する。

実施校:県立高等学校 3校程度(東・中・西で各1校)

[活動例]

-優れた技術を有する企業技術者による講演会

-地域の小中学校と連携した体験活動

-地域学習を兼ねた地元観光ガイド

-地元大学生や退職教員を活用した土曜学習会

-生徒・保護者が共に進路について考えるつどい など

[経費]

実施モデル校への支援費

3， 000千円(1. 000千円X3校程度)
(講師謝礼、旅費、パス運行委託料、活動備品費)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費

1 事業の概要
小中学校9年間を通した学力向上を図るため、計画・実施・評価・改善プランを明確にして授業改
革に取り組む中学校区や教育研究団体を指定し、成果を全県に普及させる。
(※2年間(平成26-27年度)事業)

2 事業内容
( 1) r中学校区で?tJ:がる授業改革ステップアップ事業J(10，000千円)

内容
交付金額 単年度上限 500千円 20中学校区
交付対象 市町村教育委員会

0推進組織を設置し、少人数学級のよさを生かし学びの質の向上をめざす
取組内容 授業改善の取組の推進

0全国学力・学習状況調査結果等を活用した指標・評価
指定要件 0推進組織の設置

0とっとりの授業改革 rlOの視点Jに基づく取組
0協約に基づく指標等を活用した成果情目標報共の設定・評価
0調査結果、取組等を保護者や地域と 有

(2) r ~^ A 1';I ，7l.~ 1"1'" ....圃"'do/"-"oJJX  >foi; '"'̂."..'"、 J -'， J kι， UUU  I I JI 
内 容

教育研究団体A 教育宿、 B 
交付金額 単年度上限 200千円

教科を通して連携する小・中学校教 本事業に係る他の市町村教育委員会
交付対象 育研究団体 及び教育研究団体の取組に資する全

10研究団体 (2x 5チーム) 県的な学力調査を実施、検討する教
育研究団体

小中連携による教科指導の工夫改善、 主体的な学力調査の実施、学力調査
取組内容 課題克服のための「実践事例集」の の分析・活用

刊行等
指定要件 0とっとりづの授く業改革 rlOの視点」に基づく取組

0協約[:::基 指標等を活用した成果目標の設定・評価

(3 )連絡協議会の開催 (483千円)
「全県連絡協議会Jr中学校区別・教育研究団体別連絡協議会Jを開催レ、授業改革に向けた検証
改善サイクル確立のための対応策の検討、及び県内小中学校等への成果還元を行う。

(4 )学力調査分ワーキンググループの設置 (2，800千円)
県教育委員会、アドバイザ一、教育研究団体B代表、市町村教育委員会が協力して既存の学力調査
と結果の分析、課題の明確化と対応策の検討をしリーフレットや連絡協議会等で還元する。

3 これまでの取組状況、改善点など
・平成24年度から全国に先駆け小中学校すべての学年で少人数学級を導入
.少人数学級を活かしたきめ細やかな指導による上位層の増加
-下位層の減少、授業改革よる主体的な話し合いや発表などの機会は充実したが、言語活動の質向上や
振返りの充実が課題
・小中連携の推進組織を設置して不断の検証改善を行っていくことが必要
・現状分析や成果・課題の把握のために、学力調査を有効に活用していくことが重要
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
5目 教育振興費

事 業 名 本年度 前年度 比較
目オ

国庫支出金

特別支援教育課(内線 :7598)
(単位:千円)

源内訳
備考

起債その他一般財源

地域で進める特別 (諸収入)

支援教育充実事業 15， 600 880 14，720 12， 792 1， 408 1， 400 

トータルコスト 16， 374千円(前年度 1，674千円) [lE職員:O. 1人]
主な業務内容 早期からの教育支援体制の整備、医療的ケアの体制整備、特別支援学校の

センター的機能の充実

工程表の施策目標申鞠 特別支援教育の充実

事業内容の説明

事業の概要

「共生社会」の形成に向けて、障がいのある幼児児童生徒の自立と社会参加を目指した取組

を進め、地域におけるインクルーシブ教育システム(※)構築を推進する。

※インクルーシブ教育システム・・障がいのある者と障がいのない者が共に学ぶ仕組み

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 h廿-

(新)早期からの教育 8，000 推進地域(鳥取市)において、早期支援コープィネータ
支援体制整備 ーを配置するとともに、関係機関の連携強化、個別の教

(国10/10) 育支援計画の活用、保護者への教育相談の充実を図り、

障がいのある子ども一人一人の教育的ニーズに応じた柔

軟できめ細やかな対応ができる一貫した支援体制の構築

を進める。

(新)医療的ケア体制 4，200 特別支援学校だけでなく、小中学校においても医療的ケ
整備事業 アを必要ょする児童生徒が在籍しており、児童生徒の安

(国1/3、県1/3、 全・安心な体制整備を進めるために、特別支援学校に看

市町村1/3) 護師を配置し、市町村立小中学校を巡回訪問して、児童

生徒への対応支援を行う。

特別支援学校機能強 3， 400 特別支援学校の専門性の向上を更に進めるとともに、地
化モデル事業 域内のセンター的機能の強化を図る。

(国10/10) . (新)倉吉養護学校に専門家(理学療法士等)を配置し

自校及び中部圏域の小中学校等への指導・支援の助言

を行う。

-視覚・聴覚・病弱特別支援学校において、島根県との

広域ネットワークを構築し、専門性の向上及び体制整

備を進める。
メEhコ 計 15， 600 

3 これまでの取組状況、改善点

-特別支援教育総合推進事業において推進地域を指定し、障がいのある子どもに対する支援体制

の整備を進めてきているが、インクルーシブ教育システムの構築を目指すためには地域内の体

制づくりが更に必要である。

-各特別支援学校の地域支援部による相談活動や発達障がい教育拠点の設置等特別支援学校のセ

ンター的機能の発揮を進めているが、障がいの重度・重複化、多様化の対応するため、特別支

援学校の更なる専門性の向上が必要である。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 特別支援教育課(内線 :7924)

興費ミJ 、~ ~，、且，~τr宅， (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
目オ 源 内 訳

備考国庫支出金 起債 その他 般財源
(新)特別支援学
校早朝子ども教室 ]， 659 。]， 659 552 ]， 107 
モデル事業
ト タjレコスト 2. 433千円(前年度 O千円) 正職員 O.1人]
主な業務内容 鳥取養護学校と倉吉養護学校をモデル校に指定し事業実施、学校支援ボフ

ンティア等の研修会の実施
工程表の施策目標信欄 特別支援教育の充実、社会全体で取り紐む教育の推進
事業内容の説明
事業の概要
特別支援学校の学校受入時刻 (9時前)までの早朝時間帯の子ども達の居場所を地域住民や保
護者OB等からなる学校支援ボランティアにより整備し、保護者の負担軽減や児童生徒の活動
支援を行う。

2 事業内容 (単位:千円)
区 分 予算額 事 業 内 n廿』

鳥取養護学校、倉吉 1. 364 0実施場所学校内教室(生活訓練室等)
養護学校早朝子ども 0受入時刻 登校時刻から学校受入時刻まで
教室の実施 0対象生徒小学部、中学部、高等部 1 0名程度

0実施体制
-地域住民、保護者等によるボランティア(各校2名)
-学校とボランティアの調整するコーディネーター
(各校1名)
0実施内容読み間かせ、朝読書、見守り等

学校支緩ボランティ 295 0実施回数年2回開催
ア等の研修会の開催 0目 的 ボランティアの心構えや活動内容、特別

支援の学習内容等について研修
'Ei、 計 ]， 659 

<各校の対象児童生徒等>

学校名 学部 対象生徒数 全児童生徒数
うち通学パス
利用者数(平均)

小学部 24 
鳥取養護学校 中学部 23 27名

書十 47 

書室
40 

倉吉養護学校 45 90名
66 

言十 ， コ 151 
※対象生徒数(見込み)は各校での実態把握(保護者の勤務状況等)によるもの。

3 これまでの取組状況、改善点
-地域の学校と異なり、特別支援学校の場合、児童生徒の登校と同時に教員が指導にあたること
から、朝の職員会議等の時間を設定するため、学校受入時刻lを9時前としている。
-登校時間が遅いことから、保護者が職に就きにくい状況があり、早い時間帯での受入れについ
て強い要望がある。

[参考]
0学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進事業(放課後子ども教室推進事業) [拡充]
倉吉養護学校では放課後子ども教室で早帰り対応もモデル的に実施する。
-受入時刻 授業終了時刻から帰りの通学パス発車時刻jまで
-対象生徒小学部1年から 3年の児童 1 0名程度
-実施体制 地域住民、保護者等アによるボランティア(2名)

学校とボランティ の調整するコーディネーター(1名)
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10款教育費
l項教育総務費

8目 教育センター費

事 業 名 本年度 前年度 比較
国庫支出金

教育センター(電話:0857-28-232]) 
(単位:千円)

目オ 源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

(新) 2 1世紀型
スキルの習得のた 3， 257 。3，257 3，257 
めの ICT環境の
構築

トータルコスト 3， 257千円(前年度O千円) [正職員:0.0人]
主な業務内容 ICT活用教育推進ビジョンの構築、教員のスキル習得の支援体制整備
工程表の茄策目標信欄 人的、物的な教育資源の充実

事業内容の説明

事業の概要

1 C T (情報通信技術)の機能を活用した基礎学力の定着、 21世紀型スキル(情報活用能
力、協働する力、コミュニケーション能力など)の習得を目指して、 ICT活用教育推進のた
めのビジョン構築と環境の整備を行う。

2 事業内容
有識者を交えて協議を行い、ねらいや効果、学校の ICT環境整備の方向性を示す。また、
教員の研修をはじめ、整備された ICT環境をどのように活用するかなど、関係部署と連携を
図りながら施策全体についてビジョンを策定し、計画的に ICT活用教育を推進する。

(単位:千円)

区分 予算額 事業内容

「鳥取県ICT活用教 1， 7 5 5 ICT活用教育を推進していくためイ r1 C T活用教
育推進ビジョン(仮 育推進協議会Jを設置し、年間4回程度の対面会議
称)Jの構築 と、月 I回程度のスカイプミーティング(テレビ会

議)を持ち、「鳥取県ICT活用教育推進ビジョン(仮
称)Jを策定する。

ICTを活用した指導 1， 50 2 児童・生徒の21世紀型スキルの向上を目指して、教
法の確立と教員のスキ 育センター職員が学校を訪問し、体験をとおして学ぶ

ル習得のための支援体 研修を充実させ、県内学校での ICT活用を推進する。
制整備 [研修内容]

-タブレット端末を活用した双方向の情報交換が可能

な教育環境での授業づくり

[整備内容]

-教育センターに研修用タブレット端末25台整備
合計 3， 257 

3 これまでの取組状況、改善点
201 1年(平成23年)文部科学省「教育の情報化ビジョン」において、 2020年度(平
成32年度)までには、児童生徒l人l台タブレットの配置など、 ICT機器を活用した授業
等の目安が示されている。

[近年の ICTを活用した取組状況]
-協調学習における活用(平成 25~26 年度、鳥取西高、智頭農林高)

-特別支援学校へのタブレット端末の配置(平成25 年度~)
-市町村独自の取組み(日南町、大山町など)
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10款教育費
l項教育総務費 高等学校課(内線:7516) 
5目教育振興費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源 内訳

備考
国庫支出金起債 その他一般財源

(新)とっとり夢
プロジェクト事業 2.000 。2.000 2. 000 

ト タjレコスト 2. 000千円(前年度O千円) [正職員:0.0人]
主な業務内容 生徒への周知、指導助百

工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進
事業内容の説明

事業の概要
「なりたい自分Jr描いている夢」に一歩でも近づきたい高校生が、様々なことに果敢にチャ
レンジしながら、夢を実現する意欲を高め、個性や創造力を伸ばすことができるように、高校

生の自由な発想で行う自主的な企画の活動を支援する。

2 事業の内容

対象者 県内の品校に在籍する個人又はグループ

対象となる活動 生徒が個人またはグループで行う自主的な活動
-学校の枠を超えて他の生徒の模範や励みとなり、学校の活性化に資
する活動
-学年、学校、校種等既存の枠を超えた創意工夫あふれる活動

活動の内容(例) -科学者との共同研究
-ギネス記録への挑戦
-中山間地の森林を守る環境保全活動を地域の仲間と企画実施
-著名人と交渉して講演会を企画実施 など

選考 提出された企画書等に基づき、選考委員会で審査し決定

支援額等 対象:2企図まで
1企画につき上限1. 000千円を支援

3 これまでの取組状況、改善点
-各学校では、生徒のチャレンジ精神や生徒主体の取組を支援するものとして、学校裁量予算を
活用した取組を行っている。(岩美高等学校手話部と鳥取聾学校との交流、工業学科での福祉

施設等の電気関係設備の点検整備等)
-将来の夢や目標を持ち，進路に向けた意識向上を図るため、学校裁量予算では実施が難しい、
地域の仲間との活動等、学校の枠を超えた生徒の主体的な取組を支援する。
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10款教育費

1項教育総務費

5日教育振興費

高等学校課(内線 :7959)

(単位:千円)

自オ 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 ー般財源
(新)英語教育強化 (諸収入)

事業 6. 522 。6. 522 18 6. 504 

トータルコスト 6. 522千円(前年度 O千円) [正職員:O. 0人、非常勤職員:1. 0人]
主な業務内容 関係機関との調整、教員派遣、イングリッシュシャワールームの運営

工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進

干号盟室E諜諸問ifi罷誌に向け本同一実施し叩
モデルとして、小中高が連携した英語教育

2 事業内容 (単位:千円)
区分 内容

修中学校英語指導法研 1. 416 

インルグリムッ拡シュシャ 3. 302 
ワ一一 大

|非常勤職員の匠置 1. 804 助 1名
合計 6. 522 

3 

進めてい

中学校英語科教員の英検準一級文はTOEFLiBT85点以上を取得している割合が約26%
(全国平均約27%)となっている。
[鳥取県の児童生徒の状況]
平成25年度全国学力・学習状況調査では、 f将来、外国へ留学したり、国際的な仕事に就いた
りしてみたいと思いますかj に肯定的な回答をした児童生徒の割合が全国平均より 5ポイント程
度低い。

新学習指導要領実施スケジュール

三←26 H27 H28 H29 H30 H31 H32詞 d

(2014) (2015) (2016】 (2017) . (2018) (2019) {2020-】

現行学習指導要恒 [要Etす望号
小学棋 ~外国語活動t>
3・4年

小学校 『外国語活動』 >~英語」教科化〉5.6年

中学校 〉重雲『関心・f話すJ'r読む』・『書くJの総合育成

高等学技| 英語の授業を『英語』で実施 〉
援国の研究開発学校ー教育課程特例桂に指定された場合は、"'0以前でも新指導要舗の先行実施が可能
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10款教育費
l項教育総務費
7目 育英奨学事業費

事一 業 名 本年度 前年度

(新)育英奨学事業 43， 206 。
(給付型)

比較
目オ

国庫支出金

43， 206 14， 282 

人権教育課(内線・ 754 1) 
(単位:千円)

源 内訳
備考

起債 その他一般財源

28， 924 

トータ}vコスト 45， 528千円(前年度O千円) [正職員:O. 3人]
主な業務内容 給付型奨学金の交付事務
工程表の施策目標t醐 安全・安心な教育環境の整備
事業内容の説明

1 事業の概要
授業料以外の教育費負担(教科書費等)を軽減するため、低所得者世帯の高等学校等の生徒に
対して奨学のための給付金を給付する。

2 事業内容
【支給要件】
-非課税世帯(特別支援学校高等部生徒を除く)。
-保護者、親権者等が本県に在住していること。
-就学支援金支給対象である学校(高等学校、中等教育学校後期課程、高等専門学校(1~ 3 
年生)、 J専修学校高等課程等)に在学している者。
-平成26年度入学者から学年進行で実施。
【支給額】

区分
支給年額 支給対象見込 支給見込額
(単位円) (人) (単位:円)

①生活保護受給世帯
国公立 32， 300 

110 
86 2， 777， 800 

私立 52， 600 24 1， 262，400 

②第1子の高校生等がいる世帯
国公立 37， 400 

358 
282 10， 546， 800 

私立 38， 000 76 2， 888， 000 

I③姉23~*ì 世の扶帯養で第されている兄・ 国公立 129， 700 152 19，714，400 
がいる 2子以降の 193 
高校生等がいる世帯 私立 138， 000 41 5， 658， 000 

l口h 計 661 661 42，847，400 

※高等学校等入学者5，500入、①2.0%、②6.5%、③3.5%、公私比率79:21で積算。
※国庫補助率1/3
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2款総務費
2項企画費 男女共同参画推進課(内線:7077) 
l目企画総務費 (単{Ir_;千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

とっとり女性力活用
12.064 881 11. 183 12. 064 

パッケージ事業

トータルコスト 20. 577千円(前年度 2.470千円) [正職員 :L1l
主な業務内容 各事業実施に係わる事務(連絡調整、企画、委託、広報等)
工程表の政策目標(指標) 仕事と生活の両立支援(ワーク・フイフ・バフンスの推進)
事業内容の説明

事業の目的・概要
女性がいきいきと輝ける鳥取県を目指し、女性が自分の可能性に気づき、自らが望む生き方・働き
方が実現できるよう、意欲を後押しする就業支援及び働きやすい環境整備としてワーク・ライフ・
バランスの推進を図る。

2 主な事業内容
( 1 )女性の就業・チャレンジ促進
多様な働き方が選択できるよう再就職、起業等に向け支援する。 (単位・千円)
区分 事業費 事業内容

【新]とっとり女 788 県内で活躍する女性経営者同士を結びつけ、新たな事業展開や能力
性活躍推進プロジ 開発につなげる場を提供するとともに、その取組みを広く情報発信
ェクト する。
[新]女性の活躍 831 女性の再就職や起業など新しい分野へのチャレンジや就業継続意欲
応援サロン の向上を図るため、経営者や管理職など働き方のお手本となる先輩

女性との交流会を定期的に開催し、体験談を聞いたり、意見交換を
行う。

【新】とっとり女 3. 024 県内女性の活躍事例や女性の登用、ワ ク・フイフ・パフンスをヰ責
性の活躍応援サイ 極的に推進している企業の好事例をホームベージ等で紹介するな
トの整備 ど、女性の活躍や企業の取組を情報発信する。
女性の就業継続支 1. 062 再就職を希望する女性や仕事と子育ての両立に悩む女性等を対象
援セミナー に、両立負担の軽減及び働き続けることへの意欲向上を図るため、

両立のポイントや人生設計、働く先輩女性の体験談等から学ぶセミ
ナーを開催する。

[新]女性のため 195 再就職や転職を考え準備を進めている女性を対象に求職者の安定し
の再就職・転職応 た雇用と企業の人材確保を支援するため、再就職・転職応援フェア
援フェア 及び就職に役立つセミナ一等を開催する。
女性の地域活動ス 222 女性の学び直し、地域活動を実践する女性及び団体育成を支援する
タート支援事業 ため、大学との連携による講座を開催する。
計 6. m 

(2 )女性が活躍しやすい環境整備
企業や家庭におけるワーク・ライフ・バランスの更なる推進を図る。 (単位:千円)
区分 事業費 事業内容

[新]男女共同参 328 県内の経営者等を対象として、女性の活躍など多様な人材を活かす
画企業トップセミナー 経営について考えるトップセミナーを開催する。
男女共同参画推進 328 認定企業の取組を後押しするため、好事例の表彰、女性従業員を対
企業認定事業 象としたキャリアアップセミナーを開催する。
[新]ワーク・フ 3.084 認定企業等を対象に、好事例の紹介や企業紹介等を新聞広告を使い
イフ・バランス推 情報発信する。
進広報経費
[新]男性の家庭 1. 284 女性の家庭での負担軽減を図るため、地域や職場で仕事と子育て等
進出プロジェクト の両立を推進する核となる人材の育成や男性が家事や育児などによ

り積極的に取り組むきっかけとするための講座を開催する。
計 5. 024 

(3)標準事務費 918千円
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2款総務費
6項防災費
2日 消防淳絡司

事業名

元気な消防団づくり支援
事業

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 |前年度|比較

1，495 595 900 

トータルコスト I 3，817千円(前年度2，978千円) 1正職員0.3人l

備考

1，495 

主な業務内容 |消防団を中核とする地域防災力強化モデル委託事業、消防団活性化推進表彰、

消防団の広報・普及啓発
工程表の政策目標(指標)I消防団員、女性消防団員の増
事業内容の説明

l 事業の目的・概要
消防団は地域密着性と即時動員力を特性とした地域防災力の要であるが、団員数の減少や高齢化
など消防団員の充足率の低下が懸念されている。また、平成25年 12月13日には「消防団を中
核とした地域防災力の充実強化に関する法律」が公布され、国及び地方公共団体が地域防災力の充
実強化に取り組むことが法律で定められた。近年、災害はますます複雑化、大規模化しており、県
民の安全・安心な暮らしの脅威となっていることから、この法律の趣旨を踏まえ、消防団員確保な
ど消防団を中核とする地域防災力向上の取組みを行う。

2 主な事業内容
( 1) (新)消防団を中核とする地域防災力強化モデル委託事業 (900千円)
市町村から消防団員確保に係る企画提案(団員や住民の意見を反映)を公募し、提案内容から
委託市町村を選定の上、住民参加によるモデル事業を実施する。
委託金額 3市町村X300千円
委託の要件 取組内容、効果、課題を県へ提出

<モデルモァル事委大業託学室内生主容へ主週のの堕例入>団 2年間
女性や 促進、団員数増加の先進消防団への視察・報告、県内消防団の取組

分づ析・評価・研修、消防団員る自育の主処児防遇・災改家調善(買物特別割引等)、 団員が訓練に参加できる環境
くり(訓練参加時におけ 事・介護等の負担軽減等)、事業所等との協力関係の
構築、消防団内の教育訓練、 組織との連携訓練、一日消防団体験入団・訓練参加(体
験者に訓練手当)等

(2)消防団活性化推進表彰 (220千円)
他の模範となる消防団・分団・消防団員及び消防団活動に協力的な事業所に対する知事表彰

.(3)広報活動 (375千円)
新聞広告、防災フェスタ等で消防団活動を広く県民へPRを行う。

3 これまでの取組状況、改善点
平成25年度には消防団の活動実績に着目した表彰項目を設け、消防団活動を広〈県民にPRする
など、消防団に対する県民の理解と協力関係、県民の防災マインドの醸成を図ってきたが、女性団員
は増加傾向にあるものの消防団員の総数は減少傾向にある。

<参考>
平成20年 平成24年 平成25年

団員数 5 171人 5 1 7 9人 5 125人
うち女性団員 95人 1 3 9人 142人
条例定数充足率 94. 6 % 95. 0 % 94. 0 % 
平均年齢 4 l. 2歳 4 l. 6歳 4 l. 6歳

消防団員の被雇用者 77. 5 % 78. 3 % 78. 5 % 

109 



平成26年度一般会計当初予算説明資料
3款民生費
1項社会福祉費 くらしの安心推進課(内線:7187) 
1自 社会福祉総務費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
M 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新) (基金繰入金)

性暴力被害者支援事 5， 777 。5，777 5， 777 
業

トータルコスト 8，099千円 (前年度 O千円) [正職員:0.3人]
主な業務内容 関係機関等との連絡調整、補助金事務

工程表の政策目標(指標i
[とっとり支え愛基金充当]

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
性暴力被害者の方が安心して相談できる体制をつくるため、被害直後から一元的にワンストップで

支援する連携ネットワークの構築を目指す機関・団体等による検討準備組織に対し、検討・準備等に

要する経費を補助する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 内 ~与r 

性暴力被害者支援 5， 777 -検討準備会議の開催
事業補助金 -県民向け公開講座の開催

(補助率10/10) -支援員養成研修等の実施

-検討準備組織運営費(事務局職員1名の人件費含む)
dロ>. 言十 5， 777 

-検討準備組織(想定)

犯罪被害者支援団体、医療関係者、弁護士、臨床心理士、助産師、警察、県関係機関などで構成

3 これまでの取組状況、改善点

-医療機関、讐察、県関係機関等では、現在でも被害相談等があれば個別対応が行われているが、

機関・団体が連携して一元的に支援する体制は構築されていない。

-関係機関・団体とは個別に協議、意見交換を進めてきており、性暴力被害者支援について、協働

して進めていくことの共通認識を持っている。
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5款労働費
1項労政費
1目 労政総務費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室[就業支援室1(内線:7229)
(単位:千円)

事業名 本年度|前年度|比較
訳財 源 内
備考

一般財源

(新)女性の創業応
援事業 1 2.3171 01 2.3171 1 1 1 2.317 

トータルコストI2. 317千円(前年度 O千円) [正職員:0.0人]
主な業務内容|事業内容詳細検討、委託契約先選定、契約、事業進捗管理等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
県内において、女性が創業しやすい環境整備の一環として、女性が創業を考えるきっかけとな
るセミナーを開催する。

2 主な事業内容
創業に関心はあるが、何を学べばいいのか、自分は何をやりたいのか、どのような準備が必要
なのかなどがわからず創業へ踏み出せない女性や、創業に向けたヒントをつかみたい女性など、
創業について漠然とした意識の人でも気軽に参加でき、創業へのイメージを具体化するため次の
セミナーを開催する。

[女性のための創業ファーストステップセミナーの概要]8位置付け 女性の社案での活躍への意識啓発と現実の創業とをつなぐものとして実施
開催回数 全5回(県東部・西部地区…各2回、県中部地区… l回)8定 員各回20名程度
内 容女創業のヒントとなる講義

く〉そもそも創業って?(>私にも創業できる?く〉どうやって創業する?
く〉創業までの準備・手続は?
女講師、受講者同士の交流

女性の創業支援について

主性の創業主担に向けて、_m3i:矢男k共Irll~宇陣i計画の IH草 (H28 ・ 60 人以と}を連成するため、，!d1:のための | 

創業……プセミナーJを酬し加支出私 一一一一…一一J

。どうやって録集する?
劇薬まで母準闇・手続

・創療のゆ繍え

本調障のアイデア

・事前二11>1医なスキル

I1 .お金fJ)麓れなど

など

《商工団体》o.肩書墨田岡龍{ピ担ネスブラシ品作成等J
f県章旗質調嶋傭》
[畢櫨勧$書]{県産S陸軍興韓量)
or.闘車茸橿センター』で申書草草アドバイス
0ピヲネスブランコンテスト
0起畢創章子ヤレンジ補助金

起!tIlJl' I創ヨ医院音色に必要な経費を宜盛時国
子ヤレンジ l万円以向‘2'手問、1/2嬬助)
鎌田路会(県〉

間

術

調
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3 これまでの取組状況等
-本県では、創業に関するセミナーや相談、補助制度により男女を問わず支援を行っている。
-日本再興戦略において「女性の活躍推進」が上げられており、女性が活躍できる環境整備が必
要とされている。
・本県の女性による創業件数は少ないが、増加の兆しがある。その中でも小規模な創業が多い。

1
 
1
 
1
 



6款農林水産業費

4項林業費
2目 林業振興費

事業名

緑の仲間づくり推進
事業(とっとりグリーン
ウェイブ、推進事業)

トータノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

林政企画課(内線 7683)
(単位:千円)

本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考|
国庫支出金 起債 その他 一般財源

2，201 1，511 690 2，201 

4，711千円 (前年度 5，483千円) [正職員ー0.3人]

補助金交付事務、関係団体との連絡調整等

林業担い手の育成確保(年間50人)

鳥取県で開催した第64回全国植樹祭関連行事である第42回全国林業後継者大会を契機としてY 森林・
林業の担い手育成と、森林・林業への県民の関心を高めグリーンウェイブを大きなうねりにするため“緑の
仲間づくり"をキーワードとして、鳥取県独自の取組を行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 事 業 内 廿止 F・ 予算額 補助率

事業体を越えて青年林業者が行う自
青年林業グループ活動支援 発的な技術・意欲向上のためのグノレ 750 県1/2

一プ活動に係る経費を補助

林業の魅力や、いきいきとした若手及
とっとり縁の仲間の集い び女性の林業就業者の姿を県内に 1，451 
(県版林業後継者大会) 広く発信する県版林業後継者大会の

実行委員会負担金

ii' 計 2，201 

f 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費
5項水産業費

2目 水産業振興費

水産課(内線 7316)

(単位.千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国敵地 起債 その他 一般財源

(新)

夏泊海女漁ブランド
2，000 。 2，000 2，000 

化支援事業

トータルコスト 2，000千円(前年度 O千円)[正職員 0.0人]

主な業務内容 補助金交付事務

工程初攻策目標俄調

事業内容の説明

事業の目的・概要

山陰唯一である夏泊の海女漁は約400年の歴史があるが、近年は高齢化が進むとともに水揚げも減少し、

後継者不足からその存続が危ぶまれており、海女漁の振興が求められている。一方、J鳥取県漁協夏泊支所に
おいて平成26年度に定置網が導入されることから、海女漁の発信カと定置網で漁獲される新鮮で多種多様な

魚介類を併せた夏泊独自のブランドづくりを支援する。

2 主な事業内容

0夏泊海女神、ブランド化支援事業補助金
事業主体 鳥取県漁協(夏泊支所)

海女if!>.PRグッズの作成及び地元朝市の開催に必要となる定置網漁獲物等をス
事業内容 トックするための冷蔵庫の整備

O海女漁のPRグ、ツズ・・・ちらし・のぼり・海女漁PRパネル作成等

0冷蔵庫整備・・・冷蔵庫(20トン規模)の整備
補 助 率 県113 市町村1/6

補助限度額 2，000千円

事業効果 -海女の操業意欲の促進に繋がり、文化財保護の取組と併せて夏泊海女神、の

継承に向けた活動に弾みがつく。

-夏泊での朝市開催により、地元以外でも注目されることが予想され、県産魚の

消費拡大に効果的である。

-定置網で漁獲される新鮮で多種多機な魚介類の、地元への新たな供給体制

の構築が期待できる。

-夏泊独自のブランドづくりにより、漁業収入の向上と地域の活性化が図られる。

[継続事業1
0水産基盤整備事業
イワガキ礁の設置(夏泊 280基/県内9地区 2，520基)
0漁業就業者確保総合対策事業(漁業担い手育成研修事業)
マンツーマンの研修指導料の支援(県112、市町村1/2)

0栽培漁業地域支援対策事業
アワビ、ササ'エ等の種苗購入費の支援(県1/2又は3/4)

[教育委員会予算]

or夏泊の海女漁」詳細調査

3 これまでの取組状況、改善点

0海女漁の継承と振興を図るため、本県や三重県、石川県などB県による「全国海女文化保存・振興会議Jが
平成26年1月24日に設立され、今後、文化財保護、水産振興に向けた取組が検討されている。

0本県においても、文化財保護に向けた取組だけでなく、夏泊の海女神、の存続と地域活性化に繋がる取組
への支援が求められている。
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8款土木費
1項土木管理費
1目 土木総務費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

県十総務課(内線7344)
技術企画課(内線7407)

(単位・千円)

財源内訳
事業名 本年度 前年度 比較 国庫支出生起債その他 般財源 備考

(新)建設技能労働者「憤務負担行為il li憤藷負担行為il 1 1 liI慣務負担行為1
の労働環境改善と若年l4.846 JI oll 4. 846 JI -1 1 Il 4. 846 J 
者の確保・育成事業 4，564[ [4，564[ [ [ [4. 564 
(新)将来の建設産業
担い手育成支援事業 1. 703[ O[ 1. 703[ [ [ [1. 703 

トータルゴスト 9.363千円(前年度O千円) [正職員0.4人〕
主な業務内容 建設技能労働者の確保・育成支援、土木技術者の確保・育成支援
工車諺初政策目指軍指関 ー

2 主な事業内容

【建設技能労働者の労働環境改善と若年者の確保・育成事業】 (県土総務課)

の賃活金用水促準進、を消図費る税ほのか転、嫁下状請況契等約を書把や握標す準る見。積書によ
(1) り技賃下怒上事哀請能傘記明握E労♂謂杢福し輔働聖利炎たD母者変にをし下印のわ基磁を有器冊寄づ肉労哩徳訳せきしヲ康明防立宅額填住示入文止と恐対5書し諺1(妻4等た罰策罪4て見σ金事M王続動査業額玄千を書化と聞関多を〈U謝標嘗m比準すoす高千見出るる円讃.切析)慈劃し賞

ア

イ な事案が発見された場合は、税理士等の専門家により

(2)建設技能労働者の若年者の確保・育成事業

【将来の建設産業担い手育成支援事業(土木技術者育成支援事業)】 (技術企画課)

(1) 土木イメほにー土か木ジ、気アの軽魅ッにプ力土シを木ンPのポR魅ジし力、ウム (850千円)く県民 土木のイメージ るため、
討論広を行う を語り合う場としアてッ土プ木をカ図フェなどを現開場催です活る躍。する(公女社性)技l 土術木者学の会報と告の、

共催を予定しているロ

(
支2援)県す将内る来建。設の土ま業た木へ、技の施術就工者業者意の側育欲の成向研上(修8に53千円)向け、高校生を対象にインターンシップを受け入れた建設業者等に経費を

に加え、土木系OB職員により発注者側の視点でも研修を行う。

3 債務負担行為 建設技能労働者の確保育成事業補助 4.846千円
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費
l項公衆衛生費 健康政策課(内線 :7202)

(単位:千円)8目 健康県づくり推進費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国軍担金 起債 その他 一般財源

(新)鳥取県健康マ

イレージ支援事業 7， 429 。7，429 7， 429 
トータルコスト 15， 168千円(前年度 O千円) [正職員 1. 0人]
主な業務内容 市町村への補助金の交付、事業主等を対象としたトップセミナ の開催、保険者

と連携した企業版マイレージ制度の実施

工程表の政策目標t醐 全ての世健をや代創がか造健文し康に関心を持ち、 「日常的な運=取動り文紐化みJr健社康会を全支体えでる「食健文康化づJ r心
すと体イkのl 化ま」す。の3つの柱で県民運動』 、 くり

事業内容の説明

事業の目的・概要

住民や企業の健康づくりに対する意識の高揚と実践を促すため、健康づくりの様々な手法を分かり

やすく伝え、目標を持って意識的に健康づくりに取り組むことができる健康マイレージ制度の全県的

な普及を図る。

※健康マイレージ制度とは

あらかじめ指定された健康づくり関連事業(健康診断、健康づくり講演会、スポーツ教室など)に参加した場合にポイン

トを付与し、一定のポイントが貯まったら、商品券や景品等のインセンティプを付与する制度

2 主な事業内容
(1)健康マイレージ制度の地域への普及 予算額:3， 800千円 (200千円X19市町村)
ア 実施方法

市町村が実施する健康マイレージ事業(新規、拡充)に要する経費の一部を補助する。

イ 補助の概要

区分 内 ~ 
対象事業 ( 1 ) 新既規に行に立つち上げる事るマ業イをレージ事業

(2 ) てい ステ、ソプア、ップさせ拡充して行う事業
対象経費 ( 1 )制度周知のためのチフシ、ポイントカ ド、住民への特典など、マイレ ジ事業

の運営に必要な経費一式

( 2)事に必業要内な容拡の充充経実費、。実施方法の改良等、前年度事業からステップアップさせるため

補助額 ( 1 )補助率1/2(上限:200千円)、 1 6市町村対象
(2 )補助率1/2(上限・ 200千円)、 3市町村対象

(2 )健康マイレ ジ制度の職域への普及予算額・ 3， 629千円

ア 実施方法

協会けんぽ鳥取支部と包括協定を結び、連携して実施

イ 実施内容

実施内容 鳥取県 協会けんぽ

<企業向け健康マイレージ制度の実施> 健康マイレ ジ制度実 加入事業所を対象にした

働き盛り世代の健康づくりを推進するため、企業が行う 施のための一部支援(健 健康マイレージ制度の実
健康づくりの取組を対象とした健康マイレージ制度を実施 康づくり宣言企業への 施

官言プレート付与等)

<企業の健康経営を考えるトップセミナ の開催> 県内の全ての事業主を 健康マイレ ジ制度の実
県内の企業のトップに対し、社員の健康管理の必要性を 対象としたトップセミ 施により大きな健康改善
理解してもらうため、「健康経営」の先進事例や成功事例 ナーの開催 効果が得られた事業所に

を紹介するトップセミナーを開催 よる事例発表

3 これまでの取組状況、改善点
健康づくりの手法には、食生活改善、適度な運動、禁煙、健康診断など様々なものがあり、これま

では、それぞれの手法に対し、それぞれ個別の施策を講じてきた。その結果、健康づくりのそれぞれ

の取組については、塩分摂取量の減少、ウォーキング大会の増加、喫煙率の低下、特定健診の受診率

の上昇傾向など、着実に成果は上がってきていると思われる。

しかしながら、様々な生活習慣病予防のためには、県民に分かりやすく健康づくりの手法をパッケ

ージ化して周知し、総合的に健康づくりに取り組んでもらう必要がある。このため、平成26年度か
らは、これまでの取組に加え、健康マイレージ制度を普及させていくこととした。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費

1項公衆衛生費 健康政策課(内線 :7202)

(単位:千円)9目 生活習慣病予防対策費

事業名 本年度 前年度 比較
目オ 源 内 訳

備考 | 
国庫支 起債 その他 一般財源
出金

康(新づ)く歯り推と進口事腔業の健 8， 509 8， 509 8， 509 

トータルコスト 13， 926千円(前年度 O千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容 「鳥取県歯と口腔の健康づくり推進条例」の制定に伴う宣伝広報及び記念行事の

開催

工程表の政策目標(指標) いきいきと健康な人生を送るため、食習慣の改善や運動習慣の定着、歯・口の

健康維持など、生活習慣病の改善対策を進め、特定健診受診率・歯科検診受診率

の向上や生活習慣病死亡者数の抑制を図ります。

事業内容の説明

事業の目的・概要

歯と口腔の健康施策については、 f鳥取県健康づくり文化創造プラン (H2 5 -2 9)Jで推進
しているところであるが、この度、県民の生涯にわたる健康の保持増進に寄与することを目的とした

『鳥取県歯と口腔の健康づくり推進条例』が平成25年12月27日に施行された。
計画及び条例の趣旨を踏まえ、総合的な歯科保健施策が展開されるよう歯科団体及び行政、県民が

協働していく必要がある。

そこで鳥取県歯と口腔の健康づくり推進条例の制定を周知するとともに、歯科保健条例制定に係る

記念フォーラムを開催する。

2 主な事業内容

( 1 )記念行事(想定) (5，034千円) (2 )条例制定に伴う広報 (3， 387千円)
名称歯科保健条例制定記念フォーフム .動画作製

日時平成26年11月8日(いい歯の日)頃 年代別の正しい歯のみがき方

場所 とりぎん文化会館(梨花ホール他) (むじ歯は幼児期から学齢期に好発し、

内容 歯周病は、成人の7-8割が擢患する紹
①基調講演(大ホール) 菌感染性疾患。 DVD等を配布して、保

歯の健康づくりをテーマに著名人による講演 育所、幼稚園、学校、公民館等で活用し

②表彰式及び事例発表 てもらう。)

-よい歯のコンクール表彰式 -リーフレッド制作

-お口を使った遊びのモデル園取組発表 歯科疾患(むし歯、歯周病、口腔がん

-むし歯予防フッ化物洗口取組発表 等)及び口腔機能に関する知識の普及媒

-その他歯の健康づくりの取組事例等 体。(公民館、薬局、高齢者施設等に配布。)

③フィナーレ(合唱「歯みがきの歌J)

(1) - (2)の企画・運営は、プロポ ザル審査会で審査の上、業者を決定 (88千円)

3 これまでの取組状況
08020運動推進協議会の開催(年1回)
0各種歯科保健統計の収集・分析・公表(1歳6か月児、 3歳児、保育所幼稚園、小中学校、歯周
疾患検診等、県民歯科疾患実態調査は5年毎)
O県ホームページによる普及啓発
0むし歯予防フッ化物洗口マニュアル、保護者説明リーフレットの作成 (H23) 
0食べるカを育むために係る冊子の作成[お口を使った遊び (H22)、取組事例集 (H24 )'J 
O歯周病と糖尿病の重症化予防リーフレットの作成 (H2 5) (医科歯科連携体制の構築)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費
1項公衆衛生費

9目 生活習慣病予防対策費

健康政策課(内線 :7769)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 持主

財源

(新)がん情報発
信事業 2， 566 。2，566 1， 283 1， 283 

ト タルコスト 5， 662千円(前年度 O千円) [正職員 0，4人]
主な業務内容 内容検討、新規事業に係る関係機関との調整業務等

工程表の政策目標指繍 第一次がん対策推進計画に基づき、がん死亡率の減少などを目的とした総合的な
がん対策の推進を図る。

事業内容の説明

事業の目的・概要
がん患者を含む県民に対し、がん療養に役立つ有益な情報を網羅した県民回線のわかりやすいがん
専用ウェブサイトを構築する。

また、かかりつけ医を通じたがん検診受診啓発を行い、さらなる検診受診率の向上を図る。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 事業内容 予算額

鳥取県がん情報 がんの療養に役立つ情報やがん統計データなど、がん患者がにとっ

ナビサイト て有益な情報を公開するためのがん専用ウェブサイトを構築する。 2， 032 
あわせて、冊子「がん患者のための地域の療養情報サポートブック」

を作成し、がん専用サイトとの連携によりがん情報提供体制の充実を

図る。

く内容〉がん専用ウェブページ作成、冊子作成 9，000部
く財源〉国庫112、県112

かかりつけ医連 県民に、がん検診を定期的に受診することの大切さを理解して頂く

携受診勧奨強化 ためのわかりやすいリーフレットを作成。医療機関において、かかり 534 
事業 つけ医から広く県民(主に検診未受診者)に対し、受診を勧奨して頂

くことにより、新規の受診者の増加(受診率向上)を図る。

〈委託先〉鳥取県健康対策協議会

く内容〉リーフレット作成 50，000部
く財源〉国庫112、県112

言十 2， 566. 

3 これまでの取組状況、改善点

( 1 )取組状況

0県ホームページ(がん登録情報、がん拠点病院情報、市町村がん検診窓口など)
0がん検診受診啓発(テレビ、ラジオ、ポスター、冊子等)
0冊子「がん患者のための地域の療養情報サポートフーックJ(平成23年度)
0がん経験談冊子(平成23年度)
(2 )主な改善点
0がんに係る情報について、県民にとってわかりやすく、情報が探しやすく、かつ、充実した内
容となるよう情報提供の質の充実に取組む。

0がん検診受診率向上に向けた取組を開始した平成21年度以降、本県のがん検診受診率、受診者
数は年々上昇傾向にあり、取組の成果が徐々に出始めたところである。目標とする受診率50%
達成に向け、新たなアプローチにより新規受診者のさらなる増加に取組む。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費
1項公衆衛生費

9目 生活習慣病予防対策費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

(新)肝臓がん予防
戦略事業 1， 763 。1， 763 881 

トータルコスト 4， 085千円(前年度 O千円) [正職員・ O.3入]

源

健康政策課(内線 :7769)
(単位:千円)

内 訳

起債 その他 一般
備考

財源

882 

主な業務内容 精検費用償還払い業務、手帳作成業務、新規事業に係る関係機関との調整業務等
工程表の政策目標脂楊 第一次がん対策推進計画に基づき、がん死亡率の減少などを目的とした総合的な

がん対策の推進を図る。
事業内容の説明

事業の目的・概要
肝炎ウイルス検査陽性となった者に対し、初回の精密検査費用の自己負担相当額を助成(初回精密
検査費用の無料化)することにより、精密検査へのアクセス向上を図り、早期に適切な治療に繋げ、

肝臓がんなどの重症化予防を図る。

あわせて、肝炎ウイルス陽性者が定期的に受検する精密検査の結果を記録する「かんぞうの手帳J

を作成。定期的な精密検査受診の促進を図る。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 事業内容 予算額

初回精密検査受 県及び市町村が実施する肝炎ウイルス検査受診者のうち、検査の結

検支援(自己負 果、陽性と判定された者が早期に適切な治療に繋がるよう、初回の精

担額助成) 密検査に係る自己負担相当額を助成する。 1， 507 
く対象者人数)200名想定/年
く助成上限額)7，533円 ※一般的な初回精密検査費(初診料、血液

検査料、腹部エコー)x3割
く実施主体〉県 ※償還払い制度を想定

〈財源〉国庫補助112
く実施期間)3年間(平成26年度~平成28年度)

定期精密検査受 肝炎ウイルス陽性者となった者は、病変の早期発見のため、年2回
検支援(かんぞ 程度、定期的に精密検査を受け続ける必要がある。精密検査の受診結

う手帳) 果の記録及び日常生活の留意点などを記載した「かんぞう手帳」を本 256 
県独自に作成し、県及び市町村等を通じ肝炎ウイルス陽性者に配布。

適切な治療・療養生活に結び付けるためのツールとして活用頂く。

く手帳作成部数)10，000部
く配布対象者〉県及び市町村が実施する肝炎ウイルス検査の結果、陽

性と診断された者

く実施主体〉県

く財源〉国庫112、県112
休日・夜間肝炎 就業者等、平日の昼間に肝炎ウイルス検査を受診することが難しい方

ウイルス検査 への配慮として、保健所における夜間・休日の検査体制を構築する。 。
く休日・夜間検査)3保健所×約2時間×年4回程度

言十 1， 763 
3 」れまでの取組状況、改善点
( 1 )取組状況

0県内3保健所及び県が委託した県内130の医療機関において、肝炎ウイルス検査を実施
or鳥取県肝臓病月間(毎年7月)Jにテレビやラジオなど各種広報媒体を活用した啓発を実施
0市町村等の保健師、県内医療機関の看護師等を対象とした医療従事者研修会の開催 等

(2 )主な改善点
0肝炎ウイルス陽性者の定期的な精密検査の受検(習慣化)に向けた支援について、新たに取組
むことにより、肝臓がん予防のさらなる推進を図る。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費
1項公衆衛生費

3目予防費
健康政策課(内線:7 8 5 7) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度|比較 備考

9， 555 。9， 555 

1 事業の目的・概要

平成25年の風しんの流行は、平成20年の全数把握調査の開始以降最大の流行となり、生まれて
くる子の先天性風しん症候群(※)患者の発生が大きな社会的不安となった。今回の風しんの流行は

落ち着きつつあるが、春にも再燃する恐れがあり、社会防衛の観点から、これに備えるための対応が

求められる。

このため、妊娠を希望する女性等に対して風しんワクチン接種費用の助成を実施することにより、

生まれてくる子どもの先天性風しん症候群感染を予防する。

※風しんウイルスの胎内感染によって先天異常を起こす感染症

2 主な事業内容

( 1 )風しんワクチン接種予算額:7， 680千円
妊娠を希望する女性のうち抗体価が低い者、及び妊婦の夫に対するワクチン接種費用の負担を行

う市町村に対し、負担額の一部を助成する。

-市町村負担額の 1/2を県が助成。県助成の上限は4，000円。
※上限額は、 12，000円(混合ワクチン)の1/3相当。

(2 )風しん対策キャンペーンの実施予算額:219千円
5月中旬をキャンペーン期間として設定し、啓発活動を行う。

(3 )その他予算額:1. 656千円
保健所で風しん抗体価検査を実筋する。

3 これまでの取組状況、改善点

平成25年の全国的な風しんの流行を受けて、妊婦とその子どもを風しんから守るととを目的に、
平成25年6月から、妊娠を希望する女性や妊婦の夫に対する風しんワクチン接種費用の一部助成を
実施しているところ。

今回の風しんの流行は落ち着きつつあるが、先天性風しん症候群の子の増加が続いていることや、

春にも再燃する恐れがあることから、引き続きこれらに備えるための対応が必要となる。

なお、妊娠を希望する女性等で予防接種が必要な者を効率的に抽出するための抗体価検査について

は、国経済対策を活用し実施する。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
3款民生費

l項社会福祉費

4目老人福祉費

事業名

(新)訪問看護普

及支援事業

トータルコスト

主な業務内容

工程表町政軍目標(指標)

本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

18， 300 。18， 300 9，600 

18， 300千円(前年度 O円) [正職員:0.0人]
委託契約締結、支払事務

長寿社会課(内線 :7175)

(単位:千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

(基金繰入金)
4， 800 3， 900 

[f鳥取県地域医療再生基金」充当事業]

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
地域包括ケアの実現に向けて、在宅医療の充実は不可欠であるが、県内の訪問看護ステーション

や訪問看護師の数は増えていない状況にある。今後、さらに進む高齢化と慢性期医療の在宅への移

行に備え、在宅医療サービスにおいて重要な役割を果たす訪問看護の強化を図る。

2 主な事業内容
[実施主体】鳥取県訪問看護ステーション連絡協議会(公益社団法人鳥取県看護協会)

区分 摘要 予算額 補助率 財源

(千円) 内訳

(新)中山間地訪問 0中山間地に訪問看護ステーションのサテ 5，400 10/10 国2/3
看護普及対策 ライトを設置 県1/3

0上記サテライトへの訪問車両購入の補助

(新)訪問看護師増 O新人訪問看護師を雇用した際の同行支援 9， 000 10/10 国2/3
員対策 補助 県1/3

訪問看護師確保事業 0訪問看護体験研修(数日) 3， 900 10/10 基金10/10
0一日型研修
0コールセンターの運営

3 これまでの取り組み状況
高齢化の進展や医療体制の変更により、在宅で医療ケアを必要とする者が県内で培えている。県

では、平成23年度より国庫補助を受け、 f訪問看護コールセンターとっとり」を設置し、訪問看護の
普及促進や利用者相談に努めてきたが、訪問看護ステーション数は横ばいであり、特に中山間地で

は、訪問看護ステーションはほとんどない状況である。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
3款民生費
1項社会福祉費

4白 老人福祉費

長寿社会課{内線:7176) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)両齢者施設にお

ける口腔機能向上推進 2.042 。2. 042 1. 021 1. 021 
事業

トータルコスト 2.042千円(前年度 O円) [正職員:0.0人]
主な業務内容 委託契約締結・支払事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成25年12月に「鳥取県歯と口腔の健康づくり推進条例Jが制定されたことに伴い、関連施策の
充実が求められている中、高齢者に対する歯科保健対策は、要介護高齢者の重度化防止、元気な高

齢者の介護予防などの観点から、その重要性が増しているところである。そのため、具体の歯科保

健対策に現場で取り組んでいる鳥取県歯科医師会と連携し、高齢者に対する歯科疾患の予防事業を

行うことで、口腔の健康の保持憎進に寄与することを目指す。

2 主な事業内容

区分 摘 要

連絡調整会議の開催 具体の実施内容を検討するため、関係者(高齢者施設・行政・歯

科専門職等)で組織する連絡調整会議を設置。

口腔健診の実施 日頃、定期的に歯科保健医療サービスを受ける機会の少ない施設

に入所する高齢者に対し、歯科医師、歯科衛生士を派遣して口腔健

診を実施。(県内10施設程度)
[主な健診内容] -歯周病健診 -口腔機能健診

健診終了後のフォロー 希望する施設に対し、訪問診療を行う歯科医療機関の紹介や、定

期的な歯科衛生士の派遣による口腔ケアや口腔衛生指導を実施。

高齢者施設職員等に対する 歯科疾患の予防や口腔機能の低下予防に資する専門知識などを学

講習会 ぶため、施設職員向けの講習会を開催。

-事業の委託先 一般社団法人鳥取県歯科医師会

-予算額(委託料) 2. 042千円

3 これまでの取組状況

従来の県の取組は、県民全般に対する口腔機能の重要性を注意喚起していく普及啓発が中心で、

高齢者施設など現場における取組を促すものとなっていなかった面がある。

また、各高齢者施設等においても歯科保健の取組の重要性は感じながらも、専門知識を持った職

員がいないなどの理由により、入所者に対する口腔ケアの取組が進みにくい現状がある。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
3款民生費
l項社会福祉費 長寿社会課(内線:7175) 

(単位:千円)1白 社会福祉総務費

事業名 本年度 前年度 比較
日才 源 内 訳

備考
同亀十tHふ 起債 その他 一般財源

(新)とっとり人づ 02， 808) (0) (12，808) 02， 808) 
くり介護・認知症予 僅金繰入金)

防地域推進事業 6， 823 。6， 823 6，823 

トータルコスト 6， 823千円(前年度 O円) [正職員:0.0人]
主な業務内容 委託契約締結・支払事務

工程表の政策目標骨旨楊

事業内容の説明 ※上段()は荷工労働部の緊急雇用創出事業計上分を含む額

【fとっとり支え愛基金」充当事業】
1 事業の目的・概要
地域で暮らす元気高齢者を有償ボランティアとして市町村社会福祉協議会等が雇用することにより、

介護予防に取り組む環境を整えるとともに、地域を支える人材として育成し、今後一層の憎加が見込

まれている要支援・要介護高齢者の支援を担っていただく。

また、健康づくり活動に熱心な単位老人クラブを重点的に支援し、介護予防等の一層の普及推進を

図るとともに、認知症の早期発見ができる環境を地域に整備し、認知症予防施策も推進する。

2 事業内容 (単位・千円)

区分 摘要 予算額
元気品齢者を活用 市町村社会福祉協議会、 NPO及びその他の団体が、 60歳以上の (7， 025) 
した人づくり事業 元気高齢者を雇用して行う以下の事業に係る経費の支援を行う。 1， 040 

-地域サロンや認知症・介護予防教室等の実施 (委託料)

-買い物支援、各種催事への参加

-地域の清掃等の地域貢献

引04千円x10団体(サロン等運営費)
自598.5千円x10団体(人件費、研修参加費用)
※緊急雇用創出事業で計上

認知症予防タッチ 県で購入したタッチパネルを市町村、地域で活動する団体等へ貸 (4， 783) 
パネルの購入 出し、認知症早期発見の取組を普及させる。 4. 783 

タッチパネル・・・短時間の簡単な検査により、軽度認知症の疑いのあ (備品購

る方を発見できるプログラム。 入費)

自738千円x1. 08x 6台=4.783千円
冗気品齢者健康づ 地域において単位老人クフブが行っている、健康体操教室など (1， 000) 
くりモデル事業 特徴ある取組に対し、重点的に助成を行う。 1， 000 

[実施主体]単位老人クラブ (補助金)

【上限額11団体あたり100千円x10団体 (補助率:県10/10)
0事業期間 平成26年4月~平成27年3月(1年間)

3 これまでの取り組み状況
高齢者や障がい者等、支援を要する方の住み慣れた地域での在宅生活を支援するために、県では

平成24年度から既存の施設や公共施設等を活用し、住民を巻き込んだ常設的な居場所づくりに取り
組んできたが、地域サロンや生活支援サービス等は、質的・量的にもまだまだ十分でない。また、

無償ボランティアが地域のリーダーとなり、活動するには限界もある。

一方で、予防体操を行うなど健康づくりに資する取組は、各地域レベルで活発化しており、他の

模範となるような特徴的な取組も進んでいる。

平成27年度から、要支援認定者の適所・訪問サービスが段階的に市町村事業へ移行することを見
据え、より一層の地域資源の充実・強化を図る必要がある。

<参考>
本事業の一部は、国の平成25年度臨時経済対策において新たに創設された「地域人づくり事業」につ
いて、「鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金」を活用し実施するもの。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

4款衛生費

4項医薬費

2目医務費

事業名 本年度 前年度 比較
員オ

国庫支出金

医療政策課(内線:7228) 
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

(財産収入)

病々連携による東部 2， 578 

医療園高度化推進事 973， 006 76， 008 896， 998 (基金繰入金) 1. 855 

業 968， 573 

トータ jレコスト 978，423千円(前年度76，802千円) (正職員:O. 7人〕

主な業務内容 補助金交付事務、シンポジウム開催等

J1~動力政策目標守鵬 安心安全な医療提供体制の構築

事業内容の説明 [f鳥取県地域医療再生基金」充当事業]

【「鳥取県医療施設耐震化臨時特例基金」充当事業]

事業の目的・概要

現在、東部保健医療圏の中心地の鳥取市内に急性期病院が4病院あるが、同程度の医療提供にとど

まり、必ずしも高度な医療の提供ができていない。このうち県立中央病院と鳥取赤十字病院は互いに

近接するだけでなく病院規模も同程度であるなど、医療機能が重複している。平成23年11月に策
定した地域医療再生計画 (2次計画)に掲載された機能分担を基に県立中央病院と鳥取赤十字病院の
病々連携を更に発展させ、東部保健医療圏の医療高度化を推進することを目的に、平成25年1月
28日に鳥取県と日本赤十字社鳥取県支部との問で「鳥取県東部保健医療圏の医療の高度化に向けた
病々連携の推進に関する協定」を締結した。

このことを受け、東部保健医療圏において、両病院間で連携して病床の再編と機能分担を図ること

を通じ、高度な医療や専門的な医療を提供できる体制を構築する。

2 主な事業内容
( 1 )機能分担に応じた施設・設備整備の推進等(予算額 :971， 151千円)
東部保健医療圏の医療高度化に向け、地域医療再生計画 (2次計画)に掲載した機能分担計画を
基に施設・設備整備を行う鳥取赤十字病院に対し、必要な支援を行う。

(単位.千円)

区分 予算額

機能分担に応じた施設・設備整備への支援 372， 758 
-補助率:1/2 
-財源:鳥取県地域医療再生基金

-その他:平成25年度当初予算で債務負担行為設定済み
(期間:平成 26~27年度、総額: 591. 325千円)

耐震化工事への支援 595，815 
-補助率:1/2 
-財源:鳥取県医療施設耐震化臨時特例基金

-その他:平成25年度当初予算で債務負担行為設定済み
(期間・平成 26~27年度、総額・1. 191. 630千円)

鳥取県医療施設耐震化臨時特例基金の利息の積立て 2， 578 
-財源・財産収入

合計 971. 151 
※鳥取県立中央病院の整備については、病院局が「県立中央病院建替整備基本計画策定事業」

を実施。
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(2) r東部の地域医療の未来を語るシンポジウム」の開催(予算額 1， 855千円)
高齢化による医療ニーズの増加、在宅医療の推進吾医療従事者の不足など地域医療をとりまく現

状や将来を踏まえ、今後の医療が向かうべき方向性や地域住民がなすべきこと、医療連携の必要性

について県民の認識を深める。また、進みつつある東部の病々連携の動きや期待される効果につい

て県民に周知を図る。

<シンポジウム概要>

-基調講演

講 師地域医療に関わる有識者

講演内容:地域医療をとりまく現状、将来について

医療連携への期待など

-パネルディスカッション

パネリスト・基調講演講師、東部保健医療圏域内の医療従事者・住民等

・対象者:県民、医療従事者、福祉関係者等

-開催時期:平成26年秋頃

<参考>地域医療再生計画 (2次計画)に盛り込んだ各病院が強化する機能
県立中央病院

ア救急医療の充実

-救命救急センターの充実

-心臓血管治療・脳卒中治療体制の充実

イ 周産期医療体制の充実

・周産期母子医療センターのスタッフ・設備

を充実させ東部完結を目指す。

ウ がん拠点病院体制の充実

・呼吸器疾患(肺がん、肺疾患の体制充実)

・血液疾患(スタッフ・設備を充実し、東部

完結を目指す。)

-脳腫蕩(治療体制の充実)
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鳥取赤十字病院

ア 健診センターの体制強化

・人間ドッ夕、生活習慣病検診ゃがん検診、

乳がん検診の体制充実。将来的に総合診

療科を設置。

イ 消化器病センターの設置

-内科、外科が共同して診察等を行うため

のセンター化。

ウ 整形外科センター(仮称)の設置

・高齢者の骨折やリウマチ治療などの診療

体制を充実。

エ頭頚部腫湯センターの設置

・症例の少ない頭頚部がんの診療機能を集

約化し、東部保健医療圏で完結『できる水

準を目指す。



平成26年度鳥取県営病院事業会計当初予算説明資料
l款資本的支出
l項建設改良費
2目 建設仮勘定

病院局総務課(内線:7768) 

事業名 本年度|前年度|比較官議
夜
一
蹴 藤男歪 品 i

理主ヰ耳
備考

品)鰐富豪華
重差
説明

27， 962 27， 962 27， 962 

※平成25年11月議会で債務負担行為を設定
(期間:平成26年度、限度額 :27，962千円)

1 事業概要
新病院整備の基本計画の策定に当たり、コンサルティング会社等に委託する。(公募型プロポーザ
ル方式により選定)
《基本計画の主な内容》
O規模、構造
O施設内容(病棟、手術室、各種検査部門等の機能・配置等フロアプラン)
O既存施設(外来棟)の利用計画
0敷地利用計画
建物の配置(配置計画、緑地計画等ゾーニング)、駐車場、ヘリポート、進入経路、将来の敷地
利用計画
。概算工事費
0敷地内他機関(看護学校等)との連携
0整備工程の考え方(整備手順、工事期間中の患者導線等)
O運用上の問題点の抽出と基本方針の策定
0上記を踏まえた設定与条件の作成

2 所要額 27，962千円
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
2款総務費
6項防災費 危機管理政策課(内線 7 8 94) 
. ~ 災総:山 〔単盆:千円

財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 国庫 起債 その他 一般 備考
支出金 財源

債務負担行為 債務負担行為
(新)地震被害想定見直し (41，796) (41，796) 
事業 18，758 。18，758 18，758 

ト タルコスト 26.497千円(前年度 0千円) [正職員:1.0人]
主な業務内容 業務委託事務、関係機関との調整事務、鳥取県地震防災調査研究委員会運

営事務
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
(1)現在の地震被害想定は 10年余り前のデータや知見を用いていることから、最新のデータと知見
を用いて見直し、具体的な被害の全体像を正確に明らかにすることによって、県等が実施すべき防
災・減災対策の内容と優先順位について一層的確な判断を図るとともに、防災・減災対策の必要性
についての県民の意識を高め、住民が主体となった防災活動の実施を促進する。
(2 )大規模地震発生時において、実際の震源・震度情報に基づく被害予測を瞬時に行うシステムを構
築することによって、災害応急対策と被災者支援活動を迅速かつ適切に開始する体制を整える。

く地震被害想定の実施〉 〈被害想定の活用〉

!被害予測手法| 県の施策に反映

言。献現象の予測品鰐
-地域防災ア計ヲ画シ、ヨ原ン子プ力ラ災ン害に係る避難計画
-震災対策

-地震動・護状化 ・人的被害・交通施設被害 -地震防災緊急5箇年計画
定 時崩れ・津波 '"""1・建物被害・ライ7ライン被害 -耐震化計画

-地震火災・危険性物質被害
地 ・経済被害・社会機能支障 》建波防災対策 》県ザと市ー町ドマ村ッのプ連の携作備成蓄
自然条件 〉避難所由確保 》旬、
〉地盤のモデル化 __" r-

住民主体の防災体制づくり 11訓練|震 )>海底地形・陸域白地 社会条件

一 形町モデル化 〉建物データ
|民間企業の防災鳩(企業BCPの策定)|〉人ロデータ

〉骨施設デ~
|災害応急対策の実施 H大学等の研究利用|

2 主な事業内容
( 1 ) 地震被害想定の見直し
本県に影響を及ぼす可能性が高い地震について、以下の項目に関する被害想定を改めて実施する。

①⑥接人地被的被害②建物被害③交通施設うりうわ施設の被害@危険性物質被害⑤社会機能支障
域危険度⑦経済被害額(被害を受けた施設および資産の復旧、再建に要する額を示す「直
害額」に加えて、新たに生産活動の低下がもたらす生産の減少額等を示す「間接被害額」も

試算する。)
(2) 被害予測システムの構築
県内に設置する地震計からの震度情報等をもとに、震度分布、倒壊建物数や死傷者数等の被害予測
を瞬時に行うシステムを構築する。
※事業費 60，554千円(平成26年度 18，758千円、平成27年度(債務負担行為)41，796千円)

3 これまでの取組状況、改善点
( 1 )平成 14年度から平成16年度の 3箇年にわたり、「鳥取県地震防災調査研究J事業を実施し、
本県に大きな影響を与える可能性のある地震について、地震による被害の想定、災害シナリオの作
成、地震防災対策の検討等を行った。

(2 )平成22年度に、被害予測手法を一部見直して、大規模地震災害による死者数を 80%を以策上定、直
接被害額を40%以上減少させることを目的とした「鳥取県震災対策アクションプラン」 し、
県地東域防災計画に反映するとともに各種施策を実施中(計画期間 平成 23~32 年度)。
(3 ) 日本大震災の発生を受け、平成23年度に、日本海側での津波発生の波源域を県独自に再検討
して津波シミュレーションを行い、暫定の津波浸水予測図の作成と津波による人的被害、建物被害
の想定を行った。
(4)現在の被害想定に用いている人口分布や建物耐震化状況等の各種データは、 10年余り以前のも
のが多く、現状と相違していること、また、被害予測手法も改善されていることから、想定の内容
に対する{言頼性が低下している。
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事業名 本年度 l前年度l比較

原子力防災対策事業
為

l
'
o

z
J
nツ

ro

晴

河

内

F
M
n
u

相
即
勾
，
ι

、
，
!

負

r
h
M
U

萌
白

l

由

l 事業の目的・概要
中国電力(株)島根原子力発電所及び独立行政法人日本原子力研究開発機構人形峠環境技術セン
ターにおける原子力災害の発生に備えて、必要な防災対策を講ずる。

2 主な事業内容
〔事業概要〕
原子力災害発生時の情報共有等のために必要となる原子力防災ネッ
射線測定器の維持管理及び原子力防災訓練の実施等の原子力防災対策

93， 967 

49， 630 

2 
※注3:生活環境部事業

3 ，-l皐~ 円

2占
限度額 肉 勿会マ

、 'J!言 11. 538 原子力防災ネットワ クシス7ムの保守(使用料・賃借料)
、 28 度 11. 538 -上斎原オフサびイ三トセンターで収集される事故情報、対応状況等を園、鳥取
、 29J ，f.聖 11. 538 県、岡山県及 朝町で直接情報共有するため、各拠点問でTV会議等を実
、 30J ~Jl吾 11.5_38 施するネットワークシステムの保守等。、， 31J 度 10. 577 

4 これまでの取組状況、改善点
0国における原子力災害対策特別措置法改正や原子力災害対策指針の策定など、原子力安全対策の
見直しを踏まえた鳥取県の原子力防災体制を早期に構築することが、県民の安心・安全の確保に繋
がることから、平成25年度から27年度までの3か年計画で重点的に資機材(可搬型モニタリングポ
スト、放射線測定器、ホールボディカウン夕、安定ヨウ素剤等)や原子力環境センター(仮称)を
整備することとしている。
0国へ初期投資に必要な予算の確保の要望を継続しでいくとともに、資機材の運用面での熟練度向
上を目指すことにより一層の対策強化を図る必要がある。
0原子力防災体制の強化に向け、今後とも、米子・境港両市や防災関係機関等と協議するとともに、
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

事案丙蓉0)説明

事業の目的・概要
東日本大震災のような大規模な震災に備え、全国的にも耐震化率が低い水準にある本県私立高等
学校等について、緊急に耐震化を推進するため必要な助成を行う。
※H25. 4. 1現在 67.3% (全国平均77.8% : 35位) →H25年度末見込 69. 1% 
(参考)県立高校の耐震化率 (H比 4.1視在) ~.(. 1克

2 主な事業内容

3 

C私立高等学校等改築事業・大規模修繕等促進事業【制度要求:条例改正別途】
私立幼・中・高等学 の設置者に対する施設墜備費補助金の補助率の引き上げを行う。
30年度末までの時限措置)

V鳥取県私立高等学校等改築事業補助金

' 区分 I 3日年経湖筈の老~T' 11 

【中・司| 一一一塁
現行 IL一一ユ11

H2昨度以降 L 

【幼】
現行

区分

【幼現・中行・高】 民

H2昨度以降 112 

警豊

I Si直<0.3

県事馨主隼
， 1/6 I 1/3 

[IZ[] w 

0.3;:;;; I S値;:;;;0.7

国
l長l事警F体1/3 白、、、
-、

w 1: :1/3日 i1fl 

対象経費 耐工i震事幼中改事1・修務高事費]業(工に44事必費要o0のなo01工0o%事千千を費円円限~~(度反21lび00耐00震診断費)
0。00 00千千円円

0私立学校振興資金利子補助事業 1， 577千円

(平成

私立中・高等学校が実施する施設整備事業(耐震改修、改築、新築等)の借入に対して利子補助
を行う。(借入残高の 1%、最長10年)

これまでの取組状況、改善点
・私立高等学校の耐震化を促進するため、私立高等学校の耐震改修工事へ助成を行った。
(平成24年度) 3棟実施 (平成25年度) 1棟実施

-私立学校の耐震化を緊急に促進するため、単県補助制度の拡充を行った。
(平成23年度)解体撤去費の補助対象化、施設整備に係る借入に対する利子補助金の支給

期間を延長(最長7年→ 10年)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

4款衛生費

4項医薬費
2目医務費

事業名 本年度 前年度 比較
日オ

国庫支出金

医療政策課(内線:7188) 

(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

被ばく医療体制整備

事業(二次被ばく医

療機関等の施設整 155，000 393， 624 ム238，624 155，000 

備)
トータルコスト 155，774千円(前年度394，418千円) [正職員 0， 1人〕

主な業務内容 国への交付金申請事務、補助金交付事務等

工程表羽攻策目標錨傍

事業内容の説明

事業の目的・概要

福島第一原子力発電所の事故を踏まえて、島根原子力発電所に係る県内の緊急被ばく医療活動体制

に必要な資機材等を整備し、県民の安全を守る。

2 主な事業内容

二次被ばく医療機関に必要な設備等の整備に必要な経費に対し補助する。

-実施主体・二次被ぱく医療機関(県立中央病院)

-補助率:10/10 

-補助対象経費・線量評価用調l定器(ホールボディカウンタ等)の購入費等

3 これまでの取組状況、改善点

-平成24年4月1日に、初期被ばく医療機関 (14病院)及び二次被ばく医療機関 (2病院)を

指定

二次被ばく医療機関:鳥取大学医学部附属病院、県立中央病院

初期被ばく医療機関:済生会境港総合病院、博愛病院、山陰労災病院、米子医療センタ一、

西伯病院、日野病院、日南病院、県立厚生病院、野島病院、清水病院、

鳥取赤十字病院、鳥取市立病院、岩美病院、智頭病院

-被ばく医療機関の役割等の理解促進を図るため、被ばく医療機関、消防機関等を対象に研修会を

開催(平成24年7月30日、平成25年1月11日・ 12日、平成26年3月(予定))

-初期被ばく医療機関への設備整備 放射線測定器、個人線量計、防護資機材等を配備

(平成25年11月)

-原子力災害発生時等における適切な医療の提供及び搬送の実施を行うことを目的に、被ばく医療

機関等、緊急被ばく医療に関係する機関が連携する「鳥取県被ばく医療機関等ネットワーク会議」

を開催(平成25年1月20目、平成26年2月(予定))

-島根原子力発電所対応の防災訓練として、傷病者の初期被ばく医療訓練(米子医療センター)、

入院患者の避難訓練(済生会境港総合病院)を実施(平成25年11月10日)
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4款衛生費

4項医薬費

2目医務費

事業名

被ばく医療体制整備

事業(緊急被ばく医

療活動関係)

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 |前年度

医療政策課(内線:7 1 8 8.) 

(単位:千円)

l 財 源内訳 l 
比較 l l備考

l国庫支出金|起債| その他 l一般財源

9，0711 21. 0311ム11.9601 9，071 

トータルコスト I11， 393千円(前年度24，209千円) [正職員:O. 3人〕
主な業務内容|国への交付金申請事務、研修会の開催、資機材の整備事務

工程表羽蹴目標絡協|

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

福島第一原子力発電所の事故を踏まえて、島根原子力発電所に係る県内の緊急被ばく医療活動体制

に必要な資機材等を整備し、県民の安全を守る。

2 主な事業内容

(1)被ばく医療機関に必要な資機材の校正 6， 109千円
県が指定した被ばく医療機関において、被ばく医療活動の実施に必要な放射線測定器等 (GM管

サーベイメータ等)の資機材の校正を実施する。

(2 )被ばく医療研修等の実施 2， 852千円
被ばく医療に関わる医療関係者等の知識と技能の向上を図るため、研修等を実施する。

(3 )その他事務費 110千円
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費

l項公衆衛生貸

I目 公衆衛生総務費

健康政策課(内線:7153) 
(単位・千円)

事業名 本年度 前年度 比較
員オ 源 内 訳

起債 その他
備考

国庫支出金 一般財源

被ばく医療体制整備

事業(スクリーニン 3，926 7， 633 ム3，707 3， 878 48 
グ関係)

トータルコスト 4， 700千円(前年度 8，427千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 放射線測定器の校正業務

工程表の政策目標錨欄 健康危機の脅威から県民を守るため、健康危害の早期発見、原因究明、被害の

拡大防止等を一元的に対応する拠点・機能の整備を検討します。

事業内容の説明

事業の目的・概要

島根原子力発電所事故発生時の緊急被ばく医療活動体制に必要な機器の性能維持のため校正を行

う。

2 主な事業内容
避難住民の放射性物質汚染状況を測定するためのスクリーニング用機器 (GMサーベイメータ)
とスクリーニング業務従事者が使用する個人線量計については、年 1回の校正が推奨されており、
機器の性能維持のため校正を行う。

(単位・千円)

区 分 事 業 内 ~ゴ，ー 予算額

放射線測定器校正 C委託料(国10/10) 3， 926 
GMサーベイメータ校正 50台x35， 000円x1. 08= 1. 890 
個人線量計校正 200台x9，200円x1. 08= 1. 988 
0送料・運搬費(単県) 30 
0消耗品(単県) 18 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
2款総務費
6項防災費
1目 防災総務費

事業名 |本年度

高禄原子力発電所に|
係る平常時モニタリ 1 169.310 
と互主茎
とこ主立豆三上
主な業務内容
工程表の政策目標(指標)I一
事業内容の説明

1 事業の目的・概要

備考

放射線監視等交付金等(国10/10)を活用して、島根原子力発電所に係る放射能モニタリング
の拠点となる原子力環境センター(仮称)を整備し、運用に向けて人材育成を図るとともに、放射能
モニタリングを実施する。

2 主な事業内容
[原子力環境センター(仮称)の整備1(137.716千円)
(1)三Z之とニ止

至盛之i生壁 平成26年度 | 平成27年度
地質調査 ー一一歩

基本・実施設計
建築工事

盤室重畳

(2 )年度計画
ア平成25年度
・地質調査、基本設計・実施設計旧25-H26年度)

イ平成26年度
-原子力環境センター(仮称)工事着工、分析機器を整備

ウ平成27年度

(3) 

・原子力環境センター(仮称)竣工、分析機器を整備

※「機器整備j は、下の[平常時モニタリングの実施]内での要求
※第2期計画(平成28年度以降)
[概算事業費】設計・建築、機器整備・数億円程度

[原子力環境センター(仮称)に係る人材育成1(1. 529千円)
原子力環境センター(仮称)の運用に備えて、放射性物質の分析技術を習得するための研修に参加
する。

[平常時モニタリングの実施】 (30.065千円)
島根原子力発電所の30km圏内に設置されているモニタリングポストの運用及び分析機器の整備
等により、平常時の放射線量を把握する。

3 これまでの取組状況、改善点
0平成25年3月までに県内7ヶ所(県庁、大山町役場大山支所、日野振興センタ一、きらりタウン
赤碕、南部町役場法勝寺庁舎、米子市立河崎小学校、境港市役所)にモニタリングポストを設置し
モニタリングを実施している。
0また、平成25度末までには、島根県、中国電力、鳥取県のモニタリングポストを一括で閲覧でき
るようにシステム改修を行うとともに、米子市立河崎小学校及び境港市役所のモニタリングポスト
の機能強化(高線量計の整備等)をするとととしている。
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8款土木費
1項土木管理費
4日 建築指導普

事業名

住宅・建築物耐震化

整登堂上
主な業務内容
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

住宅政策課(内線 739 1)→事業実施:住まいまちづくり課

一義詐ず

201. 035千円 (前年度 45.853千円qjfJ履肩:1.臥]
制度設計、周知説明、申請書の審査・補助金事務、固との調整
住宅、公共施設等建築物の耐震化率を向上させる

大規模な地震の発生に備え、住宅・建築物の地震に対する安全性の向上を促進するため、耐震診断
から改修に要する費用の一部を助成するとともに、耐震対策に必要な人材の育成その他、県民が安'L
して耐震化に取組むことが出来る環境の総合的な整備等を行う。

2 主な事業内容
(1)震災に強いまちづくり促進事業[拡充1 185.261千円
昭和56年5月31日以前に建築された住宅・建築物の耐震診断、補強設計、耐震改修の費用の一部
を助成する。また耐震改修促進法の改正(平成25年II月25日施行)により耐震診断が義務付けられる
民間の大規模建築物等の補助制度を国の制度拡充にあわせて拡充する。

※不特定多数大規模建築物、避難路沿道建築物、防災拠点等建築物の補助制度は平成27年度まで。
※別途固による面積当たり単価の上限有り。

(2 )応急危険度判定士育成事業 1. 742千円
大規模地震等に被災建築物の危険度を判定する応急危険度判定士の育成のため、技術講習会、実
地訓練を実施する。

(3 )耐震化支援環境整備事業 2. 188千円
県民が安心して耐震化に取り組むことができる環境を整備するため、建築士を対象に耐震化講習
会を実施する団体に経費の一部を助成等する。

(4)がけ地近接等危険住宅移転事業 3. 930千円
がけ地付近に建築された危険住宅の移転費用の一部を助成する。
〔補助率〕国1/2、県1/4、市町村1/4

3 これまでの取組状況、改善点
・平成25年6月議会及びII月議会において、耐震改修促進法改正に伴う耐震診断が義務化された不特
定多数大規模建築物の耐震診断費補助制度を創設。
・県民が安心して耐震化に取組む環境づくりのため、無料相談会や講習会の助成及び一定条件を満た
す木造住宅耐震化業者の登録制度を実施し、登録業者をホームページ等で公表している。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
8款土木費
1項土木管理費

一室釜量豊費

住宅政策課(内線 :7391)→事業実施:住まいまちづくり課
. ~ (単位;__j':円)

事業名 本年度 前年度 比較 ~t 源 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他 般財源
(基金量入金)

バリアフリ一環境整 18， 521 5， 960 12，561 18，521 
備促進事業
トータルコスト 23， L64千円 (前年度 10，726千円u正職員:O. 6人]
!主な業務内容 制度設計、周知説明、申請書の審査・補助金事務、国との調整
工程表の政策目標(指標)

【とっとり支え愛基金充当]
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
建築物文はその敷地における高齢す者、障がい者等を取り巻く様々な障壁を解消するよう、バリアフ
リー整備に係る費用の一部を補助 る。
また、平成26年度に本県で開催される「全国障がい者芸術・文化祭」を契機として、県外客等も
多く利用されることが想定される既存施設を対象に、障がい者団体等からも要望の多い「障がい者
用トイレ」、「出入口(自動ドア、スロープ)J、「車いす駐車場の屋根Jについて3年間の期間限定で
事業者負担を軽減することにより整備の促進を図る。

2 主な事業内容
(1)バリアフリー環境整備促進事業 (500千円)
①補助対象者
民間建築物の所有者(市町村へ間接補助]

②補助対象建築物
民間の認定特定建築物のうち、商業系の用途に供しないもの

③補助対象経費
車いす使用者用駐車施設及び敷地内通路、出入口の自動扉又はこれらと一体となって整備され
る車いす使用者用便所等の整備に要する費用
④補助内容
補助率.国1/3、県1/6、市町村1/6、所有者1/3

(2 )鳥取県福祉のまちづくり推進事業(i7，461千円)
①補助対象者
民間建築物の所有者(市町村へ間接補助)

②補助対象建築物
民間の特定建築物のうち、条例で規制する面積規模未満のもの等

③補助対象経費
ア 車いす使用者用便所及び当該便所に至る経路の整備に要する費用
イ オストメイト対応設備の整備に要する費用
ウ エレベータ整備に要する費用
エ 出入口の自動扉及び敷地内通路、音声誘導装置の整備に要する費用
オ車いす使用者用駐車場の整備

④補助内容
補助率:国1/4、県1/8、市町村1/ふ所有者1/2
※法、条例でバリアフリー化が義務付けられる既存建築物の車いす用トイレ整備・出入口整
備・車いす用駐車場整備については期間限定(平成26年度~28年度)で補助率を拡充。
補助率・国3/8、県L5/8、市町村L5/8、所有者2/8

3 これまでの取組状況、改善点
-平成23年度から、市町村に対する間接補助制度とするとともに社会資本整備総合交付金の基幹事業
及び効果促進事業を活用することとした。
-平成25年度時点で鳥取市、米子市、倉吉市、琴浦町の4市町が制度を創設済み。
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8款土木費
1項土木管理費
1日土木総務費

事業名

(新)県版国土強靭化地

域計画(公共インフラ)
策定事業
トータノv::Iスト
玉震霜努事
工程表の政策目標錨楊

事業内容の説明
1事業の目的・概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較

技術企画課(内線7407)
(単位:千円)

備考

11， 222 。11. 222 | 11， 222 
18. 187千円(前年度O千円) [正職員:0.9人J
県版国土強靭化地域計画(仮称)のうち、県土整備部に関する分野について策定

「防災・滅災等に資する国土強靭化基本出が平成25年12月4日に成立、同11日に公布櫛守され 「国土強靭
政策大綱Jが12月17日に決定された。引き続き、国は基本法に則した「国土強靭l化基本計画]を平成26年5月に
策定する予定である。
この「国土強制回鉢計画Jを受け、その方針や内容を踏まえながら、本県の実情に合わせた「県版国土強靭化地
域計画(仮称)Jの策定に取り組む。
※国土百瀬{むの定義輯前町災及E臓災そ叩他迅週除釦閉鎖組制Z鴎場E争力側祉に賀する「苅潜鍛書等に備えtd重土の全裁にわたる鵡阿草づくりJ

Z今回のリスクマネジメント

<国土強靭イヒ基本計画のスキームとスケジューJレ>
国土強靭化基本計画由基となり、大規模災害に備えた強靭化の推進.関連する園由針画等の指針となる国土強靭化政軍大綱を決定

[平成25年12月17目}

一一一一「
:大規模災害等!こ備えた国土醐仰基本目標 一寸九九一 i 
i①人命の保護が量大限図られること
i②国軍且ぴ社会田重要な機能が致命的な障害を畳けずに | 対象とする分野(個別経按也、共通晴鎌田 I I 事前に備えるべき8の目標 I i 

③国民田財産刑公共闘に係る被害由量小化に資すること I [起こっては叫い叩鵬|
i 維同れU
i@迅速雄旧橿興に置すること A 広域にわ山間闘に品多肢の闘の舞金 i 
Z 対車とする分野 | 脆弱性評価の実錨 |異き気象等"品叫沿っ長期的な市街地の杭 j 

，----."7 ーンの寸断等による企案の生産力低下によ i O個別施策(12) I ;'~~~;:-t.;，;.;_~..，..，.，....."，....""~~."".m"，，'，.，，， i 
①交通・物流②国土融 | Z511品l酬分断する山棚上 i 
③行政機能/警察・消防、④住宅・都市施設 | 海上交通ネットワークの機能停止 i 
⑤保健医療・福祉ιエネルギー、⑦金融 | 農地酎制措によるヤの闘世 i 
⑧情報通信、⑨産業通信、⑩腫林水産 ー 1 
⑪環境、⑫土地刺周{国土利用;.-- I 事態を回避するためのプログラムの推進方針 | i i 
O共通施策(3) . ! '重点化すべき15プログラムの選定 ←ーーーーー ! 
①老朽化対策、②リスウコミュニケーシぎ人③研究開発 1 施策策定に係る釜本的方針 |→| 施策の総合的計画的錐進のために必要な事目 1 i 
j3.スケジュール D i i:辺ーで吋帽を実… |……公柴田1*-..者}| ; 
;基調 i量(箪1次)閣議決定
引き続き、基本計画(軍2次)に向けた脆弱性評価検討 ! 

2主な事業肉容
(1)公共インフラの基礎調査 C=l1.222千円
C理主蒋データ活用によるストック把握と将来の紺特理費等の予狽l持脆弱性評価などの基噛周査を実施する。
(2)県版国土強制凶騎掴(仮称)の策定
0萄糊査を踏まえて、 R交通・物曲、 「国土保全j、 「老朽帥横江等における県版国土強靭化加費計画(仮称)
を策定窃重ネットワークの確保、市閣じ津波等防災対策、長寿命化・維持管理人材の確保・育成など)し、
総合的に施策を推進していく。

(3)モデル地区による県版国土強靭化出或計画(侭糊の検証
。県版国土強制雌脂十函(仮加をもとに、モデル地区(伊~ :市街地、中山間地域における長期的なシミュレー
ションを行うこととし、平成26年度糊操とするモデル地区の選定や市町村との協議等の事前準備を仔う。
回27以降に、 H26の成果を踏まえた長期的なシミュレーションによる検証を実施】
。新t:JJ.*鎧守管理手法供同処理、 PPP、PFI、里山資本主義パ可川・道路ボランテイアノなど)の情報収集を
行い、 J鳥耳兄県鵬蹄管理モデルを検証する。
(4)庁内ワーキングの開催等

3これまでのl[l(車置お;_5i!・改善点
ヨ蹄管理と長寿命化計画
道路橋熱河}II管理施設(構造物)、港湾・漁港施設では、維持管理費等の縮減を目的とした個別φ長寿命化計画
(アセットマネジメント)を策定(一部策定中)している。ただし、それら以外の施設については長寿命化計画の
策定の予定はなく、単年度ごとの事後対応の維持補修となっている。
また、河iI・道路ボランティアの活動により、一部の公共インフラの樹寺管理を、住民に担ってもらっている。
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8款土木費

2項道路橋りょう費

2目道路橋りょう維持費

事 業 名

道[路単橋県公りょ共う維事持業]費

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

説明 事業名

路面凍結スリ、ノプ事
故対策事業

道路災害防除事業

道路維持修繕費

車両菅理費

植栽管理費

除雪事業

雪寒・防雪事業

県と市町村との事

務の事繕連業委携託(道) ・共同処理 路維持
修

設トン点ネ検ル業非務常委用託施事

業

安心な道整備事業

単県橋りょう補修事業

担代金行廃(市止道に南伴岸う線負) 

(新)町道の耐震対

策伊Tに道係劫る上負野担線金) 

(新)太陽光発電事
業化検討調査(トン
ヰノレ田明)

単県公共事務費
(道路橋りょう維持
費)

Iに廃お止け]る弓避ヶ難浜道半路島

の安全確保事業
(原子力災害対策)

費l廃止I橋りょう調査

平成26隼度一般会計当初予算説明資料

財 源

本年度 前年度 比 較 国 庫
起 債

支出金

<11，180> 

3，509，727 3，049，770 459，957 26，000 

内 訳

その他

(使用料等)

97，801 

道路企画課[内線ー7351)

(単i立・千円)

一般財源
備 考

県費負担

3，385，926 3，397，106 

3，834，767千円(前年度 3，359，586千円) [正職員:42.0人]

整備計画の策定、設計積算、工事監督

道路防災及ひ・橋りょう補修の促進

本年度 前年度 比 較 説 明

16，100 18，000 ム 1，900路面凍結をに図起る因たすめるのス経リッ費プで事あ故るについて、対策工を実施し、事故抑制

26，000 38，300 ム 12，300
落石対策、法面の崩落、既存落石防護施設の修繕等に要す
る経費である。

2，566，619 2，085，103 481，516 道路、橋りょうの維持修繕に要する経費である。

145，940 91，622 54，318 
道路の維持並びに除雪のための車両の管理及び運行に要す
る経費である。

298，735 302，407 ム3，672道路植栽の管理に要する経費である。

231，948 225，673 6，275 県管理道路の除雪に要する経費である。

51，826 66，090 ム14，264消雪装置の補修及び点検に要する経費であるロ

60，326 60，326 。市町村との道路維持修繕の共同処理に要する経費である。

5，500 5，000 500 トンネノレ内の非常用施設の点検に要する経費である。

641 641 
[rとっとり支え愛基金J充当事業】、者
。ノザアフリーを目的として、障がし 団体等と調整を行うための
経費である。

7，400 11，000 ム3，600早期の対応が必要な橋りょうの補修に要する経費である。

4，764 5，520 ム756
市道南岸線に係る県代行事業の廃止に伴い、事業を引き継ぐ

， 鳥取市に対して負担する経費である。

3，840 。 3，840 
道緊急輸送道路のうち、県が耐農震道化とをし実て施整す備るし琴町浦に町譲に渡対した町
上の橋りようについて、 して負
担する経費である。

5，000 。 5，000 言ト守ンすネるノレ経照費明でにあ要るす。る電力について、太陽光発電の活用を検

85，088 85，088 0道路事業に付随する事務的経費である。

。 50，000 ム50，0∞対策工事等については、防災・安全交付金(災害防除)で実施するため。

。 5，000 ;;" 5，000 防災・安全交付金(橋りょう補修)で実施するため。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

8款土木費

2項道路橋りょう費

3白 道路橋りょう新設改良費

事業名 本年度 前年度 比較
員オ 源

国庫支出金 起債

(新)中山間地域道路検討

事業~持続可能な中山間地 5， 800 。5， 800 
域のための道づくり~

トータルコスト 10， 443千円(前年度 O千円) [正職員O.6人]

主な業務内容 整備計画の策定、設計積算

工程表の政策目標(指標) 地域・産業・中山間地を支える道路の整備

事業内容の説明

事業の目的・概要

道路建設課(内線 762 3) 

(単位.千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

5， 800 

中山問地集落を持続していくためには、日常生活を支え、災害時、緊急時及び積雪時に安全に通行できる

最低限の道路が必要である。このため、今後の人口構造の変化、維持管理費・更新費の増大を見据えながら、

自動車交通が生活の根幹を支える中山間地集落の維持に効果的な道路整備を進めるための調査検討を行うも

のである。

2 事業の内容
小規模高齢化集落等を対象に、「中山間地域の集落の維持に効果的な道路整備Jという視点で、市町村等

と連携しながら緊急に対応が必要な箇所を抽出し、1. 5車線整備(待避所、堆雪帯等)を基本とした整備

計画を策定する。

実施年度 主な内容 事業費(千円)

平成26年度 調査計画業務委託 5， 800 
-現地踏査、資料作成、ニーズ調査等

(次年度以降のスケジュール)

0平成27年度 調査計画策定委託

-対策箇所の抽出、緊急性等の整理、整備計画の策定

0平成28年度以降対策事業実施(交付金事業)

3 これまでの取組状況、改善点

通常、道路整備箇所は、主に道路点検及び地元の要望を踏まえ、交通量、交通事故の発生状況及び対策コ

スト等を総合的に判断しながら2車線整備を基本として計画している。

限られた予算の中では全ての箇所を2車線道路として整備することは困難であることから、この度、「中|

山間地域の集落の維持」という視点で緊急対応が必要な箇所を抽出し、1. 5車線整備(待避所、堆雪帯等)I 
を基本とした整備について検討を行うものである。

137 



8款土木費
4項港湾費
2目 港湾建設費

事業名

幅)米子港湖岸堤整扇
方針検討事業

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

空港港湾課(内線 :7405)
(単位:千円)

t0001 01 8，000 
l 1， 870千円(前年度O千円) [正職員:O. 5人]
委託契約・監督、支払事務、関係機関との調整

考

平成22年9月策定の斐伊川水系河川整備計画に位置づけられている米子港内における短期整備
箇所 [L=100ml (平成25年度実施)に引き続き、隣接する短中期整備箇所 [L=600ml及び中期
整備箇所 [L=800mlについて調査・検討を行い、国に湖岸堤整備の早期着手を働きかけることを目
的とする。

2 主な事業内容

短中期整備箇所 (L=600m)及び中期整備箇所 (L=800皿)について、現況調査、用地関係調査及び整
備方針の検討を行う。

3 これまでの取組状況、改善点

米子港内における湖岸堤の整備状況としては、今年度、国土交通省が短期整備箇所の事業着手を行

ったところである。

今後とも、短期整備箇所に引き続き短中期及び中期整備箇所を早期に着手できるよう国土交通省と

調整を進めていくため、整備箇所周辺の利用形態等について早期検討(着手準備)を行い、地元調整

を進めていくことが必要である。

[中海湖岸堤短期整備箇所の着工状況]

箇所名 l 平成26年1月現在の着工状況
崎津漁港(米子市霞津) I平成22年度に事業完了。
米子空港南(米子市霞津) I平成22年度に工事着手し、工事促進中。
渡漁港(境港市渡町 |平成23年度に工事着手し、工事促進中。

米子港(米子市灘町) I平成26年1月に工事着手済。
貯木場(境港市西工業団地) I平成26年3月に工事着手予定。
旗ケ崎承水路(米子市旗ヶ崎)I平成26年3月に工事着手予定。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

9款警察費

1項笹祭管理費 会計課(内線 8502) 
3自 警察施設費 (単位.千円)

事業名 |本年度
l 財源 内 訳

l備考前年度|比較 1~)U:tlliI 国庫支出金 起債 その他 一般財源

く19，000> 
26，604 I 

⑧八橋警察署

庁舎移転整備事 I 26， 604 19，000 7，604 ¥ 26， 604 
業

トータルコスト 149，047千円 (前年度 O千円) [正職員:2.9人]

主な業務内容|企画調整、監理、契約

事業内容の説明

1 事業概要

施設の老朽化及び狭隙化の解消と原子力災害等への緊急事態対応を図るため、必要な機能を

備えた庁舎整備を図る。

2 施設計画

所 在 地

東伯郡琴浦町赤碕1919-21

東伯郡琴浦町八橋645

敷地面積

6， 854m 

建物構造

RC-3 

RC-2 

庁舎面積

3，427m 

1， 083凶

3 新庁舎に追加整備する機能

治 安 機 能 緊急事態対応機能

0特殊事件対策室 0 災害対策室
0被害者対策室 0 大規模災害資機材保管室
0相談室 0燃料(ガソリン、軽油)供給設備
0射撃場 0 地下水供給設備

4 事業計画

年 度 事業内容 {蔚 考

平成26年度 地質調査

平成27年度 ヱ損調査

平成26年度~平成27年度 実施設計 継続費総額 68，365千円
平成27年度~平成28年度 建築工事、竣工

(注)起債欄の上段< >書きは交付税措置額を除いた金額である。

総負担額は起債欄のく〉書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

9款警察費
1項警察管理費

3自 警察施設費

会計課(内線:8502) 
(単位・千円)

財源内訳
事業名 本年度|前年度|比 較

国庫支出金| 起債
備考

その他|一般財源

東部運転免許セ

ンター庁舎移転 I17，523 500 I 17，023 
<12， 000) 
12， 000 

県費負担

5， 523 I 17， 523 
整備事業

トータルコスト I27， 584千円 (前年度 9，238千円) [正職員:1.3川
主な業務内容|企画調整、設計監理、契約

事業内容の説明

1 事業概要 ， 

講習室等の狭随化並びに設備の老朽化により、施設利用者に対するサービスの低下や業務上

の支障が生じていることから移転整備を図る。

2 移転予定地の選定
東部地区に所在する県有未利用地を含めて、次の条件の下に選定した。

O 十分な敷地面積を有した整形な更地
0 交通アクセスが良好な場所
0 公共交通機関の利便性が良い場所
3 予定地の概要
11す在函
鳥取市吉方温泉二丁目

501-1外

4 施設規模

鉄筋コンクリート2階建て
5 事業計画

年 度

平成26年度

平成26年度~平成27年度

平成27年度~平成28年度

名 称

(元)久松関・いなば荘跡地

(県有未利用地)

約1， 800m 

事業内容

地質調査

工損調査、実施設計

建築工事、竣工

備考

継続費総額 40，379千円

(注)起債欄の上段< )書きは交付税措置額を除いた金額である。

総負担額は起債欄のく〉書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2項1日企画ホ高費 T策課(内線・ 7099) 
{呈主4~ :千円)

事業名 本年度 前年度 比較
日t 封百 肉 言日

備考
同匝守山ゐ 記{吉 その他 一般財源

利国内航空軍罷
用促進事

178，514 99， 175 I 79， 339 178.514 

蓋輩量宰 日量韓議署SF7λ
工程表的政責目車(指標)

(停:鳥
芹 Z京国停内航日僧空E)Iの利用促進

-=P-~I' 

事米子業鬼の目的・概港要
太郎空 へのスカイマーク就航や鳥取ー東京便5便化など、本県空港を発着する航空路線の

充実が進む中、空港利用促進懇話会等と連携し、 PR活動や旅行商報品造成信の働どきかけを行うほか、航
空会社と連携した広報宣伝活動の実施や首都圏及び各就航先での情発な の利用促進への取組を
通じ、外国人を含む観光誘客など航空便を利用した交流人口の拡大と地域の活性化を図る。

2 主な 威' (単位:千円)
区分 予算額 内 R廿相

①鳥取空港の利用を促進 39， 095 両懇話会が取り組む航空便の利用促進事業に要する経費の一部を負担する。
する懇話会及び米子空 -旅行会社に対する県内空港に発着する航空便を利用した旅行商品造成の
港利用促進懇話会によ 働きかけ
る取組 -空港サポートクラブの創設など県内空港利用者の確保対策

-県内空港を発着する航空路線のPRチラシ等広報物の作成、配付 など
②県内空港に就航する航 51， 000 全日本空輸やスカイマークと一体となって本県の航空路線や観光に関する
空会社と連携したPR 情報発信等を行う。
展開 -航空会社のホームベージなど広告媒体を活用した広告宣伝の実施

-本県への航空便利用者に対しプレゼント等を交付するキャンベーンの実施
-首都圏及び各就航先における航空路線のPRや山陰・鳥取の観光情報発
{言 など

③首都圏等における県の 57， 000 首都圏及び各就航先でのイベント実施や様々な広告媒体を活用し、県の観
観光・航空路線PR 光・航空路線のPRを実施する。

-ウェブ系旅行会社と連携した旅行商品造成と観光・航空路線PRの実施
-地元のテレビ情報番組や新聞等を活用した県内の航空路線のPRや首都
園行きの旅行商品等の情報発信 など

④園内航空便を活用した 10， 000 成田、羽田、神戸等から県内へ就航している園内便を利用した外国人観光
海外からの観光誘客 客の誘客を推進するため、海外に向けた山陰・鳥取の観光情報発信や海外

旅行会社の招聴などを実施する。
⑤航空便利活用支援 10. 000 県の重点施策分野における活動に取り組むために県内空港の航空便を利用

する際の運賃を支援し、当該施策を推進することで地域活性化につなげる。
-移住定住を目的に航空便を利用して本県を訪れる方への支援

-地元ではできないととを経験するために航空便を利用して首都圏等を訪
れる子どもへの支援 など

⑥圏内交流創出事業支援 2，000 県内の団体等が新たに取り、組各む就県航内地空域港とのの圏新内た便なを交利流用活し動たを地促域進間す交る流。に
要する経費の一部を支援し

⑦新規園内航空路線開拓 2，500 国内チャーター便実施を働きかけ、その就航に合わせたイベント実施や広
チャーター便・ PR 報展開路等線を誘適致じをて進県め内る空l港や観光の魅力をPRし、本県への誘客促進と新

規圏内

③米子鬼太郎空港賑わい 2，900 米子鬼太郎空港に妖怪にちなんだ装飾を行うことで県外へ空港独自の話題
創出事業 を提供し、空港の認知度向上による誘客に繋げる。

⑨航空便利用実態調査 3，000 県内両空港の航空機利用者に対するアンケート調査を実施し、分析・動向
把握を行い、今後の効果的な利用促進を図る。

口百画地境航空yJ，1b推進協謹金負担金 129 地域航空シスァムの調査研究等を行う協議会への負担金
「⑪事務費 890 

計 178. 514 

組むとともに、園内便を利用した海外からの観光客誘致対策を拡充する。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2項企画費 交通政策課(内線 :7100)
(単位:千円)3日 交通対策費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)鉄道を活

用した新たな旅 1， 270 。1， 270 1， 270 
の創造事業

トータルコスト 2， 818千円(前年度 O千円) [正職員:O. 2人]

主な業務内容 鉄道を利用した観光ルートの構築、講演会の開催

工程表町政貫目標(指車) 関西圏等との交流促進に向けた鉄道網の充実

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鉄道を利用して鳥取県内及び隣県を周遊する観光ルートを検討し、旅行会社等に提案するととも

に、鉄道を活用した地域活性化に関する講演会等を開催し、交流人口の増大による鉄道利用促進と

地域の活性化を図る。

2 主な事業内容
(1)鉄道を活用した観光ルートの構築事業 770千円
まんがラッピング列車を乗り継ぐ旅や鉄道遺産を巡る旅、ジオライナ一等を使ったジオパーク

を巡る旅、列車を利用した富裕層向け観光周遊の旅など、鉄道を活用して県内及び隣県を周遊す

る新しい観光ルートを県や観光連盟、鉄道事業者等と協力しながら設定・提案することで、鉄道

の利用促進と地域の活性化を図る。

-鉄道を利用して県内及び隣県の観光地を周遊する観光ル←トの検討

-鉄道を活用した周遊観光ルートに関する旅行会社モニターツアーの開催

(2 )鉄道による地域活性化に関する講演会開催等 500千円
鉄道を活用した地域活性化をテーマとして有識者による講演会や勉強会を開催するとともに、

鉄道に関するイベントを通じて、鉄道による地域の活性化について鉄道事業者や地域住民の気運

醸成を図る。

. J R九州や三陸鉄道などの関係者等を講師とした鉄道による地域活性化に関する講演会等の
開{握

-鉄道施設見学等のイベント実施、鉄道関連グッズの作成・配布等による鉄道利用のPR
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

2項企画費

3目 交通対策費

交通政策課(内線 :7100)

(単位.千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)高速鉄道

網のあり方検討 2. 559 。2. 559 2. 559 
事業

トータルコスト 4. 107千円(前年度 O千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 局速鉄道網の整備についての調査、検討

1m査の耐震目If.(指臣) 関西圏等との交流促進に向けた鉄道網の充実

事業内容の説明

事業の目的・概要

九州新幹線鹿児島ルートの全線開通や北陸新幹線、中央新幹線(リニア計画)など、新たな高

速鉄道網の整備が進む中、鳥取県としても高速鉄道網の整備について、その実現に向けた課題、

撃備手法等について検討する。

2 主な事業内容

( 1 )高速鉄道に関する調査等 1. 310千円
ミニ新幹線、フリーゲージトレイン等先進地の実例を調査するほか、高速鉄道整備実施に向けて

の課題などについて、関係機関等からの情報収集を行う。

(2 )高速鉄道網のあり方検討会 1. 249千円
学識経験者や鉄道技術の専門家等を委員とする検討会を設置し、以下の検討を行う。

-県が目指すべき高速鉄道網の具体像

-上記高速鉄道網整備を実現するために解決すべき課題の抽出

3 これまでの取組状況、改善点

-固に対して、整備新幹線の整備が遅れている地方に対する在来線を含めた総合的な高速鉄道網の

整備について国としての方向性を示すとともに、山陰新幹線をはじめとする獲備新幹線など高速

幹線鉄道網の整備を推進することについて、継続して要望を行っている。

-国土交通省においては、「幹線鉄道の高速鉄道化・利便性向上に関する調査」を平成25年から
数年かけて実施。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
3項観光費 国際観光推進課(内線 :7221)→事業実施:観光戦略課

(単位・千円)1目観光費

目才 1原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

世界へ打って出る

“とっとり"国際観光 128.068 104. 208 23. 860 128.068 
推進事業

トータルコスト 145.868千円(前年度 124.068千円) [正職員:2. 3人]

主な業務内容
海外での広報活動、旅行商品の造成・販売促進支援、海外調査・宣伝業務の委託、

国際交通基盤の利用促進ほか

工程表の政策目標(指標) 外国人観光客の倍増、国際リゾートの実現

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
交流人口の拡大による観光振興や地域活性化に寄与するため、今後大幅な増加が見込まれる海外諸地域から

の訪日旅行需要を本県に取り込むべく、米子一ソウル使、環日本海定期貨客船、国際チャーター便等を活用

した外国人観光客誘致を戦略的に進める。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 内 ?(; ・

(1)韓国 38. 508 -観光ブログ、新聞、雑誌等を活用した観光情報発信
-ソウル駐在員の配置 (2名)
-鳥取旅行商品モニターツアー (40人X4回)
. (新)語学・日本文化研修 (20人X2図)
. (新)現地旅行社等と連携した誘客促進等

(2)香港 17. 100 -現地旅行社と連携した広報宣伝

市 -鳥取県の食文化や旬の果物のPR支援活動
. (新)テレビ番組の招請等

(3)台湾 8. 600 -観光ブログによる観光情報発信(通年)
-旅行博覧会への出展

場 -島根県等と連携した旅行社・メディア招請等

(4)中国 4. 800 -旅行博覧会への出展
-島根県等と連携した旅行社・メディア招請等

(5)東南アジア 8. 500 -旅行博覧会への出展
jjlJ -島根県等と連携した旅行社・メディア招請

. (新)チャーター便誘致に向けた現地旅行社と連携し

た広報官伝等

(6)その他 10. 250 -旅行博覧会への出展、旅行社・メディア招請(ロシア)
. (新)美食等のイベント出展や観光ガイドブックへの観

光情報掲載(カナダ・北米等) 等

小計 87. 758 
(1) (新)観光素材紹介 12. 960 -県内観光素材を集約したDVD・パンフレットの
ツールの制作 各国語版の制作(農林水産部と連携)

共
(2) (新)食のみやこ鳥取 7. 350 . )鳥取食雑誌の各国語版の制作
のPR -鳥取オリジナルペットボトルの制作

(3)外国人観光客の誘致 10. 000 -外国人観光客の誘致を行う県内団体、本県への送客
-送客の取組支援 を行う旅行会社に対する支援

(補助率:1/2、上限:1. 000千円)

i亘
(4)県内国際定期路線を 10. 000 -米子 ソウル使、環日本海定期貨客船を利用して送客
活用した外国人観光 を行う旅行会社等への支援

客の誘致促進 (山陰国際観光協議会への定額補助)

小計 40.310 
d口b、 計 128.068 

3 これまでの取組状況、改善点
ビザ免除等により訪日観光客が大幅に娼加している東南アジア(タイ等)を重点市場に加えるなど、

情勢に対応した外国人観光客誘致を戦略的に推進する。
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7款商工費
3項観光費
1目観光費

事業名

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度

国際観光推進課(内線 :7221)→事業実施:観光戦略課
(単位:千円)

J!j 源 内 訳
前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)鳥取県・江原道
8，500 。8，500 8，500 

観光連携事業

トータルコスト 10，048千円(前年度 0千円) [正職員:O. 2人]

主な業務内容 合同説明会、招へいツアーの随行・準備、各種契約事務ほか

工程表の政策目標(指標)外国人観光客の倍増、国際リゾートの実現

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取県・江原道友好提携20周年を契機に江原道を訪れる外国人観光客の本県への誘客及び両地域の
県民・道民の観光交流の拡大を図るため、鳥取県~江原道聞の記念ツアーの造成支援、江原道と連携した
東南アジアでの観光プロモーションを共同で実施する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 内 ~ 

(1)相互の観光交流促進 5， 500 

鳥取県・江原道相互の知名度向上及び20周年記念

q洪同PRツールの制作 1， 100 事業の周知を図るための共通ロゴマークとポスタ

ーを制作

②友好提携20周年記念ツアー
-商品造成に係る旅行社招請

の造成支援
2，900 -商品PRに係る費用等への支援

(通年/アシアナ・ DBS'チャーター便利用)

③広報宣伝 1， 500 
相互にメディア招請し、両地域の住民に向けた情報

発信を行う

タイをターゲットにした共同プロモーション

(2)共同観光プロモーション 3，000 -合同観光説明会inバンコクの開催(秋頃)

-連携ファムツアーの実施 (4~6 月頃)

計 8， 500 

<参考>
(1)江原道の状況

-人口 153万人 (2009年)
-南恰島(冬のソナタなどの舞台)への外国人観光客入込数 (201 3年第一四半期)
139，391人(前年比66%培)
(内訳)タイ 55， 158人、台湾 35， 138人、中国 15，091人
マレーシア 12.811人、その他 21.193人

(2)韓国からの訪日旅行者数(出典:宿泊旅行統計調査、 20 1 2年推計値)

204万人
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6款農林水産業費

1項農業費 農政課(内線 7256)→事業実施:販路拡大・輸出促進課

1目 農業総務費 (単位・千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)
「食のみやこ鳥取県」輸 26，190 。26，190 26，190 
出促進支援事業

トータルコスト 30，833千円(前年度 0千円)[正職員:0.6人]

主な業務内容 連絡調整、輸出戦略の検討、補助金

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業目的・概要
多くの国産農林水産物等がアジア地域を中心に輸出されており、今後、さらに海外輸出の各県・産地問競争
の激化が予想される。
そこで、県は、関係機関と連携を図りながら、アジア地域を中心とした「食のみやこ鳥取県」の海外輸出支援体
制の強化を図るとともに、県内農林水産物等の輸出に取り組む者の輸出活動を促進支援し、輸出の拡大や海
外における「鳥取県」及び「食のみやこ鳥取県」の認知度の向上により、県内農林水産業の振興を図る。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区 分 事業内容 事業主体 事業費 予算額 補助率

「食のみやこ ①農林水産物等の輸出支援窓口の一元化 県
鳥取県J海外 ②「鳥取県農林水産物等輸出戦略(仮称)Jの
輸出支援体 策定に必要な調査活動の実施
制強化事業 -園内輸出事例調査、海外市場調査
(平成26~ ③輸出ビジネスパートす一候補の招へし、 3，320 3，320 
27年度) -招へい先・3か国・地域(台湾、香港、タイ)

-委託先・「ジェトロ鳥取」
④「鳥取県J• r食のみやこ鳥取県Jの情報発信 4，120 4，120 
-海外PR用のDVD製作とパンフレット作成
(英語、中国語(台湾・香港)、タイ語、ロシ
ア語仕様)
※①、②は農林水産部管理運営費(農政課管
理運営費)で対応
※④は文化観光局と連携して実施

「食のみやこ 県内農林水産物等輸出取組者の輸出活動の 県内農林 36，000 18，750 県 2/3
鳥取県j輸出 促進支援 水産物等 (国事
促進活動支 0支援対象経費・輸出拡大を進める品目(品 輸出取組 業等で
援事業 種)、又は新たな国・地域や庖舗の掘り起こ 者 対応で
(平成26~ しに必要な市場調査活動や販売促進活動 きる場
28年度) 等に要する経費 合1/

6) 

A 口 計 43，440 26，190 

3 これまでの取組状況、改善点
-県内農業団体を中心に輸出活動を促進支援している中で、香港向けのすいか・新甘泉の初輸出や台湾向
けの新甘泉の輸出量の拡大等、輸出拡大に向けた新たな動きが出てきた。
-平成25年10月、県産農林水産物等の輸出拡大に向けた情報交換・調査研究等の場として「鳥取県農林水
産物等輸出促進研究会J(構成メンバー県内農林水産業団体(8団体)、ジェトロ鳥取、県)を立ち上げた。
-県は、その研究会、ジェトロ鳥取及び県輸出支援機関と連携を図りながら、県産農林水産物等の輸出拡大
に向けた強化策を講ずることとする。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

8款土木費
2項道路橋りょう費
4目 直轄道路事業費負担金

事業名 本年度 前年度 比較
国庫支出金

道路企画課(内線:7355) 
(単位:千円)

財源内訳
備考

起債 その他 一般財源

直轄道路事業費 <1. 100， 500) 
県費負担

負担金 3， 537， 468 3， 334， 500 202， 968 3， 181，000 356，468 2， 056， 968 

トータルコスト 3， 568，424千円(前年度 3，366， 276千円l[正職員4，0人]

主な業務内容 固との調整、負担金支払

工程表の政策目標
山陰道など県内高速道路の事業化区間の整備促進

(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
国が行う高速道路ネットワーク整備等の県内道路事業に係る県負担金である。

2 事業の内容

国が行う県内の道路事業について、道路法第 50条及び高速自動車国道法第 20条第 1:項に基づき費用を負
担するロ

(単位:千円)

事業区分
平成25年度 平成26年度

備考
認証額 事業費見込額 負担金

鳥取 IC~鳥取西 IC 問

山陰道鳥取西道路 8， 220， 000 17， 586， 450 3，048，318 
平成25年 12月14日開通
吉岡温泉 IC(仮称l~青谷 IC 間

平成29年度供用予定
山陰道中山・名和道路 I. 550， 000 10， 000 1， 734 平成25年 12月21日開通
山陰道名和・淀江道路 I. 250， 000 10， 000 1， 734 平成25年 12月21日開通
山陰近畿道駆馳山バイパス 5， 430， 000 10， 000 1. 734 平成26年3月22日開通
鳥取自動車道 付加追越 200， 000 250， 000 32， 334 鳥取 IC、智頭 IC、福原PA付近
山陰道米子道路 車線整備 192，000 192， 000 33， 280 日野川東 IC~米子南 IC 間

その他改築事業 1， 748， 000 1， 057， 000 418，334 鍵掛峠道路等

合計 18， 590， 000 19，115，450 3， 537， 468 

3 これまでの取組状況、改善点

[指標]県内の供用延長 鳥取自動車道:H25末38，4km/目標38，4k皿(達成度 100%)
山陰道 : H25末 57，Okm/目標88，Okm (達成度64，8%)

平成 25 年 12 月には山陰道の鳥取 IC~鳥取西 IC 間 (L=1. 8k皿)と赤碕中山 IC~名和 IC 間 (L=8， 6k皿)が
開通し、山陰道の供用率が53，6%から 64，8%に向上した。
残る未開通区間のうち、鳥取西 IC~青谷 IC 間 (L=1 7， 5kmlについては、平成29年度供用予定が公表され
た吉岡温泉 IC(仮称l~青谷 IC 問 (L=1 2， 3kml とともに、鳥取西 IC~吉岡温泉 IC (仮称)間 (L=5.2kml 
についても一体的な供用が図られるよう取り組んでいるところであり、北条道路(はわい IC~大栄東伯 IC

間:L= 1 3. 5k皿)についても事業再開に向けた計画段階評価の審議に着手したところである。
山陰近畿自動車道についても、平成 26年3月 22日には駒馳山バイパス (L=7.7kmlの供用が予定されて
おり、引き続き、平成 25年4月に設立された国会議員や府県議会議員の議員連盟とも一体となって、全線
」の早期整備に取り組んでいく。

I在了記覆欄の上段< >書きは、交付税措置額を疎いた金額である。
県費負担は、起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
6項社会教育費
6目 埋蔵文化財センター費

事業名 | 本年度 前年度 比較

受託発掘調査事業 l

(山陰道「鳥取西

道且は
5.313.011 I 2.961.732 I 2.351.279 

財
国庫支出金

文化財課(内線 :7937)

内
その他
(諸収入)

5. 309. 843 

罫器
3. 168 

トータルコスト
主な業務内容
工程表の施貫目標(指標)

事業内容の説明

5. 456. 956千円(前年度3.077. 714千円) [正職員:18. 6人非常勤職員:28.0人]
調査計画の立案、発掘調査の実施、契約事務、関係機関との連絡調整

文化財の保存、活用、伝承

1 事業の概要
一般国道9号(鳥取西道路)改築に伴う埋蔵文化財発揚調査を、国土交通省からの委託を受けて実施する。

2 事業内容及び事業費
-鳥取西道路改築に伴う発掘調査は、 I期工区からE期工区に区分され、これまでI期工区から調査を進
めてきた。また、平成25年度からはすべての工区で発掘調査を実施している。
・平成26年度は、 1• II期工区は教育文化財団、 E期工区を埋蔵文化財センターが調査を担当する。

íI 期工区:鳥取 IC~吉岡温泉 1 C i 
III 期工区.吉岡温泉 IC~瑞穂 1 C I 
lm期工区:瑞穂 IC~青谷 1 C ) 
調査実施機関 鳥取県教育文化財団
調査遺跡名 [I期工区〕

大栴遺跡、高住牛輪谷遺跡
高住宮ノ谷遺跡、良田所在遺跡
(II期工区〕
松原田中遺跡、
常松菅田遺跡、常松大谷遺跡
下坂本清合遺跡

所要経費 3.579.383千円

埋蔵文化財センター
(m期工区〕
下坂本清合遺跡
会下・郡家遺跡
乙亥正大角遺跡
乙亥正屋敷廻遺跡
青谷横木遺跡

1.733.628千円
所要経費合計 5.313.011千円
※経費には、調査に係る鏑矢板打設、駐車場整備等の環境整備費及び廃土運搬処分費を含む。

鳥取車道路{沼繍)

一一 l=6<4km 

3 これまでの取り組み状況、改善点

<進捗状況(鳥取西道路)>

OH25までに完了
392. 780ぱ(52.6%) 
OH26調査
193. OOOm (25. 8%) 
OH27調査予定
162.000ぱ (21.6%) 

※現在、一部で未用地買収の土地
があり、その試掘調査の結果に
よっては、調査面積が増減する
可能性がある。

道路事業の円滑な推進のため、国土交通省等関係機関との調整を図り、平成25年度 11月補正予
算で債務負担行為を設定し、 4月当初から発掘調査にかかるよう準備を進めるなど、平成20年度代
の鳥取西道路開通(平成27年度までの発掘調査完了)に向けて、計画的に作業を実施している。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

8款土木費
2項道路橋りょう費

1目道路橋りょう総務費

道路企画課(内線:7696) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 そ倒也 一般財源

(新)鳥取西道路平成29年
6，240 。 6，240 6，240 

度供用推進PR事業
トータルコスト 8， 562千円(前年度 O千円) [正職員0.3人]
主な業務内容 広報、関係機関との調整

工程表の政策目標(指標) 山陰:道など県内高速道路の事業化区間の繋備促進

事業内容の説明

事業の目的・概要

-鳥取西道路の吉岡旦泉IC(仮称:)~青谷 IC 問 (L=12.3畑)の開通予定時期が平成 29 年度と公表されたが、用
地取得及rJ.，鳥取県による埋蔵文化財調査が平成27年度までに完了することが条件となっている。
-開通予定時期が未公表となっている鳥取西 IC~吉岡温泉氏問(仮称) (L=5. 2回)についても平成29年度に一体
的に供用されるよう、早期開通に向けた取組の広報を行う。

-鳥取自動車道などの整備済みの高規格道路の整備効果をPRすることで、山陰道「北街萱路」や山陰近畿自動車

道「山陰道~鳥取市福部町」などの事業着手に向けた県民の機運醸成を図る。

-県内高規格道路の整備状況や、開通見通しを県外に発信することで、企業誘致・観光振興を図る。

2 事業の内容
定期的に新聞記事、広報誌、チラシ等でPRを行う。

(単位:千円)

項目 内容 事業費

新聞記輯昌載 -鳥取西道路の早期開通に向けた取組 2，000 
-県内高規格道路の整備4対兄、開通情報、整備効果
-埋蔵文化財調査の情報発信

-事業箇所の進捗状況

-未着手区間の事業着手に向けた取組

※遊・悠.West記朝高裁 -山陰道、胆馳山バイパスなど新規開通情報 2， 400 
道の駅旅案内記事掲載 -無料で乗り降り自由な鳥取道・山陰道のPR 840 
PRチフシ作成 -整備状況・開通見通し情報により企業誘致・誘客に活用 I. 000 
※NEXCO西日本か漏月で発行する情報誌側EXCO西日本管内のSA・PAで100万部配布)
3 これまでの耐E状況、改善点
C山陰道「鳥取西道路」
-鳥取 IC~鳥取西 IC 問 (L= l.8kmlは平成25年12月14日供用を開始した。
-残る鳥取西 IC~青谷 IC 問 (L=17.5回)の早期供用に向け、県は埋蔵文化財調査に必要な環境整備工事(調査
用進入路・作業員休憩所の造成、現道や水路の切り回し、鋼製土留設置)の受託支援を行うため、担当の

技術職員を増員している。

-県教育委員会は集中的に埋蔵文化目指周査を実施するために、平成25年度は文化財主事を32名に培員 (H26: 
42名予定)した。また、発掘作業員は平成25年度では600名であったが、来年度はさらに260人が必要とな
るなど、平成27年度までは多数の発掘作業員の確保が必要である。
0山陰道「北総草路」
-平成25年度当初予算から湯梨浜地区と北栄地区の交通安全対策事業カ導期じされた。
. r北街道路」全線の事業再開に向けた計画段階評価が、平成25年11月11日に審議開始された。今後、数回の
審議が予定されており、整備の必要性を訴えるために地域の熱怠を高める必要がある。

0山陰近畿自動車道「山陰道~鳥取市福部町」
-平成26年3月22日(土)に駒馳山バイパス (L=7.7km)の供用が予定されている。
-山陰道~鳥取市福部町閑の高速道路のあり方について検討を行った「高速道路ネットワークを活かしたまち

づくり勉強会」の結果を踏え、計画段階朝団に向けた準備を行う必要がある。

149 



平成26年度一般会計当初予算説明資料
8款土木費
2項道路橋りょう費
3目 道路橋りょう新設改良費

道路建設課(内線 :7623)
(単位:千円)

財源内訳
事業名 本年度 前年度 比較 国庫支出金 起債 その他般財源備考

地域高規格道路 く850，500> 県費負担
整備事業 2， 700， 00013， 000， 000ム300，0001 1， 485， 0001 1， 093， 000 1 1 122，0001 972，500 
[一般公共事業]
ト タルコスト 3， 317，572千円(前年度 3.633，931千円) [正職員79..8人]
主な業務内容 整備計画の策定、設計積算、工事監督
工程表の政策目標 地域品規格道路の整備促進(地域高規格道路の整備延長)
(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
地域高規格道路は、中国縦貫自動車道、山陰道、鳥取自動車道、米子自動車道等の高規格幹線道路を

補完し、 地域的霊主な宮の謹ネ酔自ッ立E謀的ト館ワ発腿長主クやよ草をi地壁形d域主成間Eす連霊害る携童事もを話長の支器主でえ主主あ品る遣る線.軍格野2U2高ス草詰いE幹まT線ずJE道E品器路古で島禁ありを煙促高進鰐須す格る幹主. 線道路と一体となった
地域 解されるとと
もに、広高高域規等 の地消域資源の活

用を可能と
本事業で

2 主な事業内容

0 国道 178号岩美道路(r山陰近畿自動車道(鳥取豊岡宮津自動車道)Jのー部)
箇 所 延長|幅 員 事業年度 総事業費 26年度当初予算|

|岩美郡岩美町陸上~本庄 5，700m 1 7.0(13. 5) m 1 平成20~32年度 264億円 2， 160百万円 | 
-事業効果・事故多発区間、渋滞区間、線形不良箇所の解消

0 国道31 3号倉吉道路・倉吉関金道路(r北条湯原道路」の一部)
箇 J 所 延長 幅 員 事業年度!総事業費 26年度当初予算

(倉吉道路)倉姉崎~和田 4，050m I 7.0 (13.5) m 平成17~27年度 120億円
鎗吉関金道路嗣醐聴鋳嶋 7，010m 1 7.0 (13.5) m 平成23~35年度 124億円 140百万円
-事業効果:市街地の渋滞解消と安全性の向上、工業団地・農産物集出荷施設へのアクセス改善

0 国道 181号江府道路(r江府=次道路」の一部)
| 箇 所 延長|幅 員 事業年度 総事業費 26年度当初予算|
|日野郡江府町武庫~佐)111 4， 065m 1 6. 5 (9. 5) m 平成17~34年度 119億円 400百万円 | 
-事業効果.踏切交差点や線形不良箇所での渋滞・事故、事前通行規制区間の解消

3 これまでの取組状況、改善点

0 国道31 3号犬挟峠道路(地域高規格道路「北条湯原道路」の一部)
平成9年 10月供用 延長9km (うち鳥取県6km)) 

0 国道183号生山道路(地域高規格道路「江府一次道路」の一部)
平成17年7月供用延長3km

0 国道31 3号北条倉吉道路(地域高規格道路[北条湯原道路」の一部)
平成 19年3月供用延長6km

0 国道178号東浜居組道路(山陰近畿自動車道(地域高規格道路「鳥取豊岡宮津自動車道J)の一部)
平成20年 11月供用 延長4km (うち鳥取県2km)) 

0 都市計画道路宮下十六本松線(地域高規格道路「鳥取環状道路」の一部)
平成21年3月供用延長4km

0 国道313号倉吉道路(地域高規格道路「北条湯原道路」の一部)
平成 25 年 6 月(倉吉 IC~倉吉西 IC 間)部分供用 延長3km

(逗)起債欄の上段く〉書きは、交付税措置額を除いた金額である。
県費負担は、起債欄のく〉書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
8款土木費
4項港湾費

本年度 前年度 比較

1事業の目的・概要
境港管理組合の運営及ひ港湾施設整備等に要する経費に対する負担金である。
境港においては、平即5年のクルース弘容港回数は17回で、乗客数は平成24年明鵡(8，920人)を更新し、過去
最高の1万人を突破口0，896人)したところであり、平成26年は前年をさらに上回る寄港予定で乗客数も3
込んでいる。また、貨物については輸出・輸入とも軸目しており、平鵬5年のコンテナ取扱量は年間 23，
去畳高を記録したところである。このため、北東アジアゲートウェイとして油需機能をさらに充実していく

平成23年度に策定した「日本海仰i拠点港の形成に向けた計画」の個別プロジェクトをF戴霊的に進める。

引き続き明茨26年度に4ha

3これまでの制E状況・改善点
平成23年11月に「日対創員Ij拠有港」に選定されたところであり、急噌する州砂ルーズ払め積僚的な誘致、物流拡大に
よる国内RORO町Mコ定期便{r才省生など、拠有、港として更なる機能向上を図る。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

1項総務管理費

9目 県外事務所費

関西本部(電話:06-634ト1988)

(単位千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

「あべのハルカスj 13， 564 3， 000 10， 564 13， 564 
での鳥取PR事業
トータルコスト 18，981千円 (前年度 3，794千円) [正職員:0.7人非常勤職員:0.2人]
主な業務内容 企画調整業務、契約・支払業務

工程表町政責目f.(指標) 体系的(計画的)な情報発信、観光・物産等を総合的にPRする県の魅力発信
販路開拓コーディネーターによる関西圏での定番商品の増加

「食のみやこ鳥取県」の情報発信・販路開拓

事業内容の説明

事業の目的・概要

本県の観光客誘致や販路開拓にとって大きな商圏である関西圏において、本県の観光や食に関する魅|

カを幅広く発信し、本県に対する好感度の向上を図って観光客数を増加させ、また県産品の販路拡大を

す図るるた。め、 3月7日グランドオープンする日本一のピル「あべのハルカス」を活用して連携事業i を実施 I

2 主な事業内容
(単位.千円)

区 分 予算額 事 業 内 ~ 

鳥取県WEEK事業 「街スァーション」を主会場に、ふるさと大使や伝統芸能などに

6， 677 よる本県PR、スタンプラリー、デジタルサイネージ等による連
動広告などを行う。

街スァーション活用 「街スァーション」にて、毎月 2回(1回は県主体、残り 1回は市
事業 2. 463 町村・団体等)、観光PR、民工芸体験、移住を見据えた本県PR

等を行う。

3取9県Q魅s力モ発ー信ルイ連ベ動鳥ン 「あべのハルカス」及び rQ'sモール」にて、ふるさと大使、ゆ
2， 150 るキャラ、とっとりゆかりの方によるPRなどを行う。

ト

販路開拓等のPR . r鳥取特集コーナーJの販売促進(試食宣伝販売など)
2，274 . r鳥取県フェアJでのPR
-旬の本県食材のPR、館内レストランでの本県食材のPR
-近鉄百貨広への商品提案など

合計 13. 564 

3 これまでの取組状況、改善点
0観光客数・宿泊客数の増加の観点で、街ステーションを活用して、「ゆるキャラ」との記念撮影や
民工芸の製作体験などを通して情報発信を実施。また、市町村との協力体制も進めている。

0県産品のファンを増やして販売向上を図るため、特設コーナーにて「鳥取特集コーナー」商品の試
食宣伝販売を実施した。

0農産・水産物の旬の時期に試食宣伝販売や料理教室等を行い、「食のみやこ鳥取県」のPRを実施。
OPR効果を高めるため、単独のイベントではなく、同じ時期に複数の階でイベントが実施できるよ
う調整を図っている。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
2款総務費
1項総務管理費
9目 県外事務所費

事業名 本年度 前年度 比較

(新)こんなに近い

名古屋代表部(電話:052-262-5411) 
(単位:千円)

財 源 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

鳥取県!-名古屋
4，000 。 4，000 4，000 

駅での集中 PR事

業~

トータルコスト 6，322千円 (前年度 O千円)[正職員:0.3人] . 
主な業務内容 企画調整業務、契約・支払業務

工程表の政策目標(指標) 中京圏における鳥取県情報の発信による認知度の向上と観光誘客

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取県の観光誘客にとって大きな商圏であ、る中京圏(圏域人口11， 334千人)において、自家用
車と並んで利用者が多い鉄道利用者に対し、鳥取県の認知度の向上と誘客を進めるため、中京圏
最大のターミナル駅である名古屋駅において、鳥取県の魅力を発信する観光PRを実施する。
- 鳥取県での宿泊旅行者に、占的る中京圏発地者の割合が増加傾向(旅行会社調査)
7.6%(2011年度)→11. 6%(2012年度)
. 中京圏から鳥取県への旅行者のうち鉄道利用者が約37%(平成25年鳥取県調査)
JR名古屋駅は、東海道新幹線、 JR東海道本線、 JR中央本線、 JR関西本線、名鉄、近
鉄、地下鉄、あおなみ線が乗り入れる巨大ターミナル
. 新幹線利用で名古屋駅から鳥取市まで最短3時間20分という近さをPR

2 主な事業内容
鉄道利用者を主対象として鳥取県の魅力のPRを実施する.

会場 JR名古屋駅中央コンコス帯

PRァーマ -鳥取の魅力(温泉、自然、グルメ、アクァィビァィ、観光施設、全国障
がい者芸術・文化祭等)紹介
-新幹線で鳥取市まで約3時間20分というアクセス

内容 -イベントスペースでの鳥取県観光，PRイベント (2日間)
PRブース設置によるステージイベント、観光資料の配付、クイズ大会
などによる鳥取の魅力を紹介

-コンコース周りの柱への県PRポスター連続貼り (25枚:7日間)
-その他、東海地区JR駅でのポスター掲出等

備考 • J R名古屋駅の 1日あたりの乗降人数378千人
(コンコース流動人数はその数倍)
-名古屋駅は、名古屋の顔とも言うべき場所であり、 PRによる県のイメ
ージアップ効果も期待できる。

3 これまでの取組状況、改善点
これまで、「テレビ等マスコミ」、「旅行雑誌j、「イベント開催J、「交通機関でのPRj等により|
鳥取県の認知度向上等を図ってきた。 I
そのうち、「交IJ用通者機を関対で象のにP一R層」として昨年は以下のとおり PRを行ったが、平成26年度は、新
幹線等の鉄を行道利う 効果的に誘客を図るため、名古屋の顔ともいえる名古屋駅で集中

的なPR
[平成25年交通機関での鳥取県PR]
.・金山(かなやま)駅コンコースでの鳥取県観光PRイベント(平成25年6月27日-28日)
-名古屋駅コンコースで鳥取県PRポスター掲出(平成25年9月17日-23日)
-東海地区主要JR釈で鳥取県PRポスター掲出(平成25年9月-11月)
-名古屋市営地下鉄で鳥取県のPRステッカー掲出(平成25年11月の1ヶ月間)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
2款総務費 鳥取力創造課(内線:7248)→ 
2項企画費 事業実施:文化観光スポーツ局スポーツ課

2百 計画調査費 (単位:千円)

事業名 本年度 書締渡 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新) {基金繰入金)
「新生j鳥取マラ 5， 080 。5， 080 5， 000 80 
ソン支援事業

トータルコスト 6，628千円 (前年度 O円)[正職員:O. 2人非常勤職員 :0人]
主な業務内容 大会運営・実行委員会等調整、負担金支出

工程表町政費目tn指車)
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
競技力の肉土及びスポーツによる地域振興に資するため、規模を拡大・充実して平成25年度
から新たにスタートした「鳥取マラソン」を実施する実行委員会に対し、所要の経費を負担す

る.

2、主な事業内容
0鳥取マラソン2015(平成27年3月開催予定)に係る県負担金(5，000千円)
0標準事務費(80千円)

3 参考(鳥取マラソン2014の概要)
ア実施日平成26年3月16日(日)ー
イ種J 目 フルマラソン (42.195凶、日本陸連登録の部男女、一殻の部男女(全て18歳以上)
ウ コース 砂丘をはじめとして鳥取市内を巡るコースを設定(日本陸連公認)

鳥取砂丘オアシス広場付近(スタート)~仁風間・鳥取城跡・鳥取県庁前
~字倍神社~鳥取環境大学付近~とりぎんバードスタジアム~円通寺橋

~豊実公民館~コカ・コーラウエストスポーツパーク陸上競技場(フィニッシュ)

エ定 員 3，000人
オ参加料 7，000円
カ主 催鳥取県、鳥取市、鳥取陸上競技協会、新日本海新聞社

キ主 管鳥取マラソン実行委員会

(官民連携による実行委員会を構成、関係団体として県、県教委、鳥取市ィ烏

取市教委、 J鳥取陸上競技協会、新日本海新聞社ほか)
ク事業費 54，800千円

(財源内訳:県7，500千円、鳥取市8，000千円、，新日本海新聞社15，600千円、
参加料等23，700千内)
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2款総務費 鳥取カ創造諜 f内線:7070)→ 
2項企画費
2自 計画調査費

事業名 本年度 前年度 比較

事業実施:文化観光スポーツ局スポーツ課

(単位:千円)

財ー 源 内 訳

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

ガイナーレ鳥取と (基金繰入金)

連り推携iした地域づく 6.053 6.053 。 5.753 300 
進事業

トータルコスト I広696千円 (前年度10.025千円) [正職員:0.6人]

主な業務内容 委託事務の実施

工程表の政策目標(指標)多様な活動を行う様々な主体が自主的かつ連携して地域づくりに取り組む社

会を実現する.

事業内容の説明
回 目ー:!:"'"->も--・，，:::_;;;‘"ー-

1 事業の目的・概要
県がガイナーレ鳥取との問で締結した包括連携協定に基づき、県民がガイナーレ鳥取の選手と
ふれ合い、相互理解と親近感の厳成を進める場を設けることにより、ガイナーレ鳥取を鳥取の誇
りと感じてもらいつつ、充実した県民生活や地域の活性化を図る.

2 主な事業内容
ぐ単位:千円)

区分 予算 内容

-全ての地域住民の方を対象に、ー体を動かしτ楽しめるい
ろいろな遊び、スポーツを開催する.
-事業と並行して鳥取方式の芝生化の魅力を感じてもらう
ことで、芝生化の理解促進を図る.

鳥取方式の芝生化と (東部地区、中部地区、西部地区でそれぞれ開催.)
スポーツを遇じた地 5.753 -ガイナーレ鳥取が自治会、地域づくり団体s 幼稚園等へ
域づくり事業 、 訪問し、協働して地域イベント等に取り組み、その上で

地域の子どもたちと体を動かしながら触れ合う.
(年間30回程度実施を予定.)

委託先:株式会社sc鳥取
標準事務費 300 
計 6.-053 

3 これまでの取組状況、改善点
事業内容 H24年度 H25年度(見込)

サッカ 教室またはスボ ツ教室の企画・運営及び鳥 19回 34回
取方式の芝生化のPR
地域住民とふれあう取組への選手派遣 30回 30回
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3款民生費
1項社会福祉費 人権・同和対策課(内線 :7592)
1自 社会福祉総務費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

(雑入)

人権啓発教育事業 32， 738‘ 35， 642 ム2，904 24，074 7 8， 657 

トータルコスト 60， 599千円(前年度66，.623千円) [正職員:3. 6人、非常勤職員:1.0人]
主な業務内容 -人権啓発事業等の企画、関係機関等調整・協働、事業実施

-公募事業の周知、審査、協働実施、委託金等支払い

工程表の政策目標佐官標) -県民の人権に関する自発的な取組みを推進、書発機会を広く県民に提供

-啓発事業の推進:県民の研修会等への参加経験割合をlOポイント増加

-職員の人権意識の向上i単位制研修の履修率を平成18年度比15ポイント増
加、所属研修の実施率100%維持

事業内容の説明

事業の目的・概要
人権が尊重される社会づくりを推進するため、各種啓発事業を実施し、市町村や県民等が行う人権
意識の高揚を図る取組みを支援する.

2 主な事業内容
事業区分 予算額 事 業 内 容
人権普発広報事業 . 6，419 ァレピXポョト、情報誌、，人権・同和問題啓発フジオ等により、

県民の人権問題に関する理解と認識を高める.

人権問題研修推進 7，944 ①企業・市町村トップ人権セミナー
事業 市町村の首長、議長、企業の代表者、管理監督者等を主な対

象とし、新たな人権の視点や意識を深める機会を提供する.
②県職員人権問題研修

全職員が人権問題についての認識を広げ、人権を尊重した施

策が推進されることを目的に職場研修を行う.

13， 063 ①人権啓発活動市町村等再委託費 12， 943千円
団体等支援事業 ②鳥取県人権擁護委員連合会補助金 120千円
県民等との協働に 4，000 ①県民企画による人権啓発活動
よる人権啓発事業 県民が企画する効果的な人権啓発事業を公募、実施を委託し、

県民の自発的な人権尊重の取組を促進する.

②ガイナーレ鳥取と連携した人権啓発事業

ブラインドサッカーの体験スタールを開催し、ユニバーサル

社会についての理解を深める.また、サッカーのフェアプレイ

精神を活かした啓発物品を配布し人権意識の向上に努める.

③学生企画による人権啓発事業[新規]

県内大学のサークルや研究室などの団体に若者向けの人権啓発

イベントの実施を委託し、イベントの企画・運営を通じて、若者
に「人権Jをより身近なものとして考える機会を提供するととも
に、若者の人権意識の向上を図る.

楽しく身につけよ 1. 312 映画をユーパーサル上映(音声ガイド・日本語字幕付1するなど
う人権感覚事業 親しみゃすい方法により人権問題の理解を促進する.
ぷ語、 言+ 32，738 

3 これまでの取組状況、改善点
(1)各事業で、利用者へのアンケートなどによりニーズを踏まえて、テーマや内容の選定を行って
いる。
(2)スポーツを活用した人権啓発活動として、ガイナーレ鳥取と連携したブラインドサッカ一体験ス
クールを平成23年度から実施している.
(3)若者への人権啓発を進めるため、若者自身に人権啓発について考えてもらう「学生企画による大
様啓発事業Jを実施する。
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2款総務費

2項企画費
5目 スポーツ振興費

事 業 名 本年度

スポーツによる情報

発信・地域おこし支 15，285 
援事業

教育委員会スポーツ健康教育課(内線 :7919)→
事業実施:文化観光スポーツ局スポーツ課

(単位:千円)

前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

21， 968 ム6，683 15，285 

トータルコスト 16，059千円(前年度 22，762千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 申請書の審査、補助金交付、確定検査

工程表の政策目標(指標)フイフスァージに応じた運動、スポーツ活動の充実

事業内容の説明

事業の概要

スポーツを通して鳥取県の情報発信や地域おこしを行うため、本県で生まれ育った全図的な大

会や全国的なチームに対して支援する。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 補助率 事業内容

日本海駅伝競走大会 1， 000 定額 日本海駅伝競走大会の運営費を支援す

運営事業 る。

補助対象者:新日本海新聞社

J 3アウェイゲーム 11，460 1/2 ガイナーレ鳥取の県外アウェイゲーム遠
遠征事業 征費の一部を支援する。

補助対象者:株式会社sc鳥取
ガイナーレサッカー 2， 525 1/2 ガイナーレ鳥取が運営するサッカースク
スクール運営事業 ールの運営費の一部を支援する。

宇佐美杯鳥取県空手 300 定額
補宇助佐対美象杯者鳥取:株県式空会手朴道sc 鳥取

選手権大会の運営

道選手権大会運営事 費を支援する。

業 補助対象者:鳥取県空手道連盟

合計 15，285 
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7款商工費
3項観光費
1目 観光費(総合事務所分は地方機関計上予算〉

事業名 本年度 前年度 比較
M 1原 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

スポーツツーリズム
日量金繰λ謝

推進事業
73， 100 29， 400 43， 700 48， 600 24， 500 

トータルコスト 85，483千円(前年度38， 138千円) [正職員:1. 6人]
主な業務内容 外国人観光客誘致活動、関係機関等との連絡調整

工程表の政策目標(指標) 外国人観光客の倍増、国際リゾートの実現

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
山・川・湖・里・海といった日本の原風景の中に数多くの温泉や貴重な歴史文化遺産などが点在し、
四季折々の食材にも恵まれた鳥取特有の風土を活かし、これらの魅力と同時に各種アウトドアスポー
ツを楽しめる環境づくりと海外・県外からの誘客を戦略的に進め、 「スポーツリゾートとっとり」の
ブランド化を図りつつ新たな鳥取ファン獲得を目指す。

2 主な事業内容

【1 (新}誘客戦略の推進 10， 750千円(国際観光推進課)】

県内各地域の自然・風土を活かしたアウトドアスポーツ素材の発掘や魅力づくりについて、「鳥取県
エコツーリズム推進連絡協議会J(仮称)において検討し戦略的な展開を図るとともに、海外の大手自
転車メーカーやアウトドアブランドメーカーとの関係を活かじた誘客プロモーション等を実施し海外
からの観光客を誘致する。 (単位:千円)

区 分 予算額 内 ?G 
(1)台湾からの誘客 -サイクリング大会等のイベントやメディアを活用し

台湾の自転車メーカ一系旅行社と 6， 800 た情報発信

連携した情報発信及びツアー造成 -サイクリングのモニターツアーの実施

(2)韓国からの誘客 -メディア招請による「アウトドアスポ ツリソ ト
韓国のアウトドアブランド系旅 3， 450 鳥取jの魅力の情報発信
行社と連携した情報発信及びツ -韓国のアウトドアブランド会員を対象とした登山や
ア一造成 トレイルなどのモーターツアーの実施
(3)新たな魅力づくり . rジャパンエコトフックJ(仮称)の全国組織への
「ジャパンエコトラックJ(仮称) 500 加盟
への参画

※「ジャパンエコトラック」とは、サイクリング・ウォーキング・カヤックなど人力での移動を基
本とする新しい環境にやさしい旅行スタイル。

【E ウォーキングリゾートの推進 6， 750千円(中部総合事務所)】

県中部地域を中心に取組が行われているウォーキングコースの整備、ウォーキング大会の充実i国際会

議の誘致及びウォーキングの普及を地元関係者と協働で推進し、国内外で認められるウォーキング・リゾ

ートを目指す。

(1)発信力ある大会の支援 2， 000千円

大会名
SUN-IN未来ウオーク SUN-IN未来100kmウオーク
(県中部、 6月) (県中部、 1 0月頃)

事業主体 SUN-IN未来ウオーク実行委員会 NPU法人未来

事業内容 大会運営費、広報官伝費等 大会運営費、広報官伝費等

補助率等 1/2 (上限1， 000千円) l/2 (上限1，000千円)
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(2)国際会議誘致支援 800千円
トレッキング、ウォーキング¢世界大会であるワールドトレールコンファレンスの県誘致活動に対する支援
事業主体 INPω宏人未来
事業内容|誘致に係る各種PR経費、関係者招聴旅費等
補助率等 I1/2 (上限800千円)

(3 )ノルディック・ウオークの普及促進 450千円

ノルディック・ウオークの普及活動に対する支援
事業主体 市町及び回体

ノルデイツク・ウォ ク公認指導員養成講習受講経費
事業内容 (ノルディック・ウオークの普及を目的とする事業に新たに取り組むため

に受講する場合に限る。)
補助率等 1/3 (上限15千円/1人) ※30名の指導員を育成予定

(4)東郷池周囲コースの整備 3. 500千円

平成25年度に作成した整備計画に基づく東郷池周回コース(延長約12km)への案内看板等の整備
(歩道上への矢印サインのペイント、看板設置等)

rill サイクリングリゾートの推進 55.600千円(西部総合事務所)】

県西部地域を中心に取組が行われているサイクリングコース・サイクリスト支援システムの整備、
各種アウトドアスポーツイベントの充実を地元関係者と協働で推進し、国内外で認められるサイクリ
ング・リゾートを目指す。

( 1 )サイクリングロードのネットワークづくり (単位:千円)
名称 内容 予算額

白砂青松・弓ヶ浜半島コース整 皆生温泉から夜見町に至る区間(延長7.5 38. 000 
備(皆生工区) km)を走行しやすくする整備工事
白砂青松・弓ヶ浜半島コース整 夜見町から夢みなとタワーに至る区間(弓 5.000 
備(弓ヶ浜工区) ケ浜工区延長7.8km)に係る予備設計
サイク 1)ングコースマップの作成 サイクリングコースや見どころ、食事処、 1. 000 

休憩所等を紹介するマップの作成(1万部)

( 2)サイクリスト支援「ダイジョウブシステム」の整備 (単位:千円)
名称 内容 予算額

コンビーエンススト コンビーエンスストア(協力庖舗)へサイクリストの 3.000 
アと提携した休憩所 ための「ほっとステーション(仮称)看板」、バイク
の整備 スタンド、工具セット等を設置

自転車輸送サービス サイクルトレインのイベントへの支援 1. 000 
の充実 (定額補助(上限100千円)) 

(実施路線境線、伯備線・山陰本線(県西部))

車両積載しやすくする専用袋(輪行バッグ)の主要駅 600 
への整備支援(1/2補助)

( 3 )スポーツイベント開催支援事業 (単位:千円)
名称(開催時期) 事業主体 補助額(定鯛

全日本トフイアスロン皆生大会 (7月) 皆生トライアスロン協会 5. 000 
皆生・大山 SEATO印刷IT(10月) 皆生・大山 SEATO SU刷IT実行委員会 1. 000 
ツール・ド・大山 (5月) ツール・ド・大山実行委員会 500 
アウトドアスポーツフェスタ(未泡 鳥取県アウトドアスポーツ協議会 500 

3 これまでの取組状況、改善点
「エコツーリズム国際大会2013in鳥取」、ツール・ド・大山、 SUN-IN未来ウオークの開催等を通
じて、スポーツツーリスム推進の機運が県内で高まっており、同時に海外での認知度も徐々に向
上しつつある。この好機に韓国・台湾等への情報発信・旅行商品造成・環境整備等を戦略的に進
め、グラウンドゴルフなどの取組とともに、我が固有数のスポーツ・リゾート化を図る。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費 教育委員会スポーツ健康教育課(内線 :7921)→事業実施:スポーツ課
5目 スポーツ振興費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
目オ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新) 2 0 2 0東京 11音器入金)
オリンピック・パラ

8， 187 。8， 187 2，000 
6， 168 

リンピック代表選手 (諸収入)

育成プロジェクト 19 
トータルコスト 12， 830千円(前年度O千円) [正職員:0.6人、非常勤職員:1.0人]

主な業務内容 検討委員会の開催、委員との連絡調整、タレント発掘選考会の実施

工程表の政策目標(指標) トップアスリートの育成

事業内容の説明 [ fこども未来基金」充当事業]

事業の概要

2 0 2 0東京オリンピック・パラリンピックに向け、優秀なジュニア選手の発掘・育成、子ども
たちとトップ選手との交流機会の創出、特別支援学校運動部の強化などに取り組み、スポーツ気

運の向上と本県から東京オリンピック・パラリンピックへ出場する選手の輩出を目指す。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

1.チーム鳥取 1発掘・ 2，807 オリンピック選手になる得る可能性を秘めた子ども
育成事業 たちを発掘・育成するプログラムを作成し、系統的、

戦略的にトップアスリートの育成を図る。

0トップアスリー卜育成プログラムの検討・作成
検討委員会の開催(年4回 委員 10名)
〔主なプログラム〕

トレーニングプログラム

スポーツ教育プログラム

0体力測定会の開催、候補者の選考
選考会年2回(体力テスト)
〔対象者〕中学生

〔対象競技〕ボート、自転車、ウエイトリフテイング、

フェンシシグ、ライフ)v、アーチェリーなど
→中学・高校生から競技を始めて、トップ選手に

なり得る可能性の高い競技

〔発掘育成の流れ〕

[ 1年目]
|県内中学生を対象に募集|

|選考(1次選考・2次選考[]

Qチーム鳥取」候補者の認定 l
[2年目]
[共通プログフム] [競技体験]

-トレーニングプログラム [競技専門プログラム]

-スポーツ教育プログラム

競技選択(面接等)
↓ 

|各運動部、競技団体で強化|
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区分 予算額 事業内容

2 夢!輝き情報発信 5， 380 子どもたちとトップアスリート等とが触れあう機会
事業 を創出し、スポーツ機運の醸成を図る。

0子どもたちとトップ選手の交流会等の開催支援
事業を実施する競技団体へ助成

1 00千円x1 0団体
Oオりンヒ。ック出場経験のあるスポーツ指導員1名の確保

3 ，特別支援学校の運 (2， 426) パフリンピック種目の体験機会の創出や運動部の強
動部への支援 O)IJ掲) 化をとおして、パラリンピック選手を目指す子どもを

育成する。 {特別支援教育課実施)

0強化運動部指定 (4校8部)
強化指定部への強化費、外部指導者の派遣 等

0授業や課外活動の時間等で、パラリンピック種目の
体験機会を創出(障がい者スポーツ協会へ委託)

合計(1+ 2) 8， 187 
(10，613) 

3 これまでの取組状況・改善点
-これまでに本県は、 2名のメダリストをはじめとして、オリンピック選手、パラリンピック選
手を輩出しているが、その数は決レて多くはないロ

-障がい者スポーツの推進が求められる中、特別支援学校における運動部活動の充実が必要。

本県からより多くの2020年東京オリンピック・パラリンピック出場選手を輩出するために
は、これまでの取組を生かしつつ、スポーツ気運の醸成を図るとともに、チーム鳥取 l発掘・

育成など新たな施策を戦略的に展開することが必要。

10款総務費
7項保健体育費 スポーツ健康教育課(内線 :7921)→事業実施:特別支援教育課
4目 スポーツ振興費 (単位:千円)

事業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新) 2 0 2 0東京
オリンピック・パラ

2， 426 。2， 426 2，426 
リンピック代表選手

育成プロジェクト

トータルコスト 2，426千円(前年度O千円) [正職員:0，0人]
主な業務内容 特別支援学校強化運動部指定、パフリンピック種目の体験活動の支援

工程表の政策目標(指標)特別支援教育の充実

事業内容の説明

1 事業の概要
2 0 2 0年東京パラリンピック選手を目指す子どもの育成を目指すため、鳥取聾学校、自兎養
護学校、米子養護学校、琴の浦高等特別支援学校の8部活を強化運動部に指定し、障がいスポー
ツ専門の外部指導者の派遣や県外遠征などに要する経費を支援する。

また、パラリンピック種目の中で、特別支援学校の児童生徒が取り組みやすい競技を体験する

機会を提供する。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

強化運動部指定事業 2， 210 特別支援学校の運動部への支援
強化運動部 (4校8部)への強化費、外部指導者の
派遣等

パフリンピック種目体 216 授業や課外活動の時間等で、パラリンピック種目の体
験事業 験機会を創出(障がい者スポーツ協会へ委託)

合計 2， 426 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費 教育委員会スポーツ健康教育課(内線 :7921)→事業実務スポーツ課
5目 スポーツ振興費 (単位・千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債 その他 一般財源

〔新)集まれ!トッ l基金韓入金)

プアスリート合宿誘 56， 715 。56， 715 56，468 247 
致プロジェクト事業

トータルコスト 61曾358千円(前年度O千円) [正職員:0.6人]
主な業務内容 戦略会議(全体会議・専門会議)の開催、委員、市町村、競技団体との調整

工程表の政策目標(指標) トップアスリートの育成

事業内容の説明 [ r鳥取力創造運動推進基金J充当事業]

事業の概要

拠点となる競技施設の整備を図るとともに、国内外のトップチームの合宿を誘致し、県民がト

ップレベルのスポーツに触れる機会を創出し、本県アスリートの意識啓発や競技レベルの向上な

ど、スポーツの振興を図る。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

1.国内外のトップチ 764 「合宿F等誘致戦略会議Jを設置し、国内外のトップチ
一ムの合宿誘致に ームの合宿等誘致に向けた検討及び誘致活動を行う。

向けた検討 0全体会議年2回
(県、関係市町村、県体協、競技団体、観光コンペン

ション関係者等で構成)

0専門会議年2回
(関係競技団体(7競技程度を想定)、県、関係市町
村、県体協で構成)

〔誘致活動の内容〕

-中央競技団体や各国競技団体への誘致活動

-大会誘致、大会開催によるアピール

-合宿時の具体的計画の検討等

〔合宿誘致スケジュール〕

2014年 方針、取組等の検討

受入れ準備(組織、施設の整備等)

大規模大会の開催、国外チームの合宿

誘致等

※適宜、実行できることから取り組み

を開始

2018年頃 海外代表チーム事前合宿地の決定

2019年 海外代表チームや日本代表チームの

事前合宿

2020年 海外の代表チーム直前合宿
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区分 予算額 事業内容

2. JOC強化拠点施設 55， 951 JOCセーリング強化センター(※)の認定に向けて境
の認定に向けた施 港公共マリーナの競技力向上のための機能や利便性の

設整備等 向上を図るために必要な施設・設備の整備等を行う。

〔整備内容〕

概 要 金額

0チャーター艇の整備 29， 160 
艇を輸送せずに、効率よく合宿等が行

える貸出用のチャーター艇を整備する。

0コーチングスタッフの確保 4，666 
選手の海上トレーニングをコーチン

グするスタッフを配置し、練習環境を

整える。

0救助艇等の配備、エンジン交換 21，006 
大会等の運営や安全対策に必要なボ

一ト3艇の配備、現有2艇のエンジン
交換を行う。

0トレ一一ング設備の整備 1， 119 
筋力トレーニングができる専用器具を

設置し、合宿等の練習環境を整備する。

0艇庫の整備(境港管理組合で対応)
チャーター艇や一部ヨットのマスト (l00， 000) 
を立てたまま格納できる艇庫を整備

し、利用環境の向上を図る。

合計 (1+ 2) 56，715 
※JOCセーリング強化センタ
日本オリンピック委員会(JOC)が認定するセーリング競技の圏内拠点施設であり、現在あ
る2施設に加えて、新たに追加認定する施設が公募され、これに対してJ鳥取県セーリング連

盟が境港公共マリーナを申請中。

強化センターに認定されれば全国レベルの大会開催や日本代表を目指す選手の合宿誘致な

どが見込まれる。

3 これまでの取組状況・改善点
・合宿地としても、布勢運動公園やバードスタジアム等は、空港からのアクセスの利点もあり、

過去にもジャマイカ陸上選手団やエクアドルサッカー選手団が本県で合宿している実績があ

る。

-日本セーリング連盟のJOC競技別強化センター候補地公募に、鳥取県セーリング連盟が境港公
共マリーナを申請中。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費 教育委員会スポーツ健康教育課(内線 7 9 2 1)→事業実施スポーツ課

5目 スポーツ振興費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

(新) 「関西ワール

ドマスターズゲーム
12， 500 。12， 500 12， 500 

ズ2021J平成26年
度開催準備費負担金

トータルコスト 14， 048千円(前年度O千円) [正職員:0.2人]
主な業務内容 関係機関連絡調整

工程表の政策目標(指標)ライフスァージに応じた運動、スポーツ活動の充実

事業内容の説明

事業の概要

「関西ワールドマスターズゲームズ2021J大会開催準備の必要経費(平成26年度分開催府県
市負担金)について負担する。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

「関西ワールドマス 12， 500 開催府県市負担金 112，500雫円のうち、本県割当額を
ターズゲームズ 負担する。

2021J平成26年度開 (112， 500千円-;.-9府県市(鳥取県、京都府、兵庫県、
催準備費負担金 滋賀県、和歌山県、徳島県、京都市、堺市、神戸市)) 

〔参考〕ワールドマスターズゲームズ何MG)概要
国際マスターズゲームズ協会 OMGA)が原則4年ごとに主催する、 30歳以上の成人・中高年
のアスリートを対象とした生涯スポーツの国際競技大会。(近年開催都市:2009シドニ一、2013
トリノ。大会規模:選手参加者数 107か国約 15，000人(トリノ大会時)) 
〔今後の計画〕

-平成26年9月 組織委員会の設立

-平成26年 12月 闘催地契約の締結

-平成28年 12月頃まで 開催競技、会場地決定
( r関西ワールドマスターズゲームズ2021J準備委員会 平成26年度収支計画〕
区分 金額(千円) 内訳(千円) 摘要

大会開催準備費 97， 895 組織委員会設立・運営費用等

支出 133，395 
マーケァィング費 7，000 海外視察、海外でのPR費用等
広告官伝費 8.500 ホームページ運営経費等
予備費 20， 000 

収入 137，500 
府県市負担金 112， 500 12， 500千円X9府県市
民間等 25， 000 広告料収入

3 これまでの取組状況・改善点

-平成24年秋、 IMGAから関西広域連合に対して 2021年WMGの関西大会開催の打診があった。
-本大会は、生涯スポーツの推進、観光誘客、国際交流の促進等の点で意義の大きいものである

ことから、関西広域連合として大会招致について正式決定。

-平成 25年9月、 2021年関西大会開催に向けて、官民連携の準備組織である準備委員会が設立
され、本県でも生涯スポーツの推進等、大会の持つ意義を踏まえ、準備委員会に参加。

-同年 11月、 IMGAによる主要競技施設等の査察を経て、 2021年関西大会の開催が決定。

164 



平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費

3目 交通対策費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

(新)わかりや

すい・乗りやす
23， 320 。23， 320 

い公共交通環境

整備事業

トータルコスト 26，416千円(前年度O千円) [正職員:0.4人]
主な業務内容 パスなど公共交通の利用環境の充実

工程表的政露目~(指標) 地域の実情・ー ズに応じた生活交通体系の確保

事業内容の説明

事業の目的・概要

交通政策課(内線:7642) 
(単位千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

23， 320 

交通政策基本法が制定され総合的な交通体系の整備や観光施策等との連携が求められるとともに、

大交流時代の到来等、本県が迎える新たな潮流に適応するため、国内外からの観光客も含めて、誰

でも県内の公共交通を容易に利用できるよう、情報通信技術も活用したおもてなしの充実など環境整

備を積極的に推進する。

2 主な事業内容
( 1 )観光客、外国人、障がい者などに配慮した公共交通の利用案内の充実 21. 400千円

0複雑なパス情報の再整理と情報充実
-主要観光地等のバス停標識を刷新する。(県パス協会への補助)

(パス行先番号の再編と連動、路線案内の追加、外国語対応の充実等)

-鳥取パスターミナルについてハード・ソフト両面から多言語表示や文字・音声情報を充実させる。

0パス、鉄道、航空等、交通機関の連携強化
-パス、鉄道、航空等の交通機関を網羅した路線図、案内板を作成し、主要駅、パスターミナル、

空港等に掲出する。

-空港や駅、主要観光地を起点に公共交通を利用した旅行プランの策定とPRを行うとともに、
パス、鉄道、航空をカバーした総合時刻表を作成する。

0経路検索、乗換案内の充実
-パスロケーションシステムの対象エリアを拡大する。

(H25友部、 H26西部、 H27中部で全県カバーを目標とする。)
-簡易版多機能バス停を設置する。(想定・総合病院、，米子パスターミナル等)

→パスネットを利用した県内のパス、鉄道による経路検索が可能。

円一『円一一一一一_."--一一一一一一一一一一一一一一ー一一ー一一----円開園一一一一 F 一一一副ーー一一ー一一』一一_.~-"一一一F一一

※パスネット:県内全域で出発地点から目的地までの徒歩、パス、鉄道を使った経路(時刻

や路線名等)が検索できるインターネットサービス。鳥取大学が開発、運用している。

※パスロケーションシステム・パスに搭載したスマートフォンの GPS、通信機能を用いてバ
スの運行情報をパスネット上に表示する。

※簡易版多機能バス停 簡易な端末を用いてパスネット、パスロケーションシステムが活用

できる環境を整えたバス停。

-…司 ・一一回 ・一一一一一一一一一 一M 岨""--"一一一一一ー‘・ ，・・ 岨副 一一 一温聞 峰、同

( 2 )海外からの誘客対応として公共交通での無料Wi-Fi環境の提供 1. 920千円
-特に海外からの観光客のおもてなし対応として、公共交通機関で移動中であっても切れ目ない

インターネット接続環境を提供するために、空港連絡パス等にWi・Fiルータを設置する。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
2款総務費

2項企画費i 情報政策課(内線:7849)→事業実施:総務部情報政策課

(単位:千円)2目 計画調査費

事業名 本年度 前年度 比較
目オ 源 内 訳

国産支出金 起債 その他 一般財源 備考

(新)鳥取どこでも・

モバイル・インターネ 9，710 。9，710 9，710 
ット事業

トータルコスト 12，032千円(前年度 O千円) [正職員:O. 3人]

主な業務内容 現地調査、契約業務、各種調整

工程表の政策目標(指標) 誰もがブロードバンド環境が利用できる無線LANアクセスポイントを普及する。
事業内容の説明

事業の目的・概要

大交流時代を迎えている中、多くの外国人観光客は、国内携帯電話会社と契約をしていないため、

無料Wi-Fi(公衆無線LAN)環境がないと、インターネットが利用できず、観光庁の調査で「無
料公衆無線LAN環境」が外国人観光客が旅行中最も困ったことの第一位となっている。
そのため、無料WトFi環境を整備し、外国人観光客が、携帯電話やスマートフォン、タブレット
等による様々な情報の収集やFacebook、ブログなどでの情報発信、母国とのメールのやりとり等を容
易にできるようにして、鳥取を訪れる外国人観光客への f]C Tを活用したおもてなし」を推進し、

満足度の向上や観光客増等につなげる。

2 主な事業内容
(1)外国人観光客ツアーへのWi-Fiルータ貸出 (50台(予定)) 5， 006千円
空港の観光案内所等で、外国人観光客のツアーに同行する旅行会社担当者や通訳等に モパイル

型Wi-Fiルータを貸し出し、外国人観光客がツアー移動中にインターネットをできる環境を提供
する。

(2)観光施設、道の駅等での Wi-Fi利用 (40台(予定)) 4♂ 704千円
W山環境が整備されていない外吋光客が立ち寄る観光施設道の駅等明Wi-FiJv-
タを設置し、来場者がインターネットをできる環境を提供する。!

3 これまでの取組状況、改善点

平成24年度から、鳥取どこでもブロードバンド事業により‘施設の光ファイパを利用したWi-Fi
環境を整備してきた (H24 : 29施設40箇所)が、ここ 1、2年の聞に、高速なモパイルインター
ネット通信環境が整備されてきたため、光ファイバとともにモバイルインターネット通信環境を活用

して、施設でのWi-Fi利用とともに外国人ツアー客が移動中でもWi-Fiを利用できる環境を整備す
ることとした。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
3項観光費 国際観光推進課(内線 :7310)→事業実施:観光戦略課

(単位:千円)l目観光費

事業名 本年度 前年度 比較
~t 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

世界に開かれた“とっ

とり"国際観光推進事 43， 056 38， 067 4，989 43， 056 
業

トータルコスト 50，973千円(前年度 46，805千円) [正職員:O. 7人]

主な業務内容 関係機関との連絡調整、広報、補助金・負担金交付業務

工程表の政策目標(指関 外国人観光客の倍増、国際リゾートの実現

事業内容の説明

l 事業の目的・概要

本県を訪れる外国人観光客の満足度を高め、鳥取ファンやリピーターの獲得・拡大へとつなげるため、

「国際リゾートJと呼ばれるにふさわしい来県客にとって便利で快適な受入環境整備を関係団体・事業者等

と協働で整備する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 内 甘信 4・

-インバウンド研修会の開催(2回)

(l) fおもてなし」の充実 5， 000 
-関係者における意見交換会の実施(各地区1回)
-県内空港、 JR駅・列車内でのチャーター便歓迎
行事の実施(年間30回程度)
-米子鬼太郎空港・境港連絡パスの運行支援

(2)観光二次交通の確保 24， 500 -各圏域(東部・西部)における周遊パス等の運行
支援

-米子空港ビル及び境港国際旅客ターミナルの観光
(3)観光案内体制の整備 3， 056 案内所への案内人配置

-県内国際観光案内所等の意見交換会開催(1困)

-受入環境整備に対する支援

(4)観光施設等の多言語対応の
(民間事業者・市町村等の案内看板の多言語化、

9，000 外国語ホームページ等の作成支援等)
充実・利便性の向上 -多言語電話通訳サービスの提供(im年)

-外国人による県内観光地の巡回点検(1回)

-消費税免税制度説明会の開催(1回)

(5) (新)外国人旅行者向け消費税
-免税ショップの情報発信

1， 500 (ステッカーの作成、マップ作成)
免税制度の導入・拡大

-免税ショップ増設等に関する支援

(免税手続きに要する備品等購入、広報経費)

言十 43， 056 

3 これまでの取組状況、改善点

平成2"5年4月に策定した「国際リゾートとっとりプランJの受入環境整備計画に基づき、外国人

観光客の受入態勢を整備中。今年度は昨年夏の連続チャーター便で来県した香港観光客に好評であった

「おもてなし」を充実させるとともに、今秋に予定されている外国人旅行者向け消費税免税制度の拡

大に伴うサービス強化を図る。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
3項観光費
1目 観光費(総合事務所分は地方機関計上予算)

事業名 本年度

観光政策課(内線 :7239)→事業実施観光戦略課
国際観光推進課(内線 :7221)→事業実施:観光戦略課

西部総合事務所地域振堕局(電話:0859-31-9372) 
(単位:千円)

前年度 比較
p.t 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

とっとりスタイJレエコ
32曾400 34. 540 ム2.140 32. 400 

ツーリズム推進事業

トータルコスト 37.818千円(前年度40.101千円) [正職員:O. 7人]
主な業務内容 補助金交付事務、実施主体との連絡調整等

工程表の政策目標(指標)
地域自らが、自然、温泉、歴史、食、文化、人物等に着目し、知恵と力を結集さ
せて地域資源を磨き、行政がその取組内容に応じたサポートをする。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
多様な自然環境、歴史文化遺産、食材等鳥取ならではの地域資源と各分野の人材を活用した体験型
旅行商品の開発・普及を促進し、鳥取の潜在力や秘めた魅力をより深く来県客に伝えることにより、
国内外の鳥取ファンやリピーターの獲得・拡大を目指す。

2 主な事業内容

[1 全県域の連携強化 4. 000千円(観光政策課・西部総合事務所)】

(1) (新)連携組織を通じたプロモーション等の実施 1. 000千円
県域のエコツーリズム連携組織「鳥取県エコツーリズム推進連絡協議会(仮称)Jを立ち上げ、団
体聞の情報共有や共同プロモーション活動などを通じ、鳥取県を「エコツーリズムのメッカ」とし

て全国・世界へ向けて強力に発信する。

-合同研修会の開催

-旅行会社訪問、商談会等の合同プロモーション

( 2 )スマートフォンアプリを活用した情報提供 3. 000千円
鳥取県の観光情報を提供するスマートフォンのアプリ iTOTTR1 PJ (とっとりつ〆~)につ
いて、エコツーリズム国際大会の成果を踏まえたエコツアー情報を掲載するなど、更なるコンテン
ツの充実を行い、国内外から本県を訪れる旅行者への情報提供を強化する。
-提供情報観光スポット、観光モデルコース、グルメ、宿泊施設、公共交通機関等の情報

-対応言語 日本語・英語・韓国語

(委託先 NPO法人大山中海観光推進機構)

(II 圏内誘客の推進 18.000千円(観光政策課)】

地域資源の観光メニュー化や規模拡大を行う団体を支援するとともに、旅行会社やNEXCO西日本と連
携した情報発信及び販売促進を行う。

(1)教育旅行誘致(鳥取県観光連盟委託) 5. 000千円
①旅行会社等への売り込み強化 2. 000千円
県外旅行会社を対象とした現地視察研修会の開催

-現地視察研修会 5名程度×約5回
-教育旅行メニューガイドフゃツクの作成

②(新)教育旅行誘致促進支援 3. 000千円
本県での修学旅行受入を積極的に進めるため、誘引要素として宿泊費助成を設け、総合的な誘致

促進を図るもの。

補助対象者 県外の小、中、品等学校

補助額 宿泊延べ人数X1千円(上限300千円)
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(2 )観光メニュー造成や受地整備に対する支援(スタートアップ型) 5. 000千円
補助対象者 1市町村、観光協会など

補助額 I 1/2 (上限500千円)

(3)人材育成を核とした体制整備や規模拡大への取組に対する支援(規模拡大型)7.500千円
補助対象者 |市町村、観光協会など

補助額 I 1/2 (上限2. 500千円)

(4) NEXCO西日本と連携したカードラリーの実施 500千円
NEXCO西日本と西日本の各県が共同で実施するカードラリー「やまとごころ周遊記」に参加
し、高速道路を活用した情報発信と観光誘客に取り組む。

[ill(新)海外誘客・交流の推進 3. 400千円(国際観光推進課)】

平成25年度に実施した「エコツーリズム国際大会2013in鳥取」の成果を活かし、エコツーリズム
の先進地であるマレーシアとの交流を深めながら、エコツーリズムによる海外誘客及びガイド等の人

的交流を進める。

(単位:千円)

区 分 予算額 内 容

(])先進地との交流・人材育成 2. 400 

マレーシアへの訪問団派遣 2. 100 派エ・・遣本県コ県内ツ(総エのア勢エコー約ツコビーツ4ジアリ0ネ名ズースム)ガ先関イ進係ド国者、マ大とレ現学ー地生シ関のア係派へ者遣の研と訪修の問交涜団

エコツアーガイド研修会の開催 300 -マレ シーア等ガ先イ進ド研地修の有会名ガイドによる本県のエコツア

(2)海外からの誘客促進 1.000 

モニターツアー・ファムツアー
500 -マレーシアの旅行関係者 (4人Xl回)

の実施

海外向け広報宣伝 500 -観光展・商談会等への出展

[N滞在型観光「住まうように旅する」の推進 7. 000千円(西部総合事務所)】

「エコツーリズム国際大会2013in鳥取」の参加者に提供して好評を博した旅行商品(ヱコツアープ
ログラム)の販売促進、人材育成等に取り組む団体を支援する、，

区分 内 廿后匂

補助対象者 エコツ リズムの推進団体(設立検討中、市町村等で構成予定)

①情報発信

WEB、雑誌等での情報発信、マスコミ招致等
補助対象事業 ②商品造成及び販売

の内容 エコツアーガイドブック掲載商品の販売促進等

③人材育成及び普及啓発

エコツアーガイド養成研修会、シンポジウムの開催等

補助率等 1/2 (上限7. 000千円)

※平成26年度は、県西部地域の推進団体の活動を支援予定。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
3項観光費 観光政策課(内線 :7421)→事業実施:観光戦略課

(単位:千円)1目観光費

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

観光二次交通整備
12，774 2， 532 10， 242 12， 774 

支援事業

トータjレコスト 16， 644千円(前年度 4， 915千円) [正職員:O. 3人]

主な業務内容 補助金交付事務、関係機関との連絡調整

工程表の政策目標(指標) 地域自らが、自然、温泉、歴史、食、文化、人物等に着目し、知恵と力を結

集させて地域資源を磨き、行政がその取組内容に応じたサポートをする。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
旅行形態が団体旅行から個人旅行に変化し、空港や駅といった基幹交通拠点から観光地までの

二次交通の整備の需要性が増していることから、県内の観光二次交通の充実を図ることにより本

県への訪問客の増加を図る。

2 主な事業内容
( 1) 空港や駅から主要観光地を周遊するパス等の運行及び広報支援 (5，144千円)

名称 事業主体 補助率

鳥取空港鳥取砂丘間乗合タクシー 鳥取ハイヤー共同組合 1/2 

浦富海岸・鳥取砂丘観光周遊パス 浦富海岸・鳥取砂丘エリア 1/3 
観光三次交通運行協議会

(新)米子鬼太郎空港から県東部、中部周 梨の花温泉郷及び東部広域 1/2 

遊バス 行政管理組合

(2) (新)トライアル事業(米子鬼太郎空港、鳥取空港) (7，000千円)

スカイマーク新規路線就航やANA増便化にあわせ、民間事業者が空港や駅から観光地までの
観光二次交通を試行的に運行するもの(既存路線の延伸も含む)に対し支援を行う。

補助対象者 民間事業者

補助率 1/2 

補助対象経費 運行経費から運行収入を除いた額及び広報に必要な経費

※但馬地域連絡パス、松江地区連絡パスついて、別途、交通政策課で要求。

(3 )とっとりのりもの総合案内作成 (630千円)

観光客に県内の観光二次交通情報をわかりやすく情報提供するため、東部、中部、西部の

エリア別に情報をまとめたガイドマップを作成する。

3 これまでの取組状況、改善点

平成18年度から浦富海岸・鳥取砂丘観光周遊パス、平成21年度から鳥取空港ー鳥取砂丘問乗

合タクシーを運行するとともに、平成24年度から県内の観光二次交通をわかりやすく情報提供す

るため、とっとりのりもの総合案内を作成し、県内周遊環境の整備を進めている。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
3項観光費 観光政策課(内線 :7421)→事業実施:観光戦略課

(単位・千円)1目観光費
st 源 内訳

事業名 本年度 前年度 比較
国庫支出金 起債 その他→般財源 備考|

クルーズ客船受入推進
10， 700 6， 700 4， 000 10， 700 事業

トータルコスト 13，022千円(前年度 9， 08 3千円) [正職員:O. 3人]

主な業務内容 関係機関との連絡調整、広報、補助金・負担金交付業務

工程衰の政貫目標(指標)
他県と連携してエリアとしての観光魅力を向上させ、国内外からの観光
客誘致、滞在時間の延長を図る。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
クルーズ船の鳥取港及び、境港寄港による本県への経済波及効果を最大限に引き出すため、クルl

ーズ船寄港時に、より多くの乗船客が県内観光地等に立ち寄るよう素材の売り込みを強化すると

もに、受入環境の充実を図る。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 内 ~ゴhー

オプショナルツアー 2， 000 クルーズ船寄港時のオプショナルツアーコースとして、県内
コース提案支援事業 観光素材を取り入れたコースの提案を支援する。

(補助金額の上限:200千円、補助率112)
[補助対象者]民間事業者等

[補助対象経費]提案資料の作成費、旅行会社訪問に要する

経費等

2， 000 クルーズ船寄港時のオプショナルツアーコースの造成を支
援する。

※ ツアーコースには、県内の観光地等を必ず組み込み、食

事をとる場合は、県内の施設とすること。

(補助金額の上限:200千円、定額)
[補助対象者]旅行会社

[補助対象経費]ツアーパンフレット等作成経費

オプショナルツアー 2， 580 オプショナルツアーパス借り上げを支援する。
パス借上料支援事業 -立ち寄り先が県内のみ:パス 1台につき@15，000円

-立ち寄り先に県外を含む.パス 1台につき @5，000円
[補助対象者]旅行会社

周遊パス運行支援事業 4， 120 港から周辺施設等への周遊パスの運行を支援する。
[補助対象者】市町村、観光関係団体等

[補助対象経費]運行経費から運賃収入を除いた経費

l口'- 計 10， 700 

3 これまでの取組状況、改善点
平成25年に開始したオプショナルツアーパス借上料支援は、鳥取港、境港とも実績が出てお
り、引き続き、事業活用を旅行会社へ働きかける。また、周遊パス運行支援は、二次交通整備事

業から移行し、クルーズ船寄港時支援策としてフリー客の利便性を図る。

観光素材の売り込みについては、民間事業者との連携を強化する。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費

2項環境衛生費 砂丘事務所(電話:0857-22-0583) 
4目環境保全費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
~t 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新) 僅金型地

鳥取砂丘観光情報パ 2. 975 。2. 975 2. 975 
リアフリー化事業

トータルコスト 7. 618千円 (前年度 O千円) [正職員:O. 6人]
主な業務内容 補助金制度普及啓発・父付事務、委託業務に係る関係機関との調整

工程表の政策目標(指標) 砂丘の多角的な魅力の発掘・情報発信

[とっとり支え愛基金充当]

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取県手話言語条例の制定及び今年度開催される「全国障がい者芸術文化祭Jを契機とじて、鳥取

砂丘の観光情報のバリアフリー化を図り、様々な立場の方に鳥取砂丘をともに楽しんでいただく。

2 主な事業内容
(1)手話解説推進事業 2. 775千円
鳥取砂丘の見どころを手話で解説する動画コンテンツを製作し、タブレット端末等を活用してろ

う者の方が観光情報を入手しやすい環境を整える。

ア活用方法

-鳥取砂丘レンジャーによる砂丘内でのガイド

-鳥取砂丘パークインフォメーションでの映像放映

-とりネット掲載による情報発信

-鳥取砂丘周辺観光事業所の観光情報コーナーでの閲覧

イ 映像イメージ

風紋、砂柱、馬の背、オアシス、スリバチなど鳥取砂丘を代表する地形景観、砂丘に生息す

る動植物や条例、砂丘観光時の留意点等を手話、字幕、音声を交えて解説した映像を製作。

(2)鳥取砂丘観光情報バリアフリー化促進補助金(仮称) 200千円
鳥取砂丘周辺の観光事業者が、とりネット掲載の手話情報を閲覧才るためのタブレット端末等を

設置する経費の一部を補助する。

-補助率・ 1/2(上限20千円)
. 20千円x10事業所X1台

t 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
3項観光費 緑豊かな自然課(内線 7637) 

A 光費叫ん (単立:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
ftj 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

山陰海岸世界ジオパ (雑入)
ークネットワーク推 83， 966 69， 076 14， 890 30， 682 23 53， 261 
進事業
ト タjレコスト 114， 148千円 (前年度 100，058千円) [正職員:3， 9人、非常勤職員・ 2.5人]
主な業務内容 山陰海岸ジオパ ク推進協議会への参画、関西広域連合事務、補助金・委託事業

等交付事務、普及・啓発等の実施
工程表の政策目標(指標) 世界ネットワ ク加盟を果たした山陰海岸ジオパ クについて、関西広域連合

の主管県として、ジオウオークなどのイベント実施や環境整備、教育活用、観
光、 JR活用等、多面的なジオパーク振興事業を推進します。

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成26年に世界ジオパークネットワークの再認定審査を迎える山陰海岸ジオパークについて、こ
の対応を万全とするため、さらなる魅力づくりやおもてなし対策、新規ジオパーク地域対策などに取

り組む。

2 主な事業内容 (単位.千円)

事 業 内 n廿h |予算額

1 ジオパ クのさらなる魅力づくり
①(新)ロングトレイルル ト検討調査事業

-自然景観を楽しみながら歩く旅「ロングトレイル」ルート策定に向けての検討調査 9， 218 
②(新)ジオ・スポツツ リズム推進事業

， MOUNT品BEACHクロuドヘ'ンチャーinTottori (仮称)の開催:氷ノ山と山陰海岸の両エリア
に跨がって、自然資源や魅力を活かすアウトドアスポーツ大会を開催する。
山陰海岸・・・《山陰海岸B1ueステージ》 (山陸海岸Z
氷ノ山 -・《氷ノ山Greenステージ》として開催 テーγ分)
出氷ノ山Greenステージ分(7，500千円)IU)山グリーン工3リゾート重構事業で要求 7， 500 
③山陰海岸ジオパーク魅力活用総合補助金(補助率・ 112)
-民間事業者や市町が行うジオパークに関する様々な取組を支援(市町負担額が上限) 15， 000 
④山陰海岸ジオウオーク補助金(補助率:定額、上限1， 500千円) 1， 500 
2 おもてなし対策
①(新)ジオパ クガイドおもてなし研修会 1， 000 
②案内看板の整備充実、フツピングパスの更新 1， 411 
③外国人対応職員(砂丘事務所、山陰海岸学習館計2名)の配置 5， 026 
3 新規ジオパーク地域(鳥取市西部)対策
①(新)気運向上フォ フム開催事業

-世界再認定の気運向上や新エリア等での地域活動の活性化のためのフォーラムを開催 2，100 
②案内看板、パンフレットの整備、記念ウオーキング大会の開催

(山陰海岸ジオパーク魅力活用総合補助金.再掲) (再掲)
4 調査研究活動の推進

①(新)山陰海岸ジオパーク調査研究支援補助金

-県内のジオパークエリア内での調査研究活動を支援

補助率・ 10/10、補助上限・ 100千円(高校生以下、民間団体)、 500千円(学生・研究者) 1， 500 
5 ガイド活動の活性化
①(新)広域活動ステップアップ支援事業

-ガイド等が県域を越えて取り組むツーリズム活動等を支援(補助上限・ 1，000千円) 2， 000 
②山陰海岸ジオパーク調査研究支援補助金(再掲) (再掲)
③ガイドを活用した夏休み自由研究対策講座「ナツヤスミ宿題ラリー」の開催 3， 600 
6 旅行商品の造成・情報発伝
①旅行会社への旅行商品造成支援 6，000 
②県外広報宣伝費 9， 900 
③(新)県政ジオバイザリ スタッフ(仮称)の設置 396 
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7 隠l岐世界ジオパークとの連携
①噺)隠岐汽船高速船を活用した鳥取港~隠岐航路検討調査、大型客船による鳥取

港~隠岐クルーズへの支援 I 5. 100 
②旅行商品造成支援、共同PR活動、共同写真展、ガイド交流の推進 等 I 1. 500 

8 その他
5E蔭海岸ジオパーク推進協議会負担金 I 4.952 
②鳥取空港への電照看板掲示、砂丘検定の実施等 I 6. 263 

言十 I 83.966 

[参考]
( 1)関西広域連合(広域観光・文化振興分野)での取組(関西広域連合予算1.000千円)
-山陰海岸ジオパークのトップセールス、観光セミナーの開催
・外国人観光客向けガイドブック等で「地質の道JをPR

ジオパーク関連事業合計 280. 704千円

3 これまでの恥姐状況、改善点
山陰海岸ジオパークは、平成22年10月の世界ジオパークットワークの加盟認定後、観光や学校教育
等での活用が図られ、カヌ一体験を始め観光入込み客数が増加するなど、一定の成果が上がっている。
平成26年度は世界ジオパークネットワークの再審査があり、再審査への対応を万全とするための取
り組みとして、平成25年12月に新たに日本ジオパークに認定された鳥取市西部地域の活動の活性化や、
おもてなし対策、新たなツーリズムの提案など、世界審査を契機としたステップアップに取り組む。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

8款土木費

4項港湾費 2P梓量減湾諜(内線 7405)

1目港湾管理費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
府阪内訳

備考
国庫支出金 起債 その{也 般財源

鳥取港ボートパーク (使用料等)

管理運営費 5，081 6，212 ム 1，131 5，081 

ト タノレコスト 7，403千円(前年度 8，595千円) [正職員:0.3人非常勤職員:1.0人]
主な業務内容 申請書受付・審査、許認可通知、収入事務、督促業務、保管状況の確認

工程表の政策目標(指標)

説明
鳥取港ボートパークの管理運営に要する経費である。

みなとさかい交流館 (使用料)

管理運営費 47，335 44，030 3，305 14，720 32，615 

ト タノレコスト 48，883千円(前年度 45，619千円) [正職員:0.2人]
主な業務内容 事業計画の承認、事業報告の確認、申請書受付・審査、許認可通知、収入事務

工程表の政策目標(指標)

説明

みなとさかい交流館の管理運営(指定管理者制度)に要する経費である。なお、指定管理に含まれない設備機器の保守
点検・修繕について追加して実施するものである。

鳥取港保安対策事業
1，586 1，299 287 1，586 

ト クノレコスト 3，134千円(前年度 2，888千円)[J.E職員:0.2人]
主な業務内容 保安措置(訓練等)の実施事務、保安警備契約、支払事務

工程表の政策目標(指標)

説明
外航船舶の保安を確保するための区域における入退出管理や保安・監視業務に要する経費である。

鳥取港振興対策事業
6，537 5，845 692 6，537 

ト クノレコスト 17，372千円(前年度 16，967千円) [正職員:1.4人]

主な業務内容 港湾利用者へのポ トセ ノレス、鳥取港振興会補助金交付等事務

工程表の政策目標(指標) 鳥取港取扱貨物量の増加を図る。(平成27年度取扱貨物量目650千トン)

説明
鳥取港振興会が鳥取港の利用促進活動を行う経費の県負担分である。
なお、鳥取港における外国貿易の促進と発着クルーズの定着を図るため、事業内容の拡充を行う。
(拡充内容)
O外国貿易の促進を図るため荷主等に対して港湾荷役経費の支援を行っているが、新規取扱貨物に係る支援を拡充
する。(補助上限額の引き上げ)
0鳥取港発着クノレーズの定着に向け、山陰両県のジオパーク(山陰海岸と隠岐)を結ぶクルーズ船就航に対し、県外
集客のためのパス運行経費の一部を支援する。

港湾許認可事業
1，100 1，202 ム 102 1，100 

ト タノレコスト 8，839千円(前年度 9，146千円)[王職員1.0人]

主な業務内容 申請書受付・審査、許認可通知、収入事務、督促業務

工程表の政策目標(指標)

説明
港湾管理者として行う県管理港湾(回後港、鳥取港、赤碕港、逢坂港、米子港)の港湾施設の使用、水域等の占用等の
許認可事務に係る経費である。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費
2項環境衛生費 緑豊かな自然課(内線 :72'00)
4目環境保全費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
買才 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

(新)

国立公園編入記念 24. 100 。24. 100 24. 100 
「三徳山J魅力発
見・発信事業

トータルコスト 27. 196千円 (前年度 O千円) [正職員:0.4人]
主な業務内容 ニ徳山のハンディマップの作成、町の遊歩道・拠点施設整備に対する補助、看板

等の整備、=徳山国立公園編入記念イベントの実施

工程衰の政貫目標(指標) 県民、 NPO、関係自治体等と協働で地域の宝である各自然公園の適正な管理、
環境整備を行い、山陰海岸ジオパークをはじめとした公園内の豊かな自然環境を

活用しながらも適切に次世代に引き継ぐ。

事業内容の説明

事業の目的・概要

現在、ニ朝東郷湖県立自然公闘に指定されている「三徳山j地域については、その植生分布などの

特殊性や希少性が高く評価されており、自然景観・文化的景観の類似性・関連性のある大山隠岐国立

公園へ平成26年3月に編入される見込みである。
そこで、ニ徳山の大山隠岐国立公園編入を契機とした「傑出した自然」とそれを守り育てた「修験

の歴史文化」が織りなす魅力の積極的な発信及び周辺整備等を行い、国立公園としての「三徳山J
の魅力のブラッシュアップを行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 |予算額| 内 n廿~ 

( 1 )国立公園「ニ徳山」ブフツシュアップ事業

「ニ徳山まるごとマップ(仮 1. 500 ニ徳山の情報・魅力を集約したハンディタイプの
称)Jの作成 マップを作成

遊歩道、活動拠点施設等の 10. 900 ニ朝町が行う遊歩道の再整備、活動拠点施設整備
整備 に対する補助

看板等の整備 8. 700 ヱントフンスモーユメント (6.000千円)、国立公
圏内看板 (2.200千円)、指導標 (500千円)

(2 )国立公園編入イベント開催 3.000 ニ朝混泉開湯850年事業など二朝町内で開催される
イベントと連携し編入記念イベントを実施する。

計 24. 100 

3 これまでの取組状況、改善点
Oニ徳山周辺地域の国立公園編入に向けた気運醸成の取り組みとして、平成24年度は自然と建築(投
入堂)にスポットを当てた三徳山シンポジウムを開催し、今年度は今年3月に国立公園編入記念シ
ンポジウムを開催する予定。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費
2項環境衛生費 緑響かな自然課(内線:7200) 
4目環境保全費 (単位.千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

氷ノ山グリーンエ 09，500) 県負担額

コリゾート整備事 150， 788 16， 067 134，721 71. 308 25， 000 54， 480 73，980 
業

トータルコスト 156， 205千円 (前年度 22，504千円) [正職員:0.7人]
主な業務内容 氷ノ山自然ふれあい館リーユーアル、氷ノ山登山道の整備、アウトドアスポーツ

イベントの開催、鳥取県氷ノ山グリーンエコリゾート推進協議会の開催

工程衰の政策目標(指標) 山陰海岸ジオパ クや自然公園の貴重な自然に県民が快適に親しむため、適切な

施設整備や維持管理を行い、利用促進に向けた広域的な情報提供やPRを行う。
事業内容の説明

事業の目的・概要

氷ノ山は氷ノ山後山那岐山国定公園の中心地であり、鳥取・兵庫県際の貴重な観光資源である。

しかし、その素晴らしい資源が活かし切れておらず観光の過疎化が生じている。

そこで、鳥取県氷ノ山グリーンエコリゾート推進協議会を設置し、エコツーリズム・スポーツツー

リズムを主軸に、地域資源を活かした通年型観光の拠点づくりを進めている。

海外でも『緑豊かな山』と評される氷ノ山を、「氷/山グリーンエコリゾート(オールシーズン自

然体感リゾート)Jとして、拠点(響の森)とフィールド(登山道)の一体整備と合わせツーリズムの l

実践を国内外に発信し、通年型観光による誘客を創出する。

2 主な事業内容
(単位.千円)

区 分 予算額 内 d乍ゴ，ー

《誘客拠点のリニューアル》 109， 066 氷ノ山自然ふれあい館リーユーアル工事
氷ノ山自然ふれあい館リニュー リニューアルに係る備品購入

アル ※H25設計司H26工事=今H27春リ:，-YH-)"ン予定
，~誘客フィールドの魅力向上》 33， 551 氷ノ越登山道、ニノ丸登山道、仙谷登山道の『標識
氷ノ山登山道の整備 類の統合整備』と『路面整備』

《誘客実践アウトドアスポーツ》 7， 500 氷ノ山と山陰海岸の両エリアに跨がって、自然資源
MOUNT&BEACHクロス l'iV山ステージ分) や魅力を活かすアウトドアスポーツ大会を開催す
アドベンチャー inTotto る。

r i (仮称)の開催 氷ノ山 ・・・《氷ノUJGreeIiステージ〉
山陰海岸・・・《山陰海岸Blueステージ》として開催
※山陰海岸Blueステージ分(7，500千円)は山陰海岸
世界ジオパークネットワーク推進事業で要求

《誘客施策の創出》 671 鳥取・兵庫岡県の官民参画組織「鳥取県氷ノ山グリ
鳥取県氷ノ山グリーンエコリゾ ーンエコリゾート推進協議会」を開催し、氷ノ山な

一ト推進協議会の開催 らではの誘客の新しいアイデア・施策を創出する。

言十 150， 788 

3 これまでの取組状況、改善点
平成24年度1:鳥取・兵庫の官民で組織する「氷ノ山一帯の地域経営の在り方検討ワーキンググ
ループ」を設置、平成25年度はこのワーキンググループを発展改組した「鳥取県氷ノ山グリーン
エコリゾート推進協議会」を設置。両県連携のもと、エコツーリズム・スポーツツーリズムを主軸

に、地域資源を活かした通年型観光の拠点づくりを進めている。

(注)起債額の上段< )書きは交付税措置額を除いた金額である。

県負担額は起債欄の< )書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
8款土木費
5項都市計画費

11， 707 

1 事業の目的・概要

全国都市緑化とっとりフェア、全国植樹祭などの成果を踏まえ、街中などに自然にある草花を生活

の中に取り入れる「共に育てる身近な緑づくりJを普及・定着させるため、地域でのナチュラルガー

デン整備の普及と緑に携わる人材の育成を進める。また、緑の取組を県民運動的に展開するため、県

有施設等におけるナチュラルガーデンの整備やガーデンデザインコンテストの実施、ナチュラルガー

デンに関するトークショー、緑のワークショップ等を開催する。

2 主な事業内容
事業区分 事業費(千円) 事業の概要

【情報発信・普及]

(1)ナチュフルガデン・デ 3， 557 県内外から広くナチユフルガ デシ庭園デザイン
ザインコンテスト事業 を募集し、優秀作品の作成展示を通して、ナチュ

ラルガーデンの普及、情報発信に繋げる。

(2)県有施設等ナチュフル・ 15，000 鳥取流緑化スタイルの県内への 層の定着と鳥取
スポットガーデン整備事業 流緑化スタイルによる都市環境等への潤い提供を

図るため、県有施設等にポールスミザー氏監修に

よるナチュラルスポットガーデンを整備する。

(3)ナチュラルガーデン100名 5， 000 県内へのナチユフルガーデンの普及を促進する
園造成事業 ため、ナチュラルガーデンを整備する個人、団体

等に原材料費の一部を助成する。

(4) とっとりフェア開催メモ 1，000 とっとりフェアの成果を引継ぎア、ナチユフルガ
リアル・イベントの実施 ーデンの普及を促進するためのシンポジウム等を

湖山池公園などで開催する。

【人材養成]

0 みどりすと創出・県民運動 2， 150 地域で花や緑を増やす活動者「みどりすとJを
展開事業 育成するために、ナチュラルガーデンに係るトー

クショーや緑のワークショップを開催する経費を

助成する。
Zロ〉、 言十 26， 707 

【参考]他にグリーンウェイブ関連事業として「鳥取流緑化スタイル展開事業Jを実施

3 これまでの取組状況・改善点
-全国都市緑化とっとりフェアを通じて、自然の草花を生活の中に取り入れる「鳥取流緑化スタイルJ
という新たな緑化スタイルを提案してきた。

・ナチュラルガーデンを核とした鳥取流緑化スタイルについては、一定の評価を受けたと考えるが、

まだまだ、全県への普及・浸透が不十分な状況であることから、引き続き鳥取流緑化スタイルの情報

発信に繋がるガーデン整備や鳥取流緑化スタイルに関わる人材のすそ野拡大を進める，
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費
4項林業費
2目 林業振興費

林政企画課(内線 7300)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

(新)
とっとり木と森の学校 9，361 。 9，361 9，361 
実践事業

トータノレコスト 10，909千円(前年度 O千円)[正職員0.2人]

主な業務内容 木育関係事業の開催、木育広場の作成等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
第 64回全国植樹祭を契機に「とっとりグリーンウェイブJを更に推進する新たな切り口として、
木の良さやその利用の意義を学ぶ「木育」に取り組む。
子供から大人までを対象とした体験裂のイベントを実施し、木育のきっかけ作りとするとともに、
木のおもちゃに触れあえる「赤ちゃん木と森の広場(木育広場)jを作成し、未就学児が木に触れ
て感じる場を創出する。また、学生・事業者・保育者等が広く参加する取組とすることで、広く木
育の定着を図る。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 事 業 内 廿~・ 予算額

-東京おもちゃ美術館と連携し、木育キャラパンinとっとり
を開催

木育キャラバン・木育グリーンツ
-県内市町村の木育関係担当者を集めた「木育円卓会

アーの開催 議」の開催 2，478 
-木育関係者や県民を対象とした木育講演会の開催
-木の伐採現場や製材工場の見学会、木工体験会(木
育グリーンツアー)の開催

建築・デザイン関係の学科を有する県内の学校等に

とっとり赤ちゃん木と森の広場
木育広場のデザイン試作を委託し、優秀な作品は県産

(木育広場)の製作 材を使って製品化し、製品化した木育広場は、公共施設 6，883 
への設置や各種子育てイベント等への貸出しを実施す
る。

[木育広場の運用について]
-製品として作成した木育広場は、県東部、中部、西部の3カ所の公共施設に設置し、多くの未就学児が木
の良さにふれることができるようにする。
-常設以外に子育て活動を行う団体等に貸し出しも行う。

3 これまでの取組状況、改善点
県内各地で間伐体験等森林づくり活動や木工教室等が開催されているが、これら川上・)11下をつな
ぐf木を使って森を育てるJという木育の観点からの意識啓発はあまり行われていない状況であり、ま
た、これまで未就学児を対象とした木に触れる機会やイベントはほとんど行われていない状況である。
一方で、近年、認定こども園等における木造建築の採用が増加するなど、木の良さが再認識され始

めている。
「木育Jにおいては初めに木に触れて木の良さを感じるステップが重要とされており、この動きを更
に進めていくためにも、未就学児を対象とした木育活動の実施は有効である。
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6款農林水産業費

4項林業費
2目 林業振興費

事業名

森(新と)海の交流体験プロジ

ェクト

トータノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財 源

国庫支出金 起債

3，000 。3，000 
3，774千円(前年度 0千円) [正職員:0.1人]

関係機関との連絡調整、補助金交付事務等

森林づくり推進課(内線:7306) 

(単位・千円)

内 訳
備考

その他 一般財務、

3，000 

林業・漁業関係者のほか、地域住民やボランティア団体等広く県民の参加を募り、栄養分に富む良質で豊
富な水を海へ供給する水源林の整備や海岸清掃等を通じて、森と海のつながりについて学びながら交流す
ることで、グリーンツーリズムを推進するとともに、上下流・地域の粋を深める。

2 主な事業内容

事業名 事業内容 事業主体 予算額 補助率等

森験プと海ロジのェ交ク流ト体
地域住民や県民の参加を得て実施する 森と海の交流 3，000千円 定額
森林整備や海岸清掃等の相互交流に要 体験プロジェク

(上限:
する経費(講師旅費・報償費等)を支援 ト実行委員会

1地区当たり
する。 (仮称)
く活動内容〉 1，000千円)

-水源林や海岸林における植栽、間伐等
の森林整備活動
-海岸清掃
-参加者への海産物・林産物の提供
-山での自然観察や漁船での網揚見学
などを通じた子どもたちの相互交流
-適切な森林整備が海への思恵をもたら
すことなどを学ぶ自然環境学習会
など

3 これまでの取組状況、改善点
0平成25年5月に、本県において第64回全国植樹祭が開催され、環境先進県「とっとりJの活動を県内外に発
イ言した。
0これを契機に、県民、企業、ボランティア等が環境保全活動に取り組み、自ら行動する県民運動「とっとりグp
一ンウェイブJの更なる展開を図ることとしている。

0森林を適切に整備することで、豊富な水や栄養分が川を下り、水質浄化や水産物の増加など海に豊かな環
境をもたらすことについて県民への理解を促し、森から発信した「とっとりグリーンウェイブJを海まで届けるとと
もに、その活動に広く県民も参加することでグリーンツーリズムの推進を図る。
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平成26年度一般会計予算説明資料
6款農林水産業費
4項林業費

7自治山費

森林づくり推進諜(内線:7335)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)

とっとりの松原再生
900 。 900 900 

プロジェクト

トータノレコスト 6，317千円(前年度 0千円)[正職員:0.7人]

主な業務内容 地域住民等との連絡調整・交渉、海岸防災林整備計画の作成等

工程衰の攻策目標錨梼

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

0海岸防災林の現況調査を行い、地域住民等との話し合いを通じて、防災林の将来像を検討し、整備計画
を作成する。
or松露※Jの復活をキーワードにした地元住民等との協働作業を通じて、白砂青松をイメージした、とっとり
の松原再生に取り組む。

※「松露(ショウロ)J :直径2-3cmの球形をしたクロマツの根と共生するキノコo古くから珍重され、天然の
「松露」は高級なものとされている。(以前の松林では普通に見ることができた。)

2 主な事業内容
(単位:千円)

区 分 内 d今ゴ?・ー 予算額

現況調査 0林内調査・保全対象の確認・飛砂等影響調査の実施 36 

海岸防災林整備計画の 0地域住民等へのアンケート 354 
検討・作成 植栽樹種、各地区の保安林に期待する機能、各地区の

将来像と保安林の関係など
0整備計画の検討・作成

「松露」発生の取組 or松露Jをとっとりの松原整備の指標としてとらえ、小中学 510 
生・地元住民・地元料理府・企業団体、ボランティア等の

協働作業による松林の環境整備(落葉かき、表土癒き起

し、除草等)の実施

合計 900 

※関連事業・治山事業(保安林改良)

地域 箇所名
予算額(千円) 事業量

H25経済対策 日26当初 植栽工 静砂工 防風工

東部 鳥取市湯山 19，572 5，700 1.60ha 3，280m 

中部 北栄町妻波 32，504 12，000 1.30ha 2，670m 390m 

西部 米子市淀江町 17，588 0.80ha 200m 
合一計 69，664 17，700 3.70ha 5，950m 590m 

3 これまでの取組状況、改善点

機能の低下した海岸防災林については、植栽や防風工の設置等によりその機能を回復させ、目的が果た

されるよう復旧を図ってきているが、近年松くい虫被害等により疎林化し、十分に機能を発揮していない状況

である。このため、地域住民や海岸農地所有者等との話し合いを通じて海岸防災林の将来像を検討した上
で、長期的な計画に基づき、地域から望まれる防災林づくりにつなげていく。また、地元住民等に植栽等の

保全作業や「松露」発生のための作業に参加してもらうことで、海岸防災林の重要性の意識醸成を図るととも

に、楽しみながら松林に親しんでもらう。
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6款農林水産業費
4項林業費
4目 森林病害虫防除費

事業名 本年度

ナラ枯れ対策事業 73，972 

前年度

19，482 

比較
財 源

国庫支出金 起債

54，490 34，146 

トータルコスト 87，12日千円(前年度 36，164千円)[正職員1.7人]

森林づくり推進課(内線:7305) 
(単位千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

(諸収入)
26 39，800 

主な業務内容 ナラ枯れ被害に対する被害木の駆除・予防、探査の実施、被害状況等のとりまとめ

工程表の政策目標位協望号

事業内容の説明

事業の・目中的部・を概中要心
県西部 に発生しているカシノナガキクイムシによるナラ類(コナラ、ミズナラ等)の枯損被害の拡大

を防止するため、伐倒・搬出・破砕や薬剤くん蒸等による防除に要する経費を助成する。

緊急対策区域(県西部・中部地域)においては、大山での被害拡大を防止するため、へリコプターとGPSを活
用して被害木の位置を特定し、効率的・効果的な駆除に努めるとともに、防除に要する経費を全額助成する。

2 主な事業内容
(単位千円)

区 分 事業量 事主体業 事業費 補助率 予算額
負担内訳

国 県 市町村

H被「緊Z害急よ木対る被策探害区査域木特に定おけるヘリコプターとGPS1 6， OOOha 県 6，000 6.000 3. 000 3.000 

カキ「被シク害イノ木ナガ
緊急対策区域 1. 900本 54. 302 10/10 54. 302 27. 151 27. 151 

市町村

んシ諜ー白ト出のムに倒薬よシ、協剤る駆駆に却除除よ粘る着く1被害区域 190本 1. 864 3/4 1. 398 932 466 466 
県有林 30本 県 294 294 147 147 

新たな防除方法等の実証{単木的薬剤散布} 50m3 x 4箇所 市町村 5. 000 10/10 5. 000 2. 500 2. 500 
備品購入費 (GP S) 432 432 216 216 
事務費 400 400 200 200 
ヨド常勤職員(仁川ノr調査員2名被害拡大防止監視員2名l 6. 146 6. 146 6. 146 

.g 、 計 74. 438 73. 972 34. 146 39. 826 466 

3 これまでの取組状況、改善点
-量献舗を語以管県ナラ枯れ被害対策協議会Jを設置し、国・県関係市町が連携した被害木

-平成21年度には大山町でも飛び地的な被害が発生したため、県中部・西部地域において市町が行う駆
除に対し支援を行った。

-平成25年度には、大山及びその周辺でも枯死被害が複数箇所発生したことから、「大山広域ナラ枯れ
被害対策協議会」を新たに設置し、広域的に被害対策を実施することにより、大山及びその周辺での

被害拡大を防止するため、被害木の駆除に取り組んでいる。

-平成26年度からは、新たに被害拡大防止監視員を設置し、被害のモニタリングを強化するとともに徹
底した駆除を行うことにより、被害の拡大防止を図る。

(参考)年度別ナラ枯れ駆除対策実施状況 (単位.千円)

実施箇所 事業名
H23 H24 H25 (補正後) H26 (今回要求)

本数 事業費 本数 事業費 本数 事業費 本数 事業費

大山周辺
緑プロ 。 。 。 。528 49. 800 。 。

緊急対策
対策事業

43 1. 037 19 777 378 9， 566 750 38. 776 
区域 大山周辺以外 1. 035 4.071 1. 101 5. 010 579 4， 938 1. 150 15.526 

小計 1. 078 5， 108 I. 120 5， 787 I. 485 64. 304 I. 900 54. 302 
被害区域

大山周辺以外 対策事業
470 3. 736 。 。249 3.344 190 I. 864 

県有林 35 229 36 168 。 。 30 294 
£ロと翫 言十 I. 583 9.073 I. 156 5. 955 I. 734 67. 648 2. 120 56.460 

※対策事業，ナラ枯れ対策事業、緑プロ:鳥取県緑の産業再生プロジェクト事業
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 高等学校課(内線 :7515)
6目 教育財産管理費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源 内訳

備考
国庫支出金起債 その他一般財源

(新)倉吉農業高 側産収入)

等学校演習林活用 9， 188 。9， 188 2，849 5， 082 1， 257 
検討事業

トータルコスト 10， 736千円(前年度O千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 委託契約、検討会実施
工程表の政策目標(指標) 特色ある学校運営の推進、豊かな人間性、社会性を育む教育の推進
事業内容の説明

事業の概要
近年、手入れが十分できていなかった倉吉農業高等学校の演習林(約11 0 h a)について、
計画的に間伐等の整備を行うとともに、学校教育活動のみならず、広く「県民の森」としての
今後の活用策について検討を行う。

2 事業の内容
(単位:千円)

区 分 予算額 内 R全Hヨ「

演習林の間伐整備 9， 034 演習林のうち、スギ林を中心に約32ha部分について、
森林経営計画を作成し、間伐等の整備を行う。
(平成 26 年度~4年計画を想定)

活用策の検討 154 演習林の教育的活用策、地域住民や県民を対象とした利用
方法などについて、民間有識者等の意見を聞きながら検討
を行う。
く活用例(想定).> 
-学校教育活動での森林作業、しいたけ栽培体験

w -間伐後の森の中での自然(野鳥、野草)観察
-林道や作業道等を活用した山歩き
-間伐材を活用したログハウス(観察小屋)の設置等

計 9， 188 

[整備・活用スケジュール]

H26 討27 H28 I H29 H30-

間伐整備 間伐事業 (4年間) 次期整
備検討

森林活用 検討 間伐済部分から活用

‘ 
3 これまでの取組状況、改善点
-大正5年の演習林設定以来、長年、倉吉農業高等学校生徒の林業実習の場としての役割を果た
してきたが、林業を学ぶ生徒が減っていく中で利用の機会も少なくなり、間伐など十分な管理
が出来ていない状況にある。(現在の利用状況:年 15日程度)
-近年では、地道に同校と地域小学生との交流の場、「とっとり共生の森」としての利用など、
新たな取り組みを行いながら、有効的な活用策について検討を進めできた。
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4款衛生費
2項環境衛生費

4目 環境保全費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

環境立県推進課(内線:7879) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)

地域エネルギー資源 23. 834 。23. 834 10. 352 13.482 
活用支援事業

トータルコスト 33. 121千円 (前年度 O千円) [正職員・1.2人]
主な業務内容 制度設計・周知説明、申請書の審査・補助金の支払い、検討会、相談会等の開催

工程表の政策目標(指標) 本年度末における再生可能エネルギー設備の導入量を759.050kWとする。
事業内容の説明

1 事業の目的・槻要
太陽光、木質バイオマス、温泉熱等、地域に賦存する再生可能エネノレギーの導入拡大を行い、エネノレギ

一自給率の向上、温暖化防止、地域の産業振興を図る。

2 主な業務内容

事業名 内 H廿" 金額(千円)

木質バイオ ストーブの -目 的 住宅等への薪ストーブ等の導入促進。

マス活用支 導入補助 -実施主体 薪ストーブ等を導入する県民。 3.800 
援事業 ※市町村への間接補助

-補助率等事業費の1/2以下、限度額@90千円/件以内
木質パイ -目 的 木質バイオマスへの燃料転換の促進。

オマス熱 -実施内容 既存の石油系ボイラー等施設のエネノレギー診断とパ 2. 040 
利用アド イオマスボイラーの導入助言を行う専門家を希望事業

パイザー 所へ派遣する。

派遣

温泉熱発電 温泉熱発 -目 的 温泉熱発電や熱利用の事業化に向けた合意形成

導入支援事 電等理解 を図る。 352 
業 促進 -実施内容 温泉熱による発電が可能な地域(皆生温泉、東郷温

泉)で、温泉熱発電や熱利用の事業化に向けた合意

形成を図るための検討会を開催する。(地熱開発

理解促進関連事業支援補助金 国補助率 10/10)
皆生温泉 -目 的 発電や熱利用等、温泉熱の有効利用を図る。

での事業 -実施内容 熱需要や熱源(源泉)の賦存量調査、熱量に適し 10. 000 
可能性調 たプラントの選定等、事業可能性調査を実施する。

査支援 -補助率等県実施(委託料) (環境省補助 10/10を活用)
東郷温泉 -目 的 発電等、温泉熱の有効利用を図る。

での発電 -実施内容 中国地方初となるバイナリ一方式の発電設備(想定出 7. 500 
施設導入 力13閥、事業費34.960千円)の導入を支援。
支援 -補助率等費用負担湯梨浜町 1/4、県1/4、事業主体 112

(町、県からの補助上限 15.000千円)
地域太陽光発電導入促 -目 的 太陽光発電事業成立のために各関係者・各機関に

進事業 働きかけ導入が加速する環境をつくる。 142 
-実施内容 土地建物所有者、発電事業者及び資金がある者(出

資者ファンド、発電事業者、リース会社等)のマ

ツチングやファンドの募集など、，事業を成立させ

るための支援システムを構築する。

合計 23. 834 
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4款衛生費
2項環境衛生費 環境立県推進課(内線 :7875)
4目環境保全費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
ftt 源 内 訳

備考 l
留庫支出金 起債 その他 一般財源

(基金量入金)

鳥取県バイシクルタ 18， 457 422 18， 035 8，673 7， 784 
ウン構想実現化プロ (雑入)

ジェクト 2， 000 
トータルコスト 33， 935千円 (前年度 2，011千円) [正職員・ 2.0人]
主な業務内容 ポータルサイト構築業務、レースイベント実施など

工程表の政策目標(指標)

【鳥取力創造運動推進基金充当】

事業内容の説明

事業の目的・概要

「鳥取県バイシクルタウン構想J(H25. 6策定)に基づき、モーダルシフト(貨物や人の輸送手段|
の転換を図ること)の促進とサイクリングの推進を図るため、ポータルサイトの創設と自転車レース

イベントの開催等を行い、自転車好きを増やすとともにエコツーリズムの推進を図る。

2 主な事業内容

(1)自転車ツーリングサイトの創設 (5， 772千円)
自転車ツーキニスト(通勤者)やサイクリングツーリズムの愛好家が交流できるサイトを創設
する。

[コンテンツ内容】

①県内のサイクリングロードなどの自転車マップやロードレースイベント等のカレンダー

②本県の豊かな観光資源をPRするロードムービーなど
(2) 自転車通勤チャレンジ (500千円)
県民及び事業所に参加を呼びかけの上自転車通勤チャレンジを実施し、優秀な参加者や事業所

を表彰することでモーダルシブトを促進する。

(3 )温泉ライダー IN 三朝温泉 (10， 673千円)
自転車レースイベント「温泉ライダー」を誘致し、三朝町等の温泉地域で開催する。ニ靭温泉

関湯850年や三徳山の国立公園編入等のイベントとも連携し、県民の自転車利用機運の盛り上 l
げと観光誘客を促進する。

【レースイベント]

①エンデユーロ(ママチャリ等の耐久レース) ②キッズランニングバイクレース
〔補助事業主体〕一般社団法人ウィズスポ

〔補助額(定額))8，464千円
【フォーラム]

①ブラッキー自転車教室 ②自転車カリスマツーキニストによるトークショーなど

〔開催費用)2， 209千円

3 これまでの取組状況、改善点
平成24年度は鳥取市限定でモデル的に実施した自転車通勤チャレンジを、平成25年度には全県エリ
アに展開して実施した。

(期間)平成25年5月 ~10月末

(参加者)約100名

185 



平成26年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費

2項環境衛生費 環境立県推進諜(内線:7895) 
4目環境保全費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
目オ 源 内 訳

{席考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

とっとり次世代エネ (寄付金)

ルギーパーク推進事 13， 982 800 13， 182 1， 000 12，982 
業

トータルコスト 21， 721千円 (前年度800千円) [正職員:1.0人]
主な業務内容 制度設計、企画運営・実施、補助金の交付、普及啓発

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

本県では、豊かな自然や変化に富む地形を活かして、太陽光、風力、水力、バイオマスといった多

種多様な再生可能エネルギーを生み出す施設が県内に数多くあり、県域全体をエリアとした「とっと

り次世代エネルギーパーク」として平成25年度に経済産業省から認定を受けたところである。
鳥取県最大の資源である豊かな自然が生み出す再生可能エネルギーの思恵を県民に認識してもら

い、エネルギーパークを活用した環境教育や環境保全活動を推進するとともに、観光資源と連携して

関連産業の振興を図る。

2 主な事業内容
( 1 )エネルギーパークを活用した環境教育の推進
ア 次世代エネルギーパーク施設整備事業 (5，000千円)
エネルギー施設に対し、エネルギーパークの施設として環境学習に活用できるよう、見学者の

受け入れに必要な整備に対する支援を行う。(補助率:112、1施設当たり上限500千円)
イ 再生可能エネルギー体験学習推進事業 (6，000千円)
-エネルギー教室の開催

次世代エネルギーパークの中核施設であるとっとり自然環境館を再生可能エネルギーに関す

る環境学習の拠点として、定期的に体験型のエネルギー教室を実施する。

-ナツヤスミ宿題ラリー

再生可能エネルギーをテーマにした小中学生対象の体験講座を夏休み期間に集中的に開催

し、環境教育を推進する。

ウ エネルギーパーク活用促進事業(1， 000千円)
エネルギーパークの視察・観光を行う県外の団体への支援として、 2つ以上のエネルギーパー
ク施設を巡る研修等の実施に必要な経費の助成する。

エ環境保全活動支援事業(1，097千円)
エネルギー施設設置者等と協同して、地域の先進的で他の模範となる環境保全活動を行う団体

に対し活動費を支援する。

(補助額・定額100千円、助成費用はエネルギー施設設置者から県への寄附金を活用)
(2 )エネルギーパークの認知向上
-とっとり次世代エネルギーパーク写真コンクール (825千円)
エネルギーパークをテーマとした写真のコンクールを実施する。

3 これまでの取組状況
平成25年9月に県域全体が、経済産業省から「とっとり次世代エネルギーパーク」として認定さ
れた。また、とっとり次世代エネルギーパークの中核施設に位置づけている「とっとり自然環境館」

が同年10月にオープンし、環境と観光の情報発信拠点となっている。

186 



平成26年度一般会計当初予算説明資料

4款衛生費
2項環境衛生費 環境立県推進課(内線:7879) 
4目 環境保全費 (単位千円)

事業名 本年度 前年度 比較
Rオ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

日本海沖メタンハイ
ドレート調査促進事 2. 162 1. 944 218 2. 162 
業

ト タルコスト 9.901千円 (前年度1.944千円) [正職員:1. 0人]
主な業務内容 研究会、シンポジウム、公開講座の開催

工程表の政策目標(指標)
事業内容の説明

事業の目的・概要

国等の調査で山形、秋田、鳥取の日本海沖において表層型メタンハイドレートが発見され、能登
半島西方でも存在を示唆するガスチムニー泌等が確認された。国産の天然ガス資源として期待が高ま

るメタンハイドレートの開発に向けた資源調査及び採掘技術の開発を促進するため、鳥取県沖で調査
研究を行う研究者による報告会、全国の中高校生によるメタンハイドレートなど未来のエネルギーを

語るシンポジウム及び県民を対象とした公開講座を開催する。
※表層型メタンハイドレートの存在の可能性がある釣鐘状の海底地形

2 主な事業内容
細事業名 内 廿dで・ 金額(千円)

メタンハイドレ ト 概 要 日本海沖の表層型メタンハイドレ トの調査に関わ

研究会の開催 る研究者による報告、メタンハイドレートの展示等 1. 304 
を行う。

開催時期平成27年1月、 3月頃
実施主体県

中両校生によるシンポ 概 要 メタンハイドレート掘削技術アイデアコンァスト

ジウムの開催 入賞者と本県中高生によるシンポジウムを開催する 504 
開催時期平成26年8月頃
会 場 とりぎん文化会館(調整中)
実施主体県

公開講座の開催 概 要 鳥取環境大学等と連携し、メタンハイドレートの

研究者等による学生・一般向けの公開講座を開催 354 
する。

開催時期 平成26年度後期カリキュラム中
JZ会三‘ 場 鳥取環境大学
実施主体等県・鳥取環境大学

合計 2. 162 

3 これまでの取組状況、改善点
県民の理解を深めるため、メタンハイドレートに関わる研究者や企業関係者による講演会を開催し
たほか、有識者等を交えた調査・研究会を設立した。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

4款衛生費
2項環境衛生費 環境立県推進課(内線:7879) 
4目環境保全費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 1原 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

(新)

エネルギーシーズ 2. 043 。2.043 2. 043 
育成支援事業
ト タ)]/コスト 9. 782千円(前年度 O千円) [正職員:1. 0人]
主な業務内容 検討会等の開催、補助金の交付
工程表の政策目標(指標) 本年度末における再生可能エネルギ 設備の導入量を759.050kWとする。
事業内容の説明

事業の目的・概要
洋上風力発電や木質バイオマス由来のエタノールなどの次世代のエネルギー分野において、今後
実用化・事業化される取り組み(種=シーズ)を支援するとともに、県内企業への技術移転など、
周辺産業を含めた県内での定着を図る。

2 主な業務内容
細事業名 内 4作句~ 金額(千円)

洋上風力発電理解促進 目 的 賦存量の大きな洋上風力発電の立地を図る。

事業 実施主体鳥取県
449 

内 容 地域の関係者と協議会を設置し、漁業や自然環境、
系統連系等の課題の洗い出しゃ検討を行う。

木質バイオ バイオエ 目 的 C02排出抑制対策として利用されるエタノ-)レ混合
マス・マテ タノール ガソリン等に供給する木質バイオマス由来のエタノ

リアル利用 製造事業 ール製造プラントの県内立地を図る。
実用化支援 化検討 実施主体鳥取県 94 
事業 内 容 鳥取大学が開発した発酵性細菌を用いたバイオエ

タノール製造システムの県内事業化に向けた検討会
を開催する。

リグーン 目 的 木材からげグーン等を品付加価値材料として抽出
溶解性イ -活用できる画期的な技術の事業化を図る。

オン液体 内 容 鳥取大学が開発したリグニン溶解性イオン液体の
実用化支 県内供給実用化、及びリグニン抽出装置の実用化に 1. 500 
援 対して支援する。

実施主体県内企業等
補助率等 10/10 

合計 2.043 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費

2項環境衛生費

4目 環境保全費
環境立県推進課(内線・ 7875) 

(単位.千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

次世代自動車普及促 37， 978 14， 564 23，414 4， 500 33，478 
進事業

ト タルコスト 52， 682千円 (前年度 16，153千円) [正職員:1.9人]
主な業務内容 インフラ整備国庫補助用務、イベント調整・運営業務、構想、策定作業など

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

EV. PHV (電気自動車・プラグインハイブリッド自動車)の普及に向けて、主要観光施設等へ
の充電ステーション整備とEV・PHVレンタカー導入の促進を図る。また、県内外へ本県の充電イ
ンフラ環境と観光資源をPRすることで、環境にやさしいドライブ観光交流を促進し、次世代型エコ
ツーリズムの推進を図る。

2 主な事業内容
(1) EVエコドライブツアープロジェクト (11， 232千円)
ドライブ観光圏域である岡山や関西地域に対するドライブ観光誘客を促進するため、 EVでの
モニターツアーを開催するとともに、ドライブ観光ルートを提案することにより、環境負荷の低

い次世代型のエコツーリズム(エコ旅)の推進を図る。

L鳥取岡山EVエコドライブ連携プロジェクト]
参加者がドライブした情報を基に「鳥取岡山EVエコドライブマップ」を作成する。
〔実施主体〕鳥取・岡山両県による実行委員会

〔モニター)EVユーザー及びEVに興味のある県民
【EV女子旅モニターツアープロジェグト]
ドライブ風景や充電の様子、観光施設サービスを撮影し、動画とドライブマップを作成する

ことにより関西の若者に対してEVによるエコドライブ観光をPRする。
〔モニター) J KB (女子カート部)など女子ユニット。
〔ルート〕大山周遊、ジオパーク周遊など3ルート程度。
〔配信媒体〕自動車学校のJACLAシステムやフェイスブック等のSNS。

(2) EV'PHV普及イ足進フォーラム -IN鳥取~ (4， 738千円)
全国レベルのシンポジウム開催とEV'PHV試乗会など体験型のフォーラムを開催する。
〔主催〕経済産業省と鳥取県が共催

(3)充電インフラ整備事業 (5， 100千円)
民間事業者等がビジョンに基づいて充電ステーションを整備する費用の一部を補助する。

[対象者]市町村及び民間事業者

[対象経費]機器費、工事費

[補助率 12分のl ※普通充電器は、 3分の2
[限度額 11. 500千円 ※普通充電器は、 200千円

3 これまでの取組状況、改善点
観光客の受入体制整備とEV'PHVの普及促進を図り、電欠の不安を感じないインフラ整備を目
指す「鳥取県次世代自動車充電インフラ整備ビジョン」を平成25年8月に策定した。
(整備目標:平成32年までに527基整備)
(平成25年12月末時点:93基(急速充電器33基、普通充電器60基)を整備)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費
1項公衆衛生費

3目予防費

くらしの安心推進課(内線:7247) 
(単位.千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)

動物愛護管理センタ 22， 600 。22， 600 22， 600 
一機能創設事業

トータルコスト 24， 148千円 (前年度 O千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 犬猫の譲渡促進に係る制度設計、普及啓発、補助金業務等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

(公財)動物臨床医学研究所が動物愛護施設として設置した「人と動物の未来センター アミティ

エJの動物愛護管理センター機能を支援することにより、本県の動物愛護に関する取り組みを推進す
る。

2 主な事業内容、
アミティエが行う動物の保護・譲渡活動や動物愛護の普及啓発等の動物愛護事業に対して補助金を

交付し、県が引取り等を行った犬猫の中長期的な飼養や新たな飼い主への譲渡などを、県とアミティ

エが連携して行う。

実施主体 (公財)動物臨床医学研究所

(人と動物の未来センター アミティエ)

補助対象経費 -中長期的な飼養及び譲渡の促進に要する経費(避妊・去勢費、治療費、
えさ代、譲渡会の開催経費等)

-動物愛護の普及啓発に要する経費(しつけ方教室・動物ふれあい教室など

の開催経費等)

-施設の運営に要する経費(人件費、光熱水費等)

補助率 補助対象経費の 1/2 (上限:22， 600千円)

3 これまでの取組状況、改善点
-適正飼養等の啓発や収容動物の譲渡推進等により、県が引取りや致死処分を行う犬猫の頭数は減少

犬猫の収容/引取り頭数: CH20年度)2， 421頭 → (H24年度)1， 559頭
犬猫の致死処分頭数 (H20年度)2， 171頭 → (H24年度) 1， 360頭

-現在、有識者の意見も聞きながら県の動物愛護管理推進計画の見直しを行っており、見直しの中で、

動物愛護団体等と連携して終生飼養の啓発や譲渡の促進等を行うことにより致死処分を減らすなど

動物愛護の取組を更に推進することとしている。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費

4項林業費
2日 林業振興費

林政企画課(内線 7299)

(単位.千円)

事業名 本年度 前年度

(新)

比較
財源内訳

l備考
国庫支出金|起債|その他|一般財源

里山資本主義鳥取モ
デ、ノレプロジェクト

3，500 。 3，500 3，500 

トータルコスト13，664千円(前年度 O千円)匝職員:0.1刈]

主な業務内容|実行委員会負担金交付事務、関係団体との連絡調整等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
本県の身近に存在する豊かな田畑や充実しつつある森林資源を背景とした食料・水・エネルギーなど
の資源を活かし、地域を豊かにしていく取組である「里山資本主義務」の展開に要する経費を支援する。
(※藻谷浩介氏・NHK共著の「里山資本主義」に登場する用語で、地域の資源を活用し、お金をなる
べく地域でまわし、地域を豊かにしようとする取組)

2 主な事業内容
とっとり里山資本主義フォーラム(仮称)
県内外の里山資本主義のトップリーダーが一堂に会するフォーラムを開催する。

O開催案
-里山資本主義についての基調講演
・県内外の里山資本主義トップリーダーによる事例発表
・講演講師、平井知事、塁山資本主義実践者による討論会 など
O開催方法下時期、場所
・実行委員会方式により、平成26年秋頃、県西部地域で開催を予定

![関連事業1
1 県事業により、県内で「里山資本主義Jを実践する次の取組を支援する。 ! 
!《食料分野》
h ・廃棄されでいたパーク(樹皮)をきのこ栽培へ有効活用する取組 h 
~ .耕作放棄地での和牛放牧の取組 等 t 
i ((水分野》
. ・水源、の瓶養のための森林の保全・整備(森林環境保全税を活用)等 h 
~ ((エネノレギ一分野))
・木質バイオマスを熱や発電に利用する取組 等 ! 
!《医療分野》
- .創薬や生薬に使われる薬用きのこの実用化に向けた取組 等 h 
H観光(エコ&グリーンツーリズム)、環境分野など》
i 河川の上下流の住民関係者が連携した森林整備 等 ! 
h ・森のようちえん等の野外保育活動 i 

3 これまでの取組状況、改善点
・智頭町において、林地残材を運び出し地域通貨と交換する取組である「木の宿場プロジェクト」や森のよう
ちえんの取組など、県内においても「里山資本主義」の芽吹きが出てきている状況である。
・そこで、近隣県と連携しつつ、本県が豊富に保有する地域資源を「里山資本主義」という観点で見直
すことで地域振興の気運の醸成を図り、新たな起業へのきっかけづくりとするなど、地域を豊かに
していく取組を展開する。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費
4項林業費

2目 林業振興費

県産材・林産振興課(内線:7307) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債そ¢他一般財源

木質バイオマスエネノレ
554，500 2，800，000 ム2，245，500 54，500 500，000 

ギー利用推進事業

トータノレコスト 562，239千円(前年度 2，800，794千円)[正職員:1.0人]

主な業務内容 補助金交付事務

ヱ程表の政策自主瓢昔標) 木質バイオマス発電等の推進

事業内容の説明

事業の目的・概要

木材生産の増加に伴い発生する低質材を有効活用しつつ、間伐等森林整備の加速化を推進するため、

木質ノミイオマス利用施設の整備等、木質バイオマスのエネルギー利用に向けた取組を支援する。

2 主な事業内容

(1)[新規]木質ノミイオマス熱利用推進事業
(単位，千円)

区 分 事業内容 事業主体 事業費 補助率 予算額

木質ハイオマス熱利用施設の 公共施設における木質パイ
若桜町

(109，000) 
1/2 
(54，500) 

整備補助 オマスボイラ一、熱利用配 109，000 54，500 
管等の整備

智頭町
(65，000) 

1/2 
(32，500) 。 。

計
(174，000) (87，000) 

109，000 54，500 

※( )は鳥取県緑の産業再生プロジェクト事業計上分を含む額

(2)木質ノ〈イオマス発電等推進事業
(単位:千円)

補助メニュー 補助対象 予算額

系統連系用設備費用補助 電力会社の電力系統への接続(系統連

系)に必要な施設整備に要する経費、 500，000 

燃料受入施設整備費用補助 燃料の保管に必要な燃料受入漉設の整 L補助率問J
備に要する経費 限2.5億円/箇

利子相当額補助 発電所整備のため、事業者が金融機関か

ら借り入れた資金に係る金利

※木質チップと他のバイオマス燃料との混焼型木質バイオマス発電事業についても対象とする。

3 これまでの取組状況、改善点

O県内での木質ノくイオマス発電の事業化が決定しており、今後は未利用材の継続的かつ安定的な需要が見
込まれ、間伐等森林整備の加速化が期待されている。

0また、木質ノtイオマスのエネルギー利用により、未利用材を地域内で有効に活用することで、豊かな地域
づくりに繋がることが期待できる。
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8款土木費

2項道路橋りょう費

2目道路橋りょう維持費

事 業 名

道路橋りょう維持費
[単県公共事業]

トータノレコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

説明 事業名

路故対面策凍結事ス業リップ事

道路災害防除事業

道路維持修繕費

車両管理費

植栽管理費

除雪事業

雪寒・防雪事業

県と市町村との事
務の連携・共同処
理事業(道路維持
修繕委託)

トンネノレ非常用施
設点検業務委託事
業

安心な道整備事業

単県橘りょう補修理解業

担代行金廃(市止道に南伴岸う線負) 

(新)町道の耐震対
策に係る負担金
(町道勧上野線)

(新)太陽光発電事
業化検討調査(トン
ネル照明)

単(道県路公橋共り事ょう務維費持

費)

に[廃お止げ]る弓避ヶ難浜道半路島

の安全確保事業
(原子力災害対策)

I廃止]橋りょう調査
費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

財 源

本年度 前年度 比 較 国 庫

支出金
起 債

く11，180>

3，509，727 3，049，770 459，957 26，000 

内 訳

その他

(使用料等)

97，801 

i首路令函課{内線・73日1)

(単位・千円)

一般財源
備 考

県費負担

3，385，926 3，397，106 

3，834，767千円(前年度 3，359，586千円) [正職員・42.0人]

整備計画の策定、設計積算、工事監督

道路防災及び橋りょう補修の促進

本年度 前年度 比 較 説 明

16，100 18，000 ム 1，900
路面凍結に起因するスリップ事故について、対策工を実施し、
事故抑制を図るための経費である。

26，000 38，300 ム 12，300
落石対策、法面の崩落、既存落石防護施設の修繕等に要す

る経費である。

2，566，619 2，085，103 481，516 道路、橋りょうの維持修繕に要する経費である。

145，940 91，622 54，318 
道路の維持並びに除雪のための車両の管理及び運行に要す
る経費である。

298，735 302，407 ム3，672道路植栽の管理に要する経費である。

231.948 225，673 6，275 県管理道路の除雪に要する経費である。

51.826 66，090 ム 14，264消雪装置の補修及び点検に要する経費である。

60，326 60，326 。市町村との道路維持修繕の共同処理に要する経費である。

5，500 5，000 500 トンネノレ内の非常用施設の点検に要する経費である。

641 641 
[ rとっとり支え愛基金」充当事業]、者
。パリアフリーを目的として、障がし 団体等と調整を行うための
経費である。

7，400 11，000 ム 3，600早期の対応が必要な橋りょうの補修に要する経費である。

4，764 5，520 ム756
市道南岸線に係る県代行事業の廃止に伴い、事業を引き継ぐ
鳥取市に対して負担する経費である。

緊急輸送道路のうち、県が農道として整備し町に譲渡した町

3，840 。 3，840 道上の橋りようについて、耐震化を実施する琴浦町に対して負
抱する経費である。

トンネノレ照明に要する電力について、太陽光発電の活用を検
5，000 。 5，000 

言すする車軍費である。

85，088 85，088 。道路事業に付随する事務的経費である。

。 50，000 ム50，000
対策工事等については、防災・安全交付金(災害防除)で実
施するため。

。 5，000 ム5，00日防災・安全交付金(橋りょう補修)で実施するため。
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事業名 本年度

17，000 

52， 600 

34，314 

6， 250 

平成26年度一般会計当初予算説明資料

した額である。
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款
項

事業名

平成26年度企業会計当初予算説明資料

本年度|前年度 比較

4. 0061 0 1 4. 006 

主な業務内容 再生可能エネルギーの普及拡大に資する太陽光発電施設の建設

工程去の政責目標(措釦

事業内容の説明

1 事業目的・概要
!日境水産高校の敷地内に太陽光発電施設の設置を検討し、本県における再生可能エネルギーの導入

拡大を図り、本県の電力自給率の向上や二酸化炭素排出量の削減に寄与する.

なお、平成26年度は「再生可能エネルギー固定価格買取制度Jに基づく買取り価格優遇期間の最終4
年度となる.平成26年度の買取価格は現段階で未確定であるが、確定次第速やかに事業実施を判断
する必要があり、出力規模や事業費等について基本設計を実施し迅速な対応を図る.

<参考>

O太陽光発電(I0kW以上)の買取価格の推移
平成25年度は単価の見直しが行われ、前年度の40円IkWhから本年度は36円IkWhに改定された。

2 事業内容

O旧境潜水産高校太陽光発電施設計画概要

隼量一一
最大出力

事業内容
境港市中野町(旧境港水産高援すラウンド)

1.OOOkW 
盟豆盤登電電力量 約1.18 8MWh (一般家庭約330戸分)

。

0実施項目

基本設計及び系統連系検討等

3 その他

<再生可能エネルギー固定価格買取制度について>

0平成23年8月:電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法成立
O平成24年6月:経済産業大臣が、調達価格等算定委員会の意見に基づき、エネルギー源の種別、

設置形態、規模等に応じて買取価格・買取期間等を決定

。O平成24年7月・法施行
・法施行後3年聞は集中的に再生可能エネルギーの利用拡大を図るため、買取価
格を定めるに当たり、発電事業者の利潤に特に配慮することとされた. (法附則

第7条)
・毎年度、買取価格及び期間の見直しが行われる。

0平成25年4月:買取価格の改定(太陽光発電単価(税抜lH24年度 40円Ik¥lh→H25年度 36円Ik ¥lh) 
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款資本的支出
項建設改良貨
日 建設仮勘定

事業名

事再発業生電可施(能小設(新導水エ)入ネ力ル促発進ギ電ー

平成26年度企業会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
目オ 源

国庫支出金 起債

65， 600 。65， 600 

工務課(内線7447)
(単位千円)

内 訳
備考その他 ー般財源

65， 600 

主な業務内容 再生可能エネルギーの普及拡大に資する小水力発電施設の建設

工程表的政責目標備関

事業内容の説明

事業目的・慨要

再生可能エネルギーの導入拡大を図るため、平成23年度以降継続的に河川落差を有効利用した小
水力発電について、事業化調査を実施してきでおり、その結果、下記の地点について建設に向けた基

本・実施設計等を行い、発電所整備の推進を図る.

2 主な事業内容

事 業内 ?G- 予算額(千円)

河川の落差を利用した小水力発電について、次の地点について事業化

調査を行う.

0基本・実施設計等・・・ 1箇所(私都川)
-祖IJ量及び用地調査 委託費
-地質調査(ボーリング調査)

-基本・実施設計 65， 600 
-文化財調査

0基本設計等 一.1箇所(糸白見川)
-測量

-地質調査(ポーリング調査)

-基本設計

3 事業スケジュール

平成26年度 基本設計、実施設計
平成27年度 実施設計
- 28年度 工事発注、施工 (H27 -28債務負担)

4 これまでの取組恥兄

0平成23年度可能性調査 (33箇所)
0平成24年度事業化調査(横瀬川、加谷川、若松川の3箇所)
0平成25年度 上記3箇所の基本・実施設計と工事着手(予定)、次なる有望地点の事業化調査
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